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1公 民館職員専門講座
研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
公民館職員専門講座
「まちづ く りプ ランナー」 の養成
栃木県藤原町中央公民館
栃木県藤原町中央公民館 局長補佐 山口 亨一
「ふじはら まちづくりプランナー 養成講座」について
～ 水 ・緑 ・渓(み ず ・み ど り ・た に)の 、 ま ち 人 か ら の 発 信 ～
1計 画 の 趣 旨
九 十 年 代 以 降 、 日本 経 済 は 長 期 に わ た っ て 低 迷 し 、政 治 に 対 す る 不 信 や 様 々 な 事 件 ・事 故 、少
子 高 齢 化 の 進 展 な ど、社 会 に は 閉 塞 感 が 充 満 し て い ま す 。 ま た 、時 代 の 潮 流 は 更 に大 き な うね り
を見 せ 、 日 々 刻 々 と変 化 して い ま す 。 そ の 中 、
新 世 紀 、 小 泉 新 総 理 は 所 信 表 明 演 説 の 中 で 、
二十一世紀にふさわ しい経済 ・社会システムの確立 を唱 ってお り、構造改革をはじめ、 「民間にできることは民間に
委ね、地方 にできることは地:方に委ね る」といった行政改革 ・地方分権の断行を明言 しています。また、広 く地域住民
やNPO等のボランティアの参加 を呼びかけ、介護や=f一て等 を皆で支え合 う 「共助」の社会を築いていきたい。 と
述 べ て い ま す 。
第6次 藤 原 町 振 興 計 画(後 期 基 本 計 画 〉 の 中 で 、
【策定の趣旨】の中で、
◇21世紀を迎えた新たな時代に対応 したまちづ くりへの的確な取 り組みが求め られている。
◇こうした取 り組みのためには、住民 ・企業 ・行政が一体 となって新 しい時代のまちづ くりを進める ことが重要です。
◇まちづ くりの英知 と情報を結集して、新世紀 に向かって躍動する 「心のまち、文化 のまち、観光のまち 藤原」を想
像することが求め られています。
◇観光をは じめとする町内産業を活性化 し本町全体σ)活力 を取 り戻す。住民の福祉 を向上させ教育 ・文化 を振興する。
【藤原町をとりまく時代の流れ】の中で、
◇地方分権推進一括法成立後、地方 自治体 にはこれ まで以上に自立性 と独 自性に富んだ政策の立案 ・実行が期待されて
お り、住民 と協動 しなが ら、自立 したまちづ くりを進め ることが必要 となっています。
◇よりいっそ うの住民参加 を得るために、透明性 に富んだ行政運営を実現することが求められています。特 に、ボラン
ティアやNPOなどとの連携は、これか らのまちづ くりの重要なポイ ン トである。
◇ 「住民の・住民による、住 民Qた めのまちづくり」を基 本と しで、住民と行政が連携 ・協働 して、地域の課題解決に
取 り組むための仕組みづくりが.地 方分権のまちづ くりにおいて大変重要である。
21世 紀 教 育 新 生 プ ラ ン か ら 町 村 文 部 科 学 大 臣
教育新生プ ランは、 「新生日本」の実現を目指 し国政の最重要課題 の一つに位置づけられる教育改革の今後の取組の
全体像を示す ものとして、 「学校がよくなる、教育が変わる」ための具体的な主要施策や課題及びこれ らを実行するた
めの具体的なタイムスケジュールを明 らかにしたもので、、多様 な奉仕 ・体験活動で、心豊かな日本人を育み、楽 しく
一1
安心できる環境を整備、父母や地域に信頼 させ る学校づ くりを行 う等の改革を果断に実行 していく決意です。
【平 成8年3月 藤 原 町 生 涯 学 習 推 進 構 想 】 の 中 で 、
◇学びや体験 をとお し、自分を高め、仲間を高め、地域 を高め、町の個性 を高めたとき、町民憲章に唱われ る、藤原町
の将来像 としての 「豊かで明るいまちづ くり」が実現され ます。
以上をふまえて、ここ数年、地域のコミュニティの発展を担当する部局でもある教育委員会1こ
おいて、次の趣旨によ り、この計画の推進にあた ります。
f11市民(責 任と自立ある住民)・ 企業 ・行政が、 「協働 ・共助」の方向性を持ち、新 しいま
ちづくりを進めること。
② 開かれた行政と民意の反映、そ して住民参加を合 い言葉に、ボランティアやNPOの流れを
藤原町において創造すること。
(31町民憲章の具現化を、市民の手によ り推進していくこと。
(4)行政改革 ・地方分権の流れを、教育委員会分野 においても推進する方向性をつくる。
15)学校 ・地域 ・家庭一体 とな って、子どもたちを支援するシステムづくりを目指す。
2計 画の具体的方向性
(1}中期的(3年 程度)・ 段階的計画を立案 し、行政と市民の役割の加重 ・分担を変動させ、
市民の自立できる方向をめざす。
② 協力、共催から委託まで含めた市民活動をめざす。
(31市民の理想(夢)か ら、具体的に目標を設定し、その実現をめざす。
(4}行政主導の講座の開設 ・事業の運営だけでなく、市民の自由な発想に基づいた活動や社会
参加を取り入れること。
(5)市民に、段階的に様々な能力 ・技法等を身 にっけてもらい、自立的活動に備える。
《事業の役割の加重》
start⇒ 時間的経過 ⇒goal
行 政
市 民
宇都宮大学 廣瀬隆人教授による
3計 画の範囲
(1)まちづ くりに関すること(2)市 民活動に関すること
(3)ボランティア活動にかんすること(4)生涯学習に関すること
(5)子どもの教育に関すること
2
4計 画の時間的流れ
平成13年度(1年 目)《 啓発的活動期》
'擬々な学習:を逓 乙'.儲を4喋 し.鰭 ・綴 を4鴨け る。
《教育委員会サイ ド》
(1)まちづ くりプランナー講座の開設
(2)市民活動の活発な団体への視察
(3)県内各種ボランティア講座参加支援
平成14年 度(2年 目)《 体験的活動期》
《町民サイ ド》
(1)定期的会議の開催
'1的麗瀦 動と享響 を二瀦 し,」身6の蓼遅級 ∂嚇ii動の醗 をする。
《教育委員会サイ ド》
(1)まちづ くりプランナー講座の継続
(2)市民活動 の活発な団体への視察
(3)各種ボランテ ィア活動企画
《町民サイ ド》
(D定期的会議の開催
(2)講座の選択 ・設定
(3)ボランティア団体 との継続的連携
(4)ボランティア活動の実施
平成15年 度(3年 目)《 創造的活動期》
'β1発糠 湯動 ・蓮響1ご1吻〃た漏 卿
《教育委員会サイ ド》
(1)まちづ くりプランナー講座の継続
(2)ボランテ ィア活動 の運営
(3)各種ボランティア活動企画
(4)全庁的支援体制整備
(5)各種団体 との連携調整
《町民サイ ド》
{1)定期的会議の開催
(2)講座 の選択 ・設定
(3)ボランティア団体 との継続的連携
(4)ボランテ ィア活動の企画 ・運営
(5)行政 ・団体等への提言
(6)自主団体 ・グループの設立
5参 加者について
13年8月20名(女 性70代×650代 ×340代 ×5男 性70代50代
16年3月11名(女 性50代×340代 男性50代 女性70代×5男 性70)
20代×4)
◇女性のつどいの会の解散に伴う中心的役割を担ってきた方々
◇町の団体等の中心的役割 ◇20代は役所の男性職員
3
事業(学習プログラム)実施結果
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
8月20日
8月29日
9月28日
12,月14日
2月22日
6月1日
6月29日
7月18日
9月7日
10月27日
12月11日
3,月17日
学習 テーマ
町長に夢 を語ろう
21世紀 のま ちづ く
り
まちづ くりの新た
な地平線
まちづくりの新 た
な地平線II
第1回 話 し合い
「これ か らの方 向
性 について」
合意形成の手法
第2回 話 し合い
「自 らの手で どん
な方向に、 どん な
手段 で何 に取 り組
んでい くか」
第3回 話 し合い
「各団体がこれま
でに実施 してきた
ことの確認」
第1回 視 察 「ま
ちを知 ろ う①」
第4回 話 し合い
「ま ち を知 ろ う
②」
第5回 話 し合 い
「どんなグル ープ
で、市民活動 を」
第6回 話 し合い
学習の内容
①町長か ら講座 の趣 旨を
聞く。
②町に対す る夢をま とめ
る。
講 演 『自分 を変 える こと、
ま ちをか える こと』
講演 『ま ちづ くりの現在 、
21世紀の新 たな方向性 』
ま ちづ く りワー ク シ ョ ッ
プ 『ぼ く らの トンボ池』
どの よ うに講座 に取 り組
んでい くか 、話 し合 う。
① まちづ くりの視点を持
つ技法研修
②合意形成の手法 につい
て
講 座 に参 加 す る ミッシ ョ
ンを明確 にす る。
種 々の団体が これまでに
活動 してきた 目的、内容を
振 り返 り調査す る。
町の施設 に行 き、現状 を見
る。
町の施設等 にどういった
ことが活動 として可能か
話 し合 う。
どういった市民活動 を ど
んなグループで進めるか
話 し合 う。
次年度 に向 けて、ミッシ ョ
ン と方向性 を確認す る。
学習の方法
○講話 を聞 く
○ ワー クシ ョップ
○講演を聞 く
○講演を聞く
○講演 を聞 く
○ ワー クシ ョップ
○話 し合い活動
○技法研修
○話 し合い活動
○調査活動
○現地視察
○話 し合い活動
○話 し合い活動
○ ワー クシ ョップ
○話 し合い活動
○ ワー クシ ョップ
学習支援者等
教育事務所
社会教育主事
大学教授
大学教授
大学教授
大学教授
教育事務所
社会教育主事
教育事務所
社会教育主事
備考
町長 ・
教 育長
の出席
町施設
の視察
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7学 習展開計画
第1回
学習目標
学習テーマ 町長 に夢を語 ろう
まちについて、自分の生活 について振 り返る。
これか らのまち、自分の活動の方向性 について、模索する。
準備する もの
・付箋 ・ワー クシー ト
・飲み物
会場
・5人か6人 のグループの席を、4つ
・来賓席に、町長、教育長(た だし、来賓席という姫
囲気にな らないよう留意)
留意点 ・会議形式ではな く、自由な雰囲気で話ができるレイアウ ト
・飲み物、携帯電話、 トイ レ等も自由に取れる約束事をする。
塵 玉]時 間 学習ラi璽=====]留意点および方向性
導 入 15分l
i
i
町長あいさつ ・講話 ①講座を開設するにあたって
②第6次振興計画から
③講座開設の趣旨
④講座到達目標について
展 開 5分
50分
30分
}ア イス ・ブ レー キ ング
i①暇 近、気分 が よか った こと.さ わや カ、だ った こと」
}3つ 書 き 、5人 ぐ ら い と話 す 。
…
自己紹介とこれから
①事前に配布している自己紹介カー ドを参考に町長　
と受講者 に 自己紹 介を する。
i
i②現在持っている 「夢Jを 語る。
夢:「 こんな藤原町になってほしい」
「これか ら取 り組んでいきたいこと。」
「こんな自分 にな りたい。」
まちの こと,地域のこと,子供たちの ことを考えよう
i①2,3グル ー プに分 かれ 、 「藤原 町 に必 要だ と思 う
}こ と」 を付箋 に書き 、グル ー ピング する。
a
I
}②グルーピングされた ものをまとめる.
il視点
=コミュニテ ィの発展 、町の 活性化、
ま
子供たちを育てる 等
留:趣 旨を直接町長に伝え、
参加者 に理解 を深めて も
らう。
行政の言葉ではな く、
市民の言葉 を使って もら
うようにす る。
留:初 対面の参加者 も多
いので、司会者が うち
とけやす い雰囲気 をつ
くるようにする。
留:で き るだけ身近なと
ころか ら出発 した 「課
題」 を挙げて もらう。
次 の活動 につなげる
ための視点 を持って も
らう。
留:参 加者 全員か らの意
見が出 る こと、様 々な
内容が 出るよ うに助言
する。
留:グ ルー ピングの方法、
キー ワー ドの選び方を
援助する。
ふりかえり 10分 町長 に夢を語 ろう
① グループで発表 し、町長に聞いて もらう。
② 町長からひとこともらう。
方:次 回の講座につなげ
るまとめを行う。
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
公民館職員専門講座
「明 るく 住みたい まちづ く り」
島根県松江市竹矢公民館
島根県松江市竹矢公民館 館長 佐々田 昌三
1.何 故 「明る く住みたいまちづ くり」なのか。
(D松 江市 まちづ くりアンケー ト調査か ら
(2)町民 を対象 とした意識調査の実施
2.明 るく 住みたい まちづ くり
◎ 公民館を拠点にした まちつ くリへの取 り組み
福祉 コミュニティの構築
(ふれあい福祉委員会)
生涯スポーツの振興
(総合型スポーツクラブ)
安全 ・安心づ くり
(地域防災組織)
青少年の健全育成
(青少年育成会)
-
明る く住みたい
まちつ くリ
r
生涯学習の推進
(公民館 ・サークル)
各種団体との連携
地域環境づ くり
(生活環境 ・リサイクル)
灘 廻
町内会との連携
3.竹 矢公民館の組織と活動
G)公 民館運営協議会
(2)公民館職員組織
(3)専門部
4.地 域福祉コミュニティの構築
(1)公民館と地区社会福祉協議会
(2)ふれあい福祉委員会
5.ま と め
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4.竹 矢公民館の組織 と活動
① 公民館運営協議会(25名)・ 町内(3)・各団体(10)・館長委嘱(12)
《男15・女10》
② 公民館職員(4名)・ 館長(1)・主任(1)・主事(1)・保健福祉推進員(1)
③ 専門部
総 務 部
文化研修部
女 性 部
高 齢 者 部
成 人 部
幼 年 部
青 少 年 部
市民憲章推進
人権擁護活動
主な活動内容
・代議員会の開催 ・公民館だより発行(毎 月)
・公民館要覧め作成 ・町内会 、各種団体 との連絡、調整
・サークル活動の推進 ・文化祭 の企画、運営
・ふるさとづ くり推進事業 ・史跡 ガイ ド養成事業
・女性ふれあい学級(健 康 、料理 、ボランティア、社会見学)
・文化祭への参加、町内女性代表者会 の開催
・い き い き活 動(健 康 講 座 、体 操 、料 理 、 ボ ラ ンテ ィ ア)
・子 ど も との ふ れ あ い活 動 、 ・ボ ラ ンテ ィ ア活 動
・町民体育祭の開催 ・保健福祉事業(講 座、救急法)
・まちづ くり推進事業 ・ふるさと広場の整備 と活用
・親子ふれあい教室 ・文化祭への参加
・親子読書活動 ・遊 び塾
・子 ど もス ポ ー ツ教 室 ・子 ど もキ ャ ンプ大 会
・ロケ ッ ト大 会 ・ジ ュニ ア リー ダ ー養 成
・ク リーン松江運動 ・市民憲章カルタ取 り大会
・花い っぱい運動 ・ふれあい交流事業
・啓発活動の推進 ・地区同和教育推進協議会との連携
・活動する市民グループとの連携 ・人権学習会
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研 修 ・研 究事 業名
実践 事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
公民館職員専門講座
子 どもの居場所 を地域 で支 える 「アン ビシャス広場 」
福岡県
福岡市青葉公民館 主事 安岡 由雄
子 ど も の 居 場 所 を 地 域 で 支 え る 「ア ン ビ シ ャ ス 広 場 」
1)福岡県について
2)福岡市について
3)福岡市立公民館について
4)青葉公民館について
1)青葉校区について
2)アンビシャス広場とは
巨]青葉アンビシャス広場の現状
*発 足の経緯
*運 営・活動内容
*実 績と成果について
回順調に運営できた背景
*社 会的な要因
*校 区の地域性
*校 区住民の意識
回課題・問題点
*大 人の理解 ・参加者の拡大
*居 場所、ボランティアの確保
*子 ども達の参加(幼 児～青年)
國将来の展望 ・目標
*町 内毎に居場所設置(幼 児～高齢者)
*地 域 リーダーの人材発掘 ・育成
*安 全で住みよい街づ くりに発展
S一
研修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
公民館職員専門講座
自主 グルー プや各種 団体 とのネ ッ トワー ク 「アスネ ッ トね ぎ し」
青森県八戸市立根岸公民館
青森県八戸市立根岸公民館 館長 小笠原 八十美
公民館を中心とした地域づくりの取組
1青 森県八戸市の概要
2八 戸市立根岸公民館の概要
3公 民館を中心とした地域づくりの取組
(1)アスネットねぎしの活動
ア ほたる崎里山づくり
イ 郷土学習資料室の開設
ウ 公民館と一体となり家庭教育学級の開講
(2)効果と課題
4結 び
一9一
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研修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
公民館職員専門講座
「住民参画公民館活動モデル事業」
愛媛県教育委員会
愛媛県教育委員会生涯学習課 成人教育係長 森本 康司
「住民参画公民館活動モデル事業」の取り組みについて
【愛媛県内の公民館】
○本館335館
070市 町村 →69市 町村 →62市 町村 →19市 町(?)
(15年度末)(16年 度始)(17年 度始)
021郡 市公連 → ○○公連?
○組織検討委員会の設置
○公設公営と公設民営の混在
○平成14年度全国公民館研究集会の開催
【愛媛県の公民館活動支援事業】
○公民鯨活動振興費(昭 和26年～)
・県単612千 円
・愛媛県公民館研究大会(県 公連 との共催)
・公民館活動活性化ステップアップセミナー(県 内5ヶ 所 … 管内別研修会)
(～平成14年)
愛媛県公民館研究大会(県内 東中南予 持ち回り)
館長 ・運営審u会 委員研修(1ヶ所 ・年1回)
地区別公民館活動推進協議会(県内5ヶ所… 管内別研修会)
(平成15年)
愛媛県公民館研究大会(県内 東中南予 持ち回り)
公民館職員ステップアップセミナー(国補)
(県内5ヶ所… 管内別研修会)
(平成16年 ～)
愛媛県公民館研究大会(県 内 東中南予 持ち回り)
公民館活動活性化ステップアップセミナー(県 単)
(県内5ケ所… 管内別研修会)
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(事業例)当 該地域が他に誇れる、地域の特色やアイデアを生かしたモデル事業となる公
民館活動を実施する。
活 動 名
公 民館 ネ ッ トワー
ク活動
異世代 ・家庭間
交流活動
人 の輪づ く り活
動
地域課題活動
歴史伝承活動
活 動 内 容
・ 複数の公民館連携クイズラリー
・ シンポジウム、講演など合同の生涯学習講座
など、町内の他の公民館や他市町村の公民館との連携、交流
活動をする 「公民館ネットワーク活動」
・ 小学生町内ホームステイ活動
・ 中 ・高校生と小学生 ・幼児との交流
・ 親の世代と子の世代と祖父母の世代の交流
など 「異世代 ・家庭間交流活動1
・ 石の顔,住民マップづくり
・ 一家族一鉢活動(一 家族で一鉢(プ ランター)に 花を植
え、指定日に全戸が持ち寄る。)
など住民一人一人がかかわる 「まちづ くり活動
・ クリーン大作戦(町 の河原等の不法投棄等を住民の計画
により除去する。)
・ リサイクル即売会(手 作 りや不要品を持ち寄 り、即売会
の開催)
などの環境問題や高齢化対策、人権学習など 「心をむすぶ地
域活動」
・ ふるさと昔話集つくり活動(地域に残る昔話や言い伝え
などをお年より等から聴取 し製本)
・ 地域に伝わる伝統行事や芸能の復活、伝承や郷土料
理などの伝承活動
・ まちの名前の由来や、歴史を聴取し郷土を知る
などの、「まちの歴史ほりおこし活動」
ね ら い
・体験活動等推進体制
の整備
・人々の交流
・様々な学習機会や体
験活動の機会の提供 ・
充実
・人々の交流
・様々な学習機会や体
験活動の機会の提供 ・
充実
・人々の交流
・体験活動等推進体制
の整備
・様々な学習機会や体
験活動の機会の提
供 ・充実
・人々の交流
・体験活動等推進体制
の整備
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馨
野
2生 涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
連携 ・協力 機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
市民が創る市民の志木市 「志木市民委員会」
志木市民委員会
市、市民
志木市民委員会(1期)会 長 望月 泰宏
市民が創る市民の志木市 「志木市民委員会」
① 志木市の行政改革と市民委員会
*志 木市の行政改革
*市 民委員会の位置づけ
*市 長が市民に求めたものは何か
② 第二の市役所 「市民委員会」の発足から予算編成まで
*市 民委員会全体としての活動内容
*予 算編成に向けて心がけたこと
*自 立した市民委員会の活動を実現するために
③ 三位一体の自己改革(市長 ・職員 ・市民)
*簡 素な出発
*市 長の説明責任
*情 報の公開から情報の共有へ
④ 今後の課題
⑤ 私にとっての市民委員会(私が学んだもの)
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研修 ・研 究事業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実 施機関)
連携 ・協力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
市民 と行政 の 「知 ・財 ・役 」 を循環 させ る地域 電子通貨 「ラブズ」
NPO法 人 ラブズサポー トセ ンター
市、NPO法 人
NPO法 人 ラブ ズサポー トセ ンター 代表 渡 辺 敦
1,今 、わた したちが直面 する社 会問題 …
・ 温暖化 とそ の影響
・ マネー システム の問題 と貧富 の差 の拡大
・ 資源 消費の拡大 と資源 の枯渇etc.
⇒ 持続 不可能な社会
⇒社会 システム変 革の必 要性
⇒資源 消費低減の第一 目標は1/4 ,第.二目標 は1/10
2.で は、ど う考えれ ばよ いか
・ 社会全体 を総体 として捉 える
・ 持続可能な めざすべ き社会 のイ メー ジを共有す る
⇒ ビジョンを持 つ
・かながわ の新 アジ ェンダ21か ながわ 一想像 して ご らん2033年のかながわ 一
3.「 ラ ブス 」 は そ の よ う な社 会 を 作 る た め の ま ちづ く りの 道 具
・ ラ ブ ス 「LocalValueExchangeSystem」地 域 の価 値 交 換 の し くみ
・ 基 本 理 念
・ ラブス の しくみ紹 介
・ICカー ド上 の電子 地域通貨(補 助 的紙 幣 も併用)、約
8万人 がICカ ー ドを保有
・イ ンター ネ ッ ト上の 「人」 「もの」 を大 切 に、「ラブ
で ショッ ピング」 のコーナーで情報交 換
・イ ンター ネ ッ ト上で の ラブの譲渡
・多様性 を尊重 す る しくみ
・ 流通実績
・平 成14年 度流 通実績750件 、約60万 ラブ
基本理念1
ラブは文 字通 りLOVE。人 と人 の
「縁」を深め、埋もれたまちの価 値を発
掘し交換することがねらいです。
まちのギブ&テ イクを活発 化するこ
とでお互 いの喜びを発 見しこれ が広が
ることでまちを豊か にしていこうとする
まちづくり活動です。
・認 知度 アンケ ー トで は、認 知進み、 ラブ活用 の機 運高 ま りつ つあ る
・ ラブスで まちは 変わった か?
⇒ まだ まだ、 不十 分0変 わ る芽は出 てきたが …
・ 何故か?経 済が変 わ って いない もっ と大 きな交流 を作 り出す必 要があ る
⇒ 運用 ルール の改 定
⇒ まちづ くりのッール の効果 的な連携が必 要
4.そ もそも地域通 貨を どう捉 えるか
・ そ もそ もお金 とは何 か
・ 地域 通貨 の考 え方
・ いろい ろな タイプ、 マ ップ
・ 地域通 貨 の実 績 ピーナ ッツ、 ガウ、 トロ ン トダ ラー 、 コ ミ ュニ テ ィ ヒー ロー カ ー ド
5.自 立 を志 向す るまちづ くり
・ 総体 として 自立 をめ ざすまちづ く りへの大和 市の挑戦
・ ラブス 人、 もの、 まちを大切 にす る経済循環 づ くり、循環 型社会 づ くり
・ 地域社会 の各構成 組織 の 自立 と効率 的連 携(パ ー トナー シ ップ)
・ 豊かで持 続可能な 地域社 会形 成のた めの教育 システムの あ りかた
以上
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連携 ・協 力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
市 民 と市役 所が協働 してつ くる 「ウェブ シテ ィ さっぽ ろ」
札幌市企画調整局情報化推進部IT推 進課
市 ・市 情報 セ ンター、NPO法 人 、札幌総合情報セ ンター
札幌市企画調整局情報化推進部IT推 進課 岡 未魚子
と市'所 が 務働 してつくる 「ウェブシテ さっぽろ
誕生までを振り返ると
サイ ト運営の考え方
運営委員会 一フラットなサイト運営のために一
サイトの概要
NPOとの協働 一NPO法人シビックメディアー
協働の効果 一市民の目線が生きた事例一
波及効果 一広がりと,あとに続く流れ一
市民情報センター 一地域情報化の中核施設一
市民情報センターを核とする 地域情報化施策の相関図
今後の課題として
おわりに 一地域サイト運営に携わって一
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ム
ア ー マ
事業主体
連携 ・協 力
機関等
市民 と市役所 が協 働 してつ くる 「ウェブシテ ィ
さっぽ ろ」
氏名 岡 未魚子
ウェブシティさっぽろ運営委員会
札幌 市企画調 整局情 報化 推進部(サ イ トの 設置者)
NpO法人 シ ビ ック メデ ィア(取 材 ・編 集 ・運 営)
札 幌総合情報 セ ンタ ー(シ ステム保守)
1事 業 の概要
行政情 報,民 間情報 を問わ ず 「さ っぽろ」 に関する情報 がわか る地域 情報 サイ トを
目指 し,2002年12月12日にオー プ ン。(htt//webcitsaoro'/)
札 幌 に住む 人々が,行 政情 報だ けのサ イ トで もな く商用 目的のサ イ トで もな い,自
分た ちのための 「地域情 報サ イ ト」 を運 営す ることを通 じて,住 み よ い街 を創 る一助
とな る ことを 目指 し,自 分 たちの ため に,自 分 たちが知 りた い ・大 切 と思 う情報 を市
民の 目線 で発信 して いる。
・札 幌市市 民情 報セ ンタ ー とい う地域 の情報発信 の中核施 設 をべ一ス に,こ の よ うな
市民 によ る 「市 民 ジャー ナ リズ ム」と い う活動 と,IT活用の メ リッ トとの融合 によっ
て,市 民生活 を 「よ り便利 に」rよ り豊か に」 して い くことを 目的 と して いる。
2連 携 ・ネ ッ トワー クの 効果
さ っぽ ろとい う地域 で暮 ら し,人 と関わ って生きて いる 当事者で ある,市 民 自 らが
イ ンターネ ッ トサイ トとい うメデ ィアをつ くる担 い手 とな るこ とによ って,客 観 的な
事象 の報道 に重み を置 くプ ロの ジ ャーナ リス トと違 い,「市民 ジャーナ リズム1と い う
活動 を通 じて市民の 目線が 生 きた事例 が生 まれてい る。
運 営委員会 方式で 運営 す る 「ウエブ シテ ィ さっぽろ」 の誕 生 によ り,続 いて 「お も
て な しの心 」で観 光客 を迎 え入 れ る観光情 報提供サ イ ト 「よ う こそ さっ ぽろ」,区内 の
子育 て情報 を育児 中の親 の視点 で まとめたrKA-YELL厚別 区子育 て情報 ペー ジ」な ど,
次 々の規模 の大 きいサ イ トが誕 生 し,互 いに連携 しあい,交 流の ネ ッ トワー ク も広が
って いる。
市役所 内部での認 知度 が高 まる につれ,市 民の立場 にた った情 報提供 に気 を配る職
員 が増加 し,市 の事業担 当職 員が書 いた記 事の提供が増 え てい る。
3連 携 ・ネ ッ トワー クの今後 の課 題
・ 掲 載 コ ンテ ンツや 方法 等 につ いて ,一 般の 利用者の 声を反 映 させ る こと。
・ 市民参 加の しや す さを確保 す るこ と。
4そ の他
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研修 ・研 究事 業名
実践 事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連 携 ・協 力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
NPO法 人 ・行政 ・公 社 による協働事業
(財)足立区生涯学習振興公社
NPO法 人 、NPO活 動支援セ ンター 、子 ども家庭支援 セ ンター、男
女共 同参画 プラザ、生涯学習課 、青少年 セ ンター、生涯 学習セ ンター 、
地域学習セ ンター
足立区生涯学習振興公社学習事業課 課長補佐 森 太一
1は じめに
2特 定非営利活動法人
がくがく
あだち学習支援ボランティア 「楽学の会」について(紹 介)
① 組 織 概 要
MEMO(i)平成8年 公社事業 「生涯学習 ボランテ ィア養成セ ミナー」の修 了生 に
よ り生涯学習ボ ランティア グループ 「楽 学の会」 の結成
平成15年NPO法 人あだち学習支援ボ ランテ ィア 「楽学 の会」設 立
MEMo(ii)16.4現在 正会員79名 賛助会員6名 後援会員3名 顧 問6名
② 主 な 活 動 な ど
MEMO(111)公社主催事業 の準備 ・受付 ・司会 ・運営 ・片付 け、 自主事業 ・協働事業の
企画 ・提供、学習情報提供
MEMO(iv)◎会費収入 中心、経費的な支援 無 し、会u室 も有料使用
◎ 「関係機関か らの」事業助成金、委託事業等 か ら
◎ ボランテ ィアの活動 は原則無償
3本 協 働 事 業 につ いて
① 事 業 の 背 景 ・経 緯
② ボ ラ ンテ ィア活 動 の支援 ⇒活 動 の 広 が り⇒ 協 働 事 業 へ
③ 様 々 な 連 携 ・ネ ッ トワー ク ・協 働 の ス タ イル
4事 業を実施 して 一成果と課題一
5終 わ りに
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テーマ
事業主体
連携 ・協
力機関等
NPO法人 ・行政 ・公社 に よる協働事業 氏名 森 太 一
がくが く
NPO法人あだち学習支援ボランティア 「楽学の会」
(財)足立区生涯学習振興公社 ・足立区教育委員会
が くが く
(NPO法人):NPO法人あだ ち学習支援 ボラ ンテ ィア 「楽 学 の会」
(行政):子 ども家庭支援 セ ンター ・男女共同参画 プラザ ・NPO活動支援 セ ンター
生涯学習課 ・青 少年 セ ンター
(公社):生 涯学習 セ ンター ・竹 の塚地域学習センター ・梅 田地域学習セ ンター
1事 業の概要
足立区では、区民の 多様な学習ニ ーズに対応す るため、区民 ・ボ ランテ ィアやNPO、高等教育
機関、民間企 業等 との協働 ・連携 によ る多様 な学習事業 を展開 してきた。
厳 しい財政 状況の中で、出来るだけ少な い人的 ・経費的コス トで、 多様 な学習機会 ・学 習事業
の質と量 を どう確保 ・拡充 してい くか とい う課題への取 り組みで もあ った。
当初の公 社や教 育委 員会か らのNPO法人 あだち学習支援ボランテ ィア 「楽学 の会」への支援は、
やがて学習 支援NPOの活動 と しての 「行政 ・公社 との連携 ・協働」事 業へ と進化 していった。
柔 軟で多様 な連携 ・協 働のスタイル を取 りなが ら展 開されたfNPO一公社一行政 との協働」事
業は、区民 に多様 な学習機会を提供 し、か つ協働機関 それぞれ に 「協働 メ リッ ト」をもた ら した。
(参考)「≡座企画、講師選定 ・依頼、 会塚 備、受付、司会、講 師1、 をNPOが行 うと
した上 で、実際 に行 った協働 スタイルパ ター ン
協働 ス タイルA
(NPO一公社)
協働 ス タイルB
(NPO一公社)
協働 ス タイルG
(NPO一行政)
協 働ス タイルD
(NPO一行政一公社)
が くが く
「楽 学 の会」
講師 謝金(全 額)
広報チラ シ ・HP
広報チ ラシ ・HP
広報チ ラシ ・HP
講師謝金(1/3)
広報チ ラシ ・HP
公社
公社広報紙
会場
講師謝金(全額)
公社広報紙 ・会場
公社広報紙
講師謝金(1/3)
公社広報紙 ・会場
行政(教 委 ・首長部局)
講師謝金 く全額)
会場 ・区広報
講師謝金(1/3)
2連 携 ・ネ ッ トワー クの効果
(1)地 域の学習事業 を地域住民 が行政 と共に創 り上 げることが可能 な こと、その事業効果 が高
いこ と、以降の活動や協働事 業の可能性 に期待で きること等 を検証す る ことができた。特
に住民 との協働事業の成果 と実績 が、従来 の事業手法や感覚な どについて、職 員の意識改
革 を進 めるよい契機 となった。
(2)公 社 ・行政 は、少 ない人的 ・経費的 コス トで、 しかも住 民参画 に よる学習機会 を区民 に提
供す る ことができた。NPOもまた通常 よ りも低 いコス トで事業 を実施 す ることができた。
(3)「 学習支援NPO」の存在 ・活動 を地域 や行政内に周知す る結果 とな り、 かつNPO法 人の
活動領域 が広 が るなど、(お金 のかか らな い)NPO活動支援 にな った。
3連 携 ・ネ ッ トワー ク事業の課題
(1)連 携す るNPO側の 「連携 メ リッ ト」の拡充 ・NPO活動へ の支援 内容
(2)行 政 ・公社 ・NPOの「単独事業」 と 「連携事業」の調整、及 び全 区的展 開
(3)職 員 の意識改革、及び これ までの事業手法の転換
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連携 ・協力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
子育てネ ッ トワー クと公民館 との協働活動
NPO法 人新座子 育てネ ッ トワー ク
市教育委員会 ・健康福祉部、県教育委員会 ・健康福祉部、大学、
国立女性教育会館、文部科学省、厚生労働省
NPO法人新座子育てネットワーク 代表 坂本 純子
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
NPO法人新座子育てネ ッ トワークの背景
社会教育施設を拠点 とする様 々な活動 と事業の広が り
公民館 を拠点に成長す る子育てネ ッ トワーク
教育行政における最近の家庭教育支援の動き
平成16年 度
「家庭教育支援のための行政 と子育て支援団体 との連携促進 について」報告書
http://www.mext.go.in/hmenu/houdou/l6/03/0404120Lhtm
子育てネ ッ トワー クとの連携に当たっての4つ のポイン ト
1)親 の主体的な 「学び」 と 「育ち」を支援
2)自 立 した協力関係
3)「 個人のつなが り」 とともに 「組織 のっなが り」へ
4)行 政内部の連携強化
次世代育成支援地域行動計画
〈参考文献 〉
ホームペー ジ
NPO法 人 新 座 子 育 て ネ ッ トワ ー クhttp:〃homepage2.nifty.com/niizanet/
坂 本 純 子 事 務 所htt:〃home〕ae3.nift・com/i-sahamoto/index.html
国 立 女 性 教 育 会 館:子 育 て ネ ソ トワー クデ ー タベ ー ス
http:〃winet.nwec.jp/kosodate!illdex.html
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■テーマ 子 育てネッ トワークと公民館 との協働活動
■氏名 坂本純子
■事業主体NPO法 人新座子育てネッ トワーク
■連携 ・協力機関な ど
新座市教育委員会、新座市健康福祉部、十文字学園女子大学、埼玉県教育委員会、
埼玉県健康福祉部、国立女性教育会館、文部科学省、厚生労働省
■1事業の概要
子育てサ ロン ・ステップサ ロン
お母 さんのは あとタイム
家庭教育学習講座の企画実施
フェスティバル
通信 ・ホームページ
子育てサポーター育成 ・研修 ・活動
行政 との連携
共 同研究、委員会活動(次 世代育成行動計画策定委員会ほか)、
子育て支援セ ンターの運営2ヶ 所
■2連携 ・ネ ッ トワークの効果
事業の広が りと発展、協働の機会の増加、
地域の家庭教育 ・子育て支援の意識の醸成、
ボランティアの広がりと学習機会の増加、団体の成長
ボ ランテ ィア自身の子育て支援 、ボランティアのキャリア形成 な ど
■3.連携 ・ネ ッ トワー クの今後の課題
子育て支援セ ンターの運営委託な ど、ボランティアを超えた専門集団としての期
待が高まってお り、それに応えて いくための努力が求め られています。
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研 修 ・研 究 事 業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連 携 ・協 力 機 関 等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
NPO法 人による図書館業務支援
NPO法 人 「ふ くろ うの森 」
市 ・市教育委員会 、市立図書館
NPO法 人 「ふ くろ うの森」 理事長 板東 武
テ ーマ
事業主体
連携 ・協力
機関等
NPO法 人による図書館業務支援 氏名 板 東 武
NPO法 人 「ふ くろうの森」
鳴門市,鳴門市教育委員会,鳴門市立図書館
1.事業の概要
(1)NPO法 人 「ふくろうの森」は、2003年5月 鳴門市立図書館を拠点に
活動しているボランティアグループが、一つになってさらに大きな活動をす
ると共に、市立図書館の諸活動を支援するために設立した。
(2)設 立後6か 月を経過 した時点で、鳴門市 ・鳴門市教育委員会から図書館業
務の委託要請を受ける。法人として検討を重ね、2004年4月 から 「カウ
ンター業務支援」 「移動図書館業務支圭琴」 「図書館行事支援」 「京文庫 ・調
査研究室管理支援」 「その他図書館業務支援」を1年 間の試行として受託。
(3)1年 間の試行の成果と反省に立ち、2005年 か らは受託業務を継続する
ことにし、現在会員一体となって取 り組んでいる。
2.連 携 ・ネ ッ トワークの効果 '
喉.`
(1)鳴 門市行政とNPO法 人 「ふくろうの森」の連携は多くの市民から賛同を
得ることができた。
(2)き びしい行財政ではあるが、行政の努力とNPO法 人 との努力で、鳴門市
立図書館の活性化がかな り図られつつあると考える。
3.連携 ・ネ ットワークの今後の課題
(1)行 政とNPO法 人との連携をさらに深めるための方法の改善
(2)他 のNPO法 人とNPO法 人 「ふくろうの森」の連携によって、さらに
広が りのある支援への取 り組み
4.そ の 他
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ふくろうの森資料]
特定非営利活動法人 「ふくろ うの森」 設立の経緯
1.設立趣 旨 鳴門市立図書館のボランティアとして「モモの会」が誕生
して、9年 が過ぎようとしている。その間、図書館での本の
読み聞かせ を中心にボランテ ィア活動 をし、乳幼児から小学
生までの読書活動に多大な貢献 をしてきた。
来年から学校週5日 制完全実施 となる。 この際、図書館
ボランテ ィア活動 をより一層充実、拡大 し、赤ちゃんか ら
高齢者までの読書活動の振興 と、文化の向上を日指 し、特定
非営利活動法人を設立することとした。
(平成13年12.月2日 、設立総会)
2.認証までの経過
平成4年10月
平成13年8月
9角
10月
11月
12月
平成14年2月
3月
モモの会誕生。第2土 曜日おはなしたいむの活動を開始。
鳴門市市民福祉部生活振興課(6日)、徳島県県民環境部環境
政策課(17日)にて特定非営利活動法人についての説明を受
け、申請の準備開始
設立準備委員の選出。
第1回 「鳴門市立図書館活動ボランティアを促進する
NPO法人」設立準備会
第2回 設立準備会にて、特定非営利活動法人「ふくろうの森」
と名称案決定。会員募集要項作成
設立総会準備会
特定非営利活動法人 「ふくろうの森」設立総会(2日)
県へ設立認証の申請。(7日)
県より認証される。(27日)
法務局へ法人登記の申請。
登記完了。(14日〉
設立登記完了を県へ届け出る(15日)
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連 携 ・協力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
中 ・高 ・大連携 「チャ レンジー ものづ く り教 育」推進 事業
千葉県立東総工業高等学校
中学校、高等学校 、大学、県教育委員会
千葉県立東総工業高等学校 教頭 菱木 勝平
1本 校の概要
2こ れ までの取組 状 況等
3も のづ くり教育(中 ・高 ・大連 一貫連携)携 推進事 業 の概要
(1)「 目指せスペシャリスト」推進の構想図
(2)チ ャレンジ もーのづ くり教育推進事業の構想図
(3)「 工業高校ものづくり教育出前授業」
(4)「 中学生ものづくり面白体験講座」
(5)「 工業大学出前授業」
4予 測 され る事 業 の効 果
5本 事業 の実施の効 果
6今 後の本 事業の 方 向性(予 定)
(1)チ ャレンジーものづくり教育(小 ・中・高 ・大相互連携)推進事業の構想
(2)子 どもものづくり科学教室
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テ ー マ
事業主体
連携 ・協
力機関等
中 ・高 ・大連携チャ レンジ もーのづ く り教育推
進事業
氏名 千葉県立東総工業
高等学校
菱木 勝平
千葉県教育委員会さわやか高等学校推進事業
運動参加団体:中 学校(旭 市立第一中学校 ・旭市立第二 中学校)、
高等学校(本 校)
大学(日 本工業大学)
行 政:千 葉県教育委員会県立高等学校改革推進課
1事 業 の概要
「ものづ く り基盤 技術 振興 法」に基づ き、小 ・中 ・高 ・大 が連携 し初等教 育
か ら一 貫 した 「ものづ く り教育」 を強力 に推進す るこ とに よ り、科 学技術 立国
日本 、及 び 工業県 としての千葉 県の次 代の地域 に貢献す る優 秀 な中核 技術者 の
養成 を 目指す。
(1)工業 高校 ものづ く り教育 出前授業
工業 高校生 が 自 らの技術 ・技能 を生か して先 生 とな り、近隣 の 中学校 に出
向き 「ものづ くり体験学習 」の指導 をす る。
(2)中学生 ものづ くり面 白科学体験講座
将来の科学技術者 を目指す 目的意識 の明確 な小 ・中学生を対象 に、大学の教員
を講獅 とした 「ものづ くり体験講座 」を行 う。
(3)工業大学出前授業
2連 携 ・ネ ッ トワー クの効果
(1)「中 ・高 ・大連携推進協議会」で積極的に交流促進 ・協議す ることによ り高等
学校関係者 と大学関係者 、及び中学校関係者 の交流を促進 し、相互理解 を図 り、
円滑な中等教育 ・高等教育への円滑な接続 と工業教育の活性化に寄与 している。
(2)中学校 と工業高等学校 が連携 し、ものづ くり教育を推進す ることによ り、 もの
づ くりの楽 しさを体得 し、工業高校の専門的な学習内容 を理解することによ り将
来の進路選択の一助 となった。
(2)将来の科学技術者 を目指す中学生を対象に、大学の教員が 「面 白科学体験講座 」
を実施 し、実際に ものづ くりに触れることに より、科学への興味 ・関心を喚起 さ
せ ることができた。
(3)高校 生が大学の教員 による出張講義に参加す ることによ り、大学の授業内容を
理解 し、今後 の高等教育への 円滑な接続 を図る とともに、学習意欲 の動機付け と
なった。
3今 後 の課題
(1)次年度に向けて、将来の科学技術者 とな りたい子 ども達(小 学生)を 対象に
ものづ く り体験講座 を開催 し、小 ・中 ・高 ・大相互連携 して学校種 を超 えた交
流 を促 進 していきたい。
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連携 ・協 力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
い きいき と した地域 の健康づ く りシステム
筑波大学
大学 、企 業、市町村
筑波大学COE研 究員 村上 晴香
我々は、平成8年 より茨城県太洋村との健康増進プロジェク トを立ち上げた。
このプロジェク トは、
1)高齢者の大部分にあたる介護や援助を必要としない層の健康増進に着手する。
2)「寝たきり」の原因の約半数を占める脳卒中の予防と、転倒 ・骨折の予防法の開発
3)科学的に確認された健康度のガイドラインに基づく評価の実施
4)転倒 ・骨折による 「寝たきり」予防のための筋カトレーニングの効果の確認
5)地方自治体で実際に活用されるシステムの作成
6)大洋村でのサクセスス トー リーを作り、それの全国発信
とい った観点で進められてきた。そ して、その結果、高齢者のための生活機能
の観点か らのガイ ドラインの策定、生活機能を維持 ・向上するための具体的な
運動プログラムの策定、医療費の削減効果、などのいくつかの成果を得ること
ができた。本発表では、これ らの研究の成果について報告する。
さらに、これら太洋村プロジェク トの研究から抽出された課題である、地域
における個別化された運動プログラム提供システム構築の必要性 に対 して、こ
れ らの課題の解決および今後の背策の方向性を示すため、現在行っている 「地
域 におけるe-healthシステム」について紹介する。このe-healthシステムと
は、地域においてlTを利用 した双方向による健康 ・体力つくり支援システムの
ことである。このシステムを構築するため、我々は現在、自治体(大 洋村、小
鹿野町、つくば市)や 企業(コ ンビ、オムロン等)と 連携 し、現在研究を進め
ているところである。また、これ ら研究成果を全国に発信するため、平成14年
に大学発のベンチャー企業、(株)つ くばウエルネスリサーチが設立され、現在
全国20市町村と共同事業を立ち上げ、成果を挙げている。
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テーマ:い きいきとした地域 の健康づ くりシステム
氏名:村 上晴香
事業主体:筑 波大学体育科学系
連携 ・協力機関等:筑 波大学、早稲 田大学、日本女子体育大学、福岡大学、昭和大学
つ くばウエルネス リサーチ(TWR)、コンビ、オムロン、大塚製薬
各 自治体(大 洋村、小鹿野町、つくば市)
1事 業の概要
地 域 にお けるfITを 利 用 した 双 方 向 による健 康 ・体 力 つ く り支 援 シ ステ
ム:e-healthシス テ ム 」 を 、 自治 体(大 洋 村、小 鹿 野 町 、 つ くば 市)と 企業
(コン ビ、 オ ム ロン等)と の連 携 によ り行 って いる。
2連 携 ・ネットワークの効果
我々は、平成8年 より茨城県太洋村との健康増進プロジェク トを立ち上
げ、その結果、高齢者のための生活機能の観点からのガイ ドラインの策定、
生活機能を維持 ・向上するための具体的な運動プログラムの策定、医療費の
削減効果、などのいくつかの成果を得ることができた。また、その結果を基
に、現在、いくつかの自治体においてe-healthシステムを利用 した健康 ・
体力づくりを進めている。
3連 携 ・ネットワークの今後の課題
現在進めているe-healthシステムにおいて、さらに改良を加え、利用者
が、よ り効率よく効果を挙げることが出来、さらに、利用者や 自治体にとっ
て、利便性のあるシステムにしていくことが必要であろう。
4そ の他
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
連携 ・協力機 関等
発 表 者
生涯学習機関等の連携に関する実践研究交流会
地域 で育て よ うす ごや かな子 ども 「い きい き学生 ボラ ンテ ィア」
小平市教育委員会
大学、市教育委員会 、社 会福祉 協議 会 、ボ ランテ ィアセ ンター等
小平市教育委員会学校教育部指導課 指導主事 大野 正人
事業主体
連携 ・協
力機関等
小平市教育委員会学校教育部指導課、市立小学校19校、中学校8校
大学:東 京学芸大学、津 田塾大学、文化女子大学、武蔵野美術大学 等
他機関:小 金井市教育委員会、国分寺市教育委員会、社会教育部社会教育課
小平市社会福祉協議会、東京ボランティァ ・市民活動センター 等
1事 業の概要
「地域で育てよう す ごやかな子 ども1を 基本理念に、教育課程の移行期である平成12年
5月か ら、上記の近隣大学の学生や市内に在住する学生、並びに教育実習で訪れる学生 に呼
びかけ、学生 ボランティアによる学校支援 を開始 した。開かれた特色ある学校づく りを推進
する一環 として実施 し、活動内容は、各教科、総合的な学習の時間等の授業、クラブ ・部活
動、運動会や遠足などの行事、介助、安全巡視、図書指導等の支援活動である。
2連 携 ・ネ ッ トワークの効果
ω 地域の教育力の活用 による開かれた学校づ くりの推進 ・支援
② 専門性の高 い人材の導入 ・活用と育成
〔3}ボランテ ィア応募者の安定的な確保(東 京学芸大学と小金井、国分寺、小平市の地域連携
協定)
3そ の他
(1)東京都地域 サポー トネ ッ ト事業 小平市の事例紹介(リ ーフレッ ト参照)
{2)社会人ボラ ンテ ィア(保 護者、社会福祉協議会、企業等)の 実績紹介
(3)シニア ・シルバーボ ランテ ィア(高 齢者福祉課、高齢クラブ等)の 事例紹介
4連 携 ・ネ ッ トワークの今後の課題
(1)学生の派遣時間の向上 ・活性化
〔2}学校の学生並びに学校支援ボラ ンテ ィアの積極的な導入 ・啓発
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3博 物館職員講習
研修 ・研 究事業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
博物館職員講習
博物館における情報提供と活用の方法 ・情報提供の実際
神戸大学
神戸大学 非常勤講師 佐藤 優香
■ミュー ジアム・リテラシーの育成
学校教育 におけるあらたな博 物館利 用をめざして
1.「学校 」にとっての博 物館
・ 総合 的な学習の時 間の導入
・ 教師 にとっての博物館イメージ
・ 遠 足における博物館利用
2.アウトリー チ教材 がつなぐもの
・ 民族学学習キット「みんぱっく」の開発
・ 「みんぱっく」の利用状況
3.子 どもがつくる展示論
・ フォーラムとしての博 物館
・ 博物館 における三つの立場
調査し展示する→博物館スタッフ(学芸員)
調査され展示される→表象の対象
展示を鑑賞する→観客
・ワークショップ「ふでばこてん らん会」
博物館における三つの立場を「ふでばこ」の調査、展示を通して理解する
展示物、展示空聞の持つ物語(情報、メッセージ)に気付き
自らの展示論、博物館論を子ども自らが創る
4.博 物 館 機 能 を理 解 す ること
・ 博物館を使いこなすカ ー ミュージアム・リテラシー
・ 博物館 一 様 々なメディアの集合 体(展示物
、展示空間、映像 、音響etc.)
・ 情報を読み解く力、情報を発信するカ
5.新 しい学びの発信 一第三の学びの場
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研修 ・研 究 事業名
実践 事例 名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
博物館職員講習
博物館における情報提供と活用の方法 ・情報提供の実際
東海大学海洋科学博物館
東海大学海洋科学博物館学芸課 課長補佐 柴 正博
1.博 物館の情報とその提供
■博物館は「蔵」
博物館は、ある「もの」についての研究・教育の資料が集積する場であり、その情報を管理し、公開する役割を
もちます。
博物館での情報は、収蔵資料 ・収集情報の登録管理、関連情報や展示解説、教育行事の予定や企画情報、
参加者や友の会やボランティアの人的情報などさまざまあります。
情報管理とその提供については、デジタルデータをコンピュータによって管理し、展示や書籍等およびWeb
ページでも提供できます。
■情報を誰に提供するのか
博物館のHeavyUserは実は学芸員 自身です。そして、博物館の情報は博物館活動にとって、学芸員 自身
の情報共有化のためにも必要です。
博物館 はだれのためにあるのでしょうか。博物館 は現在や未来のために資料を保存し、それを利用する人た
ちのために存在 します。したがって、より多くの人に博物館の情報を利用してもらう必要があります。それと同時
に、その必要性を維持し、さらに広げていかなくてはなりません。
凹情報をどのように提供するのか
博物館では、資料の情報の特性やその用途 に応 じて情報 を整理し作成 して、管理 します。そして、情報をデ
ジタルデータ化して、再利用できる形に整備し、管理します。それらのデータはできれば、だれでも、どこでも利
用できるように提供することが必要です。具体的には、展示や、書籍等およびWebページという媒体で提供でき
るようにします。
博物館の情報源は学芸員です。したがって、博物館とその情報が利用されるかは博物館の中の人、すなわち
学芸員の資料研究と情報提供にかかっています。
2.博 物館でのデータ管理 とインターネッ ト利用
■博物館は研究や教育の資料 が集積する場
博物館 は情報が集積する場所であることから、その情報を集積させそれを利用するひとつの流れをつくる必要
があります。そのためには情報をデジタルデータ化して、再利用できる形に整備し、複数のパソコンで利用でき
るネットワーク情報システムを利用することを勧めます。
博物館の情報管理の特殊性として、画一的な情報システムでは対応できないのが現状です。そのために、博
物館で働 く学芸員や職員 が自分たちで情報システムを作ることが、その博物館 に一番あった情報システムをつ
くり出す早道です。
■コンピュータとファイル作成
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コンピュータは計算機でもありますが、むしろ書類(ファイル)を作成、収蔵して、それらを再利用するための鉛
筆と書類棚といった文房具です。そのため、鉛筆やファイルの取り扱いに慣れる必要があります。ファイル名を
つけるときは、Default(怠慢 、初期値)にしないできちんと正しいファイル名をっけましょう。ファイル名は、英数
半:角8文字が基本です。漢字を使っても簡素に長くならず、また記号やOは 使:わないでください。
また、ファイルのしまい方としては、ファイルを再利用したり、バックアップしやすい形でディレクトリー により整理
されたフォルダに収納してください。内容で分類することは曖昧さを増やすことになり、むしろ時系列での分類を
お勧めします。
■データベース
蓄積されるデータとその再利用と管理 には、ファイリングとデータベースという方法が用いられます。一般 にデ
ータベースと言われている市販ソフトはファイリングにあたります。
優れたデータベースとは、データ件数が多く頻繁にデータが追加 ・更新されるものです。使うまでに技術的に
高い垣根を越えなくてならないファイリング・ソフトでは、だれでも気軽 に利用できず、目的を達成しにくいことに
なります。
データの作成 ・追加がワープロでできるテキストファイルを利用したデータの集積や データベース的利用を勧
めます。まず は、身近で発生する文章をデジタルデータとして集積すること、すなわちアーカイブスの考えを徹
底することが重要です。
3.WWW
■ホームペ ージとはWebサ イトのtoppageのこと
インター ネットとは、世 界 中 に広 がった物 理 的ネットワークであり、WWW(WorldWideWeb)はそれ を利 用 し
た通信 手段 の 中でハイパ ーテキストを実現 したシステムを言います。
いわゆるホームペー ジであるWebペ ージは、WWW上 にあるHTM:L(HyperTextMarkupLanguage)言
語で書かれ たファイル のことです 。いまや 、インターネットは世界 の通信手 段 の主要なもの となり、コンピュータや
携帯 電話 はコミュニケーションの道 具としてのインターネットの端末 となりました。
■Webペ ージの しくみ
HTMLフ ァイルは以 下のように、タグ(コマンド)中にテキストと画像 などのリンクを配 置 したもの にほかなりませ
ん。したがっZ、HTMLフ ァイルをっ くるためには、文章(テキスト)と画像(イメー ジ)が必要 です 。
<html>
<head>
<title>タイトル<1title>
</head>
<body>
<p>文章<1p>
〈IMGsrc="画像 ファイル 名"〉
〈Ahref=="リンク先URL"〉<!A>
</body>
</html>
HTMLフ ァイルをっ くっただ けでは 、Webペ ージを公 開したことにはな りませ ん。専用 フォルダ に作成 した
HTMLファイルをftp(FileTransportprogram)で、インターネットに接 続 したWebサ ーバ に転送 して完 了で
す。
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■Webサーバの利用
現在、Webサー バのシステム維持とハッキングなどに対する安全性確保は重要で、それができる管理能力が
なければ、レンタルサーバの利用を勧めます。
■Webページの利用
現在、Webペー ジは以下のようないろいろなことに広く利用されています。
ネットサーフィン:Webで気ままにリンクをたどり、いろいろなサイトを見て回り、新しい情報に出会う。
探す ・調べる:手軽にWebページの検索をして、自分の探している情報を手に入れる。すなわち、Database
searchtoo1としての利用。
予約や買い物:簡単に予約、何でも買える、対話できる。Interactivetoolとしての利用。
Webページの本質とは、実は世界的で巨大なデータベースだったのです。ほとんどの人はそれをデーダース
とは気づかないで利用しています。
■博物館でのWebページの作成
Webページの素材 、すなわちワープロ文章(テキストデータ)と写真(画像データ)のデジタルデータは、仕事
の中にあり、それを利用できます。HTMLファイルの作成は、HTMLが書ける人材があれば可能です。そして、
各管理部署が相:互に連携して、素材が利用できるシステムが必要です。そして、個性のあるWebペ ージをつく
り、学芸員の顔の見える博物館 になることを期待しますO
HTMLファイルの作成やWebの利用にっいては、Web上にある情報を利用し、Web空間から学んで個人の
スキルをあげることもできます。そのためにも、インターネットを利用でき、LAN環境がある館内システムの整備
が必要です。根本的には、館 内でのWebペ ージの必要性 に対する理解とコンピュータシステムの導入の意思
決定がされなければ、困難がつきまといます。
■Webページの活用と作成業務の確保
現 実の問題点としては、Webペー ジの業務に携われば、職員が二重の仕事を背負いこむことになります。また、
ウィルスやハッキングなどの頻繁な攻撃 に対して個人で対応するセキュリティー管理には限界があり、Webサイト
の組織 的な管理も必要です。
したがって、Web利用については、博物館で業務のひとっときちんと位置付け、Web利用を前提とした新たな
博物館体制の積極的な整備が必要です。インターネットを利用した新たな博物館活動の目的と試行のためには、
それなりの新たな投資が必要です。
■博物館のWebページの現状
WWWが 一般的なメディアになったために、重要な広報手段です。ネットはチラシに勝つ場面もあります。
博物館のWebサイトの所在はさまざまで、独 自運用サイトで運用しているところもありますが、上部組織や関連
組織 のサイトや他組織のサイトに依存しているところもあります。
Webページの内容でも、施設紹介や展示内容紹介だけで、ほとんど更新されなかったり、問い合わせができ
ないところもあります。これでは、アクティブでなく魅力的でないため、見に来る人もなくなります。また、博物館の
データベースが、公開されているところはそれほど多くありません。
博物館 に来たい人と思っている人 に対して、アクセスや展示 内容などの情報提供が不十分な場合も多く見ら
れます。すでに現在、Webペー ジは社会的認知の点ですでに不可欠なものであり、博物館のWebページを充
実させることは博物館の経営や教育活動のひとっの重要な仕事になっています。
■博物館のWebページとは
博物館 におけるWebペー ジとは、媒体をかえた博物館活動であり、バーチャル(実質的な仮想)博物館です。
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インターラクティブ に、リファレンス対 応などや 新 しい形 態 の教育 活動の場 とするべきです。したがって、単なるパ
ンフレットを電 子 化 したものは捨 てられ ます。また、Webペ ー ジは現実 の博 物館 の鏡 です。Webペ ー ジはその
組織や個 人の本 質(実質)が 出る媒体でもあります。活 動 が停 滞 していれ ば、ペー ジ更新 は少 なくなります。
博 物館 の電子 情報 化 という点でも、Webペ ージの果 たす役割 は大きいと思います。情報 が電 子情報 化されて
いなけれ ば 、Webページに掲載 され ませ ん。
博物館 のドメインや 活 動を見直 し、新 しい次の世 代の博 物館 活動 のためのシステム設 計 が今 必要 です。
■Webサイト作 成 の留意 点
以下の点をチ ェック項 目として、Webサイトをみてみ ましょう。
□博物館 のメッセージや ドメインは 明確 化 され ているか。
□来訪者 に必要 な情 報 が提供 され ているか。
□だれ にでも見やす いペ ージになっているか。
□博物館 に対 す る新たなニーズが形成 されているか。
[コ来訪者 に即 時 対応 できる活動 と体制 があるか。
□独 自の意 味 ある収集 活動 と情 報発信 ができているか。
■Webサイトの 実際
東海大 学社 会 教 育センターhttp:〃www.muse・tokai.jp/
東海大学海 洋 科 学博 物館http:〃www.umi.muse-tokai.jp/
東海大学 自然 史博 物 館http:〃www.sizen.muse-tokai.jp/
DinoClubhttp://www.dino.orjp/
4.電子メールの利用
■電子メールは情報ツール
電子メー ルはコミュニケーションの重要なツールとして活用できます。特に、メー リングリスト(ML)は、人的ネッ
トワークを支えるコミュニケーション媒体として作用します。 電子メー ルを利用することは、コンピュータに慣れた
り、情報システムの理解につながります。ただし、セキュリティー 管理とネチケットにっいてはきちんとしましょう。
情報は全員で共有すると組織としての威力を発揮します。その意味で、運用されないシステムは不要です。そ
のためにも、利用する人たちに適した情報システムを提供する必要です。結局、情報提供とは、人と人との間で
行われることであり、どのような手段をとろうと、その意思の交流を円滑にすることが大切です。
5,博物館相互ネ ッ トワークの構築
■ネットワーク上の 日本博物館
各博物館 の分野はちがうので、日本 の文化や科学の総合的な博物館はありません。しかし、日本全国の各博
物館がすべて集まれば総合博物館が可能です。日本全国の各博物館の資料や知識が一般の人たちに利用さ
れることは、博物館人として誇りに思います。
多くの博物館が独 自に情報を整理して、Webペー ジなどを利用して、ネットワークに参加する博物館相互のネ
ットワークがあれ ば、WWW上 に総合博物館をっくることができるかもしれません。
そのためには、各博物館が独 自に収蔵 資料のデータベース化や、電子情報通信(テレコミュニケーション)の
環境整備、Webペー ジの公開を進める努力が必要です。
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
博物館職員講習
博物館における教育普及活動の意義と方法 ・教育普及活動の方法
日本科学未来館
日本科学未来館 科学技術スペシャリス ト 新井 真由美
講義概要:
日本科学未来館は2001年7月に東京お台場にオー プンした最先端 の科学技術の情報発信拠
点である。展示の4テ ーマは国の重点科学技術4領 域に沿い 「生命の科学 と人間」 「技術革
新 と未来」 「情 報科学技術と社会」 「地球環境 とフロンティア」である。展示の対象は中学
生 ・高校生である。また、建物内には研究開発ゾー ンがあり、「相 田ナ ノプロジェク ト」や
「柳 沢オーファン受容体プロジェク ト」 など最先端の研究室が隣接 している。 この研究棟
ツアーをボ ランティアが毎週土曜日に開催 して いる。当館には、「見て もらうのはものより
人です」 「分かち合いたいのは心からの共鳴です」「ボランティアのカを結集 させ、人 と一
緒に成長 します」rコミュニケーションとネ ッ トワークづ くりも私たちの仕事 です。」「来て
もらう場があ りますが、出かけていく場 もあります」 といったコンセプ トがある。最先端の
科学技術、研 究を扱っているため、一見、展示類は高度な印象を受 ける。 しか し、最先端
の研究内容 と一般の来館者 をつな ぐ、 ヒ トの存在 によ り解決す ることができる。 この ヒト
は、サイエ ンスコミュニケーターの役割 を担って いる。展示を製作する段階で研究者か ら
最新の トピックスや研究の面白さを引き出す 「ヒト」が科学技術スペシャリス トと呼ばれ
る職員。その展示を展示場で来館者にわか りやす く伝える職員が、展示解説員(イ ンター
プリター)。そ して、もっと来館者に近 い立場で接するヒトがボランティアである。700
名を超える当館のボランティアは高校生～約80歳 まで と様々。10代、20代だけで5割 を
占める。講義では、そのボランティアの役目、職員のボランティアへの接 し方、10を超え
る様々な活動 内容、ボ ランティア同士のネ ッ トワー ク、ボランティアが継続す る魅力的な
活動を映像 を用 いて具体的に紹介する。また、ボランティア自身が企画 ・製作 した ビデオ
も紹介する。 新 しいタイプのボランティア像 を考察 しっつ、今後のミュージアムにおけ
るボランティアのあり方や現在進行中のアウ トリーチ活動について述べる。
【参考文献】
【1]『社会教育』(社会教育施設を核にした市民と行政のコラボレーシ ョン 探訪9
【日本一のボランティア集団をめざす 日本科学未来館])2002年10月号p.86-92
[2]r社会教育』(社会教育施設を核 にした市民 と行政のコラボ レーシ ョン 探訪11
["人博"開 館10周 年 とボ ランティアメッセ2002])2003年1月号p.40・43
[3】『果て しない宇宙で思う未来のこと』毛利 衛(著),林 公代(著)数 研出版
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
博物館職員講習
博物館における教育普及活動の意義と方法 ・教育普及活動の方法
独立行政法人国立美術館国立西洋美術館
独立行政法人国立美術館国立西洋美術館 主任研究官 寺島 洋子
1は じめに
2国 立西洋美術館 のイ ンターンシップ
・経緯 と概要(資 料1:2004募集案内)
32002年 度 教 育 普 及 イ ンター ンの活動
・目的
・活 動 内容(資 料2:Fu nwithCollection2002のチ ラ シ)
ギ ャ ラ リー トー ク
夏季 教 育 普 及 プ ログ ラム の補助
鑑 賞 教材 の 制作 と運営
・鑑 賞 用教 材"び じ ゅつ一 る"
4"び じゆつ一 る"
・制作過 程
・フ ァ ミ リー プ ロ グ ラム の運 営("び じ ゅつ 一 る"の 貸 与)と 結果
5さ いごに
・イ ンター ンシップの問題点
・ツールの問題点
38
資料1
【国立西洋美術館インターンシップ募集のお知らせ】
国立西洋美術館では、西洋美術に関心をもつ人材の育成と、当館の活動をより広く理解していただくことを
目的として、インターン(研修生)を募集します。当館職員の指導のもと、研修生は所蔵作品の調査をしたり、
当館のさまざまな業務に実際に携わることになります。国立西洋美術館で研修を受けることを希望する方は、
下記の募集要領をよく読み、自分の専門分野、あるいは年齢、経歴などが各分野の応募分野に合致するか
どうかを熟慮のうえ、選考申込書と必要書類を当館までお送りください。
【1】研修 期間
2004年4月から原則として3ヶ 月以上 、6ヵ月以内とする。ただし、教育普及は 、前期(2004年4月～9月)
と後期(2004年10月～2005年3月)の2種類 のプログラムの募集を同時に行う。
なお、個 々の研修 内容によって研修期 間、研修 回数などは異なる。また、特 に必要 と認められる場合は、通
算して2年 まで更新す ることがある。
【2】受入分野と主な研修内容
1西 洋美術史
a)当館所蔵作品(絵画・彫刻・素描)の美術史的研究、所蔵品カタログ編纂のための資料収集補佐。
b)当館所蔵作品(版画)の美術史的研究、所蔵品カタログ編纂のための資料収集補佐および版画室関
連のさまざまな業務補佐。
c)当館で実施予定の展覧会の準備、カタログ編集業務などの補佐(今回は、近世ドイツ美術、近世イタリ
ア及びネーデルランド版画、ロダンの展覧会補佐を募集する)。
*絵画 ・彫刻・素描が、文献収集を中心とした美術史的研究が主体になると思われるのに対し、版画の場
合、作品展示に密着したより実務的要素が加わる可能性が高いので、あえて別項目とした。版画の場合、
版画室の経常的補助業務に加え、版画作品を使った企画展示の補佐などさまざまな可能性が考えられ
る。
2教 育普及
a)前期(2004年4月～9月)
・小・中・高校生を対象としたギャラリー トー クとその評価調査
・夏期の教育普及プログラムの補助
b)後期(2004年1J月～2005年3月)
・当館の教育普及教材(びじゅつ一る)の評価調査
【3】応募条件
1西 洋美術史
西洋美術史に関する高度の知識(大学院修士課程で西洋美術史を専攻する者とまたはそれと同程度
以上の学力がある者。修士課程の学生は応募可能であるが、学部学生は不可)があり、英語以外に独、
仏、伊など専門分野に関連する語学に関して高度のカがある者。
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2教 育普及
大学で西洋美術史を学び、教育普及に関心がある者、あるいは大学で美術教育を学び、西洋美術に
関心のある者、またはこれと同等の能力と関心のある者で、一定以上の英語力のある者。
*美 術関連の勉強をしている大学院生、すでに美術館で業務に就いている者、あるいは将来美術館業
務に就くことを希望する者を想定しているので、原則として23歳から30歳までの者を対象とする(分野
を問わず、学部所属の学生は応募不可)。
*応 募者多数の場合は、選考のための面接試験(交通費は自己負担)を行うことがある。
*一 回に採用できる人員は、各分野1名 から数名に限られる。
*美 術館での業務経験の有無は問わないが、上記2分 野のどれかに応募可能な明確なテーマをもつ
者に限る(美術館のさまざまな業務を実地体験したいといった者は採用の対象とはならない)。
【4】応募書類
希望する者は、以下の書類を国立西洋美術館に郵送してください。
・ 選考申込書(別紙様式)
・ 小論文(応募の動機と目的を的確に述べること。また、研修希望テーマの説明とそのテーマにそった
調査研究の実施計画について2000字程度で述べること。ただし、教育普及に関しては、応募の動
機と目的のみで可。)
・ 推薦書(学生は担当教員、美術館に勤務している者は館長ないし学芸課長、所属のない者は、これ
までの自分の関心と応募の理由をよく理解している者によって書かれた推薦書)。
*教 育普及については、応募者が希望するプログラム(前期あるいは後期)を選択してください。
*小 論文の作成に際し、分野によっては調査研究の実施計画などを具体的に書くことが困難な場合が
あるかもしれません。必要があればお問い合わせください。,
*提 出書類は返却いたしません。
締切
宛先
問合せ先
2004年3月12日(金)(必着)
〒110一・0007東京都台東 区上野公園7-7
国立西洋美術館 研修生募集係
(必ず書 留郵便にて送付ください)
TELO3-3828-5!44FAXO3-3828-5135
受付は、平 日(土・日・祝 日を除く)の10時から17時まで一
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4全 国生涯学習センター等研究交流会
研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国生涯学習センター等研究交流会
「情報 の提供」～ ぱるネ ッ ト岡山～
岡山県生涯学習センター
岡山県生涯学習センター 指導主事 野山 祐三
1.岡山県生涯学習情報提供システムrぱ るネ ット岡山」概要
2.入 力lDに よ る シ ス テ ム の活 用
・ プ'リセ ッ ト検 索 に よ るWebペ ー ジ作 成
・ 集 中 か ら分 散 へ
3.「ぱるネ ット岡山」の活用
・現状維持型学習(問 題解決型学習)か ら革新型学習へ
・県民参加の促進(遠 隔講義)
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国生涯学習センター等研究交流会
「指導者養成」～生涯学習推進指導者養成研修～
奈良県社会教育センター
奈良県社会教育センター 専門員 池田 隆彦
は じ め に
[1]本年度の講座研修
[2]生涯学習推進指導者養成研修の経緯
[3]生涯学習推進指導者養成研修の概要
(1)昨年度の研修内容
(2)本年度の研修内容
[4]広報 と募集
[5]予算的措置
〔6]今後の展望
お わ り に
〔参考文献〕
・ 中央教育審議会生涯学習分科会 「今後の生涯学習の振興方策について」(Hl6.3)
一44一
[3].生灘i学習準進指導者養成研修の概要
(1)H15年 度の研修内容
昨年度は年間18回 の研修を実施 した。広 く各テーマを設定 して、生涯学習の入 口を分か
りやす く丁寧に講義 ・実習 を行 っている。
午 後 の 部午 前 の 部日月回
オ リエ ンテー シ ョン
奈良県社会教育センター専門員
開講式 ・生涯学習概論①
「生涯学習 と生きがい」
高取町教育委員会
教育長 大西 照雄
5月31日
(土)
0
「カウンセ リング入門」
五條市青少年センター
カウンセ ラー 久保 岩男
「楽 し も う!
・レ ク リエ ー シ ョ ンゲ ー ム 」
レクリエー ションコー デ ィネー タ直 郡 眞 由 美
6月19日
(木)
0
「体 験!ニ ュー スポ ー ツ」
奈良県社会教育セ ンター専門員、
「いっ までも若々 しく健康z」
一日常の健康管理と運動 一
アサダカイロプラクティック療院長 浅田充宏
7月3日
{木)
0
男女共同参画社会をめざして
一DVのことを考えよう一
関西大学人権問題研究室
嘱託研究員 源 淳子
ボランテ ィア活動
rNPOと市民参加」
奈良NPOセ ンター
理事長 仲川 順子
7月17日
(木》.
④
(夜間)「キャンプファイヤー」
新庄町派遣社会教育主事 、
吉藤 行二(宿 泊研修)
(午後)「体感!レ舛工一ションケ㌧ム」
新庄町派遣社会融育主事
教諭一吉藤 行二
7月25日
(金)
「身近な自然と遊ぶ」
あやめ池遊園地池ものがたりの国
元学芸員 河合 正人
7月26日
(土)
O
⑥
「文章表現の技法」
一 「型」を生かして一
奈良工業高等専門学校
助教授 鍵本 有理
「パ ソコンで
名刺づ くりに挑戦」
奈良県社会教育センター専門員
8月7日
(木)
0
回
⑧
0
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
月 日
9月11日
休)
9月25日
休)
10月9El
(木)
10月23日
(木)
11月6日
休)
11月20日
(木)
11月27日
休)
12月11日
体)
1月22日
(木)
1月29日
(木)
2月12日
(木》
午 前 の 部
「青少年の
健やかな成長を願って」
奈良少年刑務所教講師
光専寺住職 脇屋 好昭
「共生の社会を目指 して」
一小 さな町の牧童たち一
植村牧場 黒瀬 礼子
「望 ましい リーダー とは」
皇學館大学
教授 向 出 佳司
午 後 の 部
生涯学習概論②
「地域づくり、まちづくり」
大和高田市ホ'ランティアグループ 夢咲塾
代表 中山雅子、副代表 水本和良
「野外活動 に親 しむ」
一ネイチャーゲームー
日本ネイチャーゲーム協会
中級指導員 西 由紀美
「楽 しもう!フ ォークダ ンス体験」
奈良県 フォークダンス連盟
事務局長 木寅 眞佐子
「自然と歴史を訪ねて」 一葛城古道を歩く一
奈良植物研究会員 瀬川 貞之
御所市教育委員会生涯学習課 技術職員 藤田 和尊
「介護体 験実 習」
高齢者福祉搬.ウォー ムヴィラ新庄園在宅看護支援センター
副 主任 中野 元 規
「人権の街づ くりを目指 して」
奈良県社会教育センター専門員
「救急法講習会上級①」
西葛城消防組合職員
「救急法講習会上級②」
西葛城消防組合職員
生涯学習概論③ 「学習プ ログラムの構築」
一立案 ・展開 ・評価 一
奈良県社会教育センター専門員
生涯学習概論④ 「私 の生涯学習」
一心のバ リアーフリーを求めて 一
元西の京養護学校長 向野 幾世
交流学習にっいて
奈良県社会教育センター専門員
実習 「小学生との交流学習」
新庄町立新庄北小学校
講座を終えるにあたって
閉講式(修 了証授与 ・発表会)
(2)本年度の研修内容
本年度の生涯学習推進指導者養成研修は、受講対象 を単位修了希望者 とコース分野のみの希望
者の両方が募集できるように、次の6つ のコースに設定 した。全コースの受講 も可能であ り、希
望のコースを選択受講 してもよい。
1)必修 コース'
① 生涯学習基礎コース σ単位)※ 修了証が必要なときはこれ を必須履修
2)選択 コース
※修了証が必要なときは次のコースの内2コ ース以上で19単位以上履修する こと
② レクリエーシ ョンリーダー養成コース(8単 位)
③ まちづ くりファシ リテーター養成 コース(10単位)
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5社 会教育主事専門講座
研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事専門講座
教育関係市町村合併マニュアル
熊本県教育庁
熊本県教育庁総務広報課 参事 村上 稔
ブ 鳶本の紛7臼 ヒツズ&フ ァミリーパージか ξリ
(1)熊本県ってこんなところ
(2)熊本県のシンボル
(3)みんなの市町村
(4)気候のようす
(5)人の数のようす
(6)自然と人々のくらし
(7)産業のようす
2薦 本渠の8餅 の玩冴
(1)市町村の移り変わり
(2)市町村を取り巻く情勢の大きな変化
(3)市町村合併の効果
(4)市町村合併に向けた動き
38餅 マr=ユア/Gの1観につ〃,τ
(1)作成の経緯
(2)情報の収集
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(3)合併マニュアルの概要
① 合併に向けた協議組織について
② 教育方針の策定準備
③ 教育委員会について
④ 学校教育の指導体制の整備
⑤ 社会教育 ・文化 ・スポーツの推進体制の整備
⑥ 条例 ・教育基本方針等について
⑦ その他検討が必要な事項について
⑧ 合併に伴う事務手続きについて
⑨ スケジュール
⑩.c.0併支援措置
4左 会教育分野での翻 の期待
(1)社会教育委員の委嘱
(2)社会教育主事の配置
(3)生涯学習の振興
(4)市町村合併と公民館
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合併マニュアルの概要
第i章 合併に向けた協議組織について
第2章 教育方針の策定準備
第3章 教育委員会について
第4章 学校教育の指導体制の整備
第5章 社会教育・文化・スポーツの推進体制の整備
第6章 条例・教育基本方針等について
第7章 その他検討が必要な事項について
第8章 合併に伴う事務手続きについて
第9章スケジュール
第1D章合併支援措置
※ 教育委員会制度の概要
合併に向けた協議組織について
【法定協議会組織の例】
二1難会「
1事 務局
騨 会}1
分科会_」
・・市町村建設計画の中に
教育分野を積極的に盛
り込む
・協議会等にできるだけ教
育長等が参加できるよう
市町村長等へ働きかけ
る
・住民の意見を十分に聴
取する
教育方針の策定準備
・基本方針は市町村建設計画に掲げておく
・各市町村の教育長等が地域の実情を踏ま
えて意見交換を行う
。地域の子どもをどう育てるか、できるだけ
示すことが必要
基本方針、努力渇標、政策、主要施策
主要事業、事業内容
暫定教育委員会
・市町村長職務執行者によ
る教育委員の選任
・市町村長職務執行者によ
る教育委員会の招集
・教育委員会の開催
合併の日と同日
合併の日と同日
合併の日と同日
選挙後の教育委員会
【市町村の長の選挙[
愚「最初に招集される議会
、(委員の任命同意について議案提出)、
畢
:磯雛搬 欝 員任命1
畢
〔市町村長により教育委員会招集1
委員の任期
定 員 が5人 の 場17
2人:4年
7人:3年1
1人:2年 ∴、
1人 こ1年
,定貴 が3人 の 場a.
1人1:4無
1人:3年 ∴ ・
.1人「:2年
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研 修 ・研 究事 業名
実践 事例 名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事専門講座
全道社会教育主事等研修会
北海道立生涯学習推進センター
北海道立生涯学習推進センター 研修調査課長 工藤 朝博
1市 町村の社会教育主事等による自主的な組織団体
2社 会教育主事が主体 的に取 り組む研修会等
(1)全道社会教育主事等研修会とブロック別研修会
(2)全道社会教育実践事例研究会
(3)管内社会教育主事会が実施する広域的なモデル事業
3成 果 と課題
(1)成果
○ 市町村の社会教育主事が北海道教育:委員会や北海道立生涯学習推進センターが主催す
る研修会に参画す ることによる成果
○ 共 通 テ ー マ で 連 動 した 研 修 会 を行 う こ と に よ る成 果
○モデル事業を行 うことによる成果
(2)課 題
○ 研 修 成 果 の 明 確 化
○研修プログラムの開発
4課 題解決に向けた方策
(1)研究仮説を実践で検証する研修
(2)民 間 手 法 を取 り入 れ た 研 修 プ ロ グ ラ ム
〈参考文献〉
○北海道浅井学園大学生涯学習研究所研究紀要第4号
「生涯学習研究 と実践」学校法人浅井学園北海道:浅井学園大学
○北海道社会教育主事会協議会創立30年 記念誌
「社会教育のうね りのなかで」北海道社会教育主事会協議会
○北海道教育委員会社会教育主事会40周 年記念誌
「40年のあゆみ」北海道教育委員会社会教育主事会
○平成14年 度全道社会教育主事等研修会
「研究集録」北海道教育庁生涯学習部生涯学習課
平成15年2月
平成5年11月
平成10年2月
平成15年3月
北海道立生涯学習推進センター ・
〒060-0002札 幌 市 中 央 区 北2条 西7丁Elか で る2.7ビ ル8F
TELO11-231-4111(内線36・327)FAXO11-261-7431
URL:httn://manabi.nrefhokkaido.in/
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平成16年度社会教育主事専門講座 事例研究②
16.6.24
「社会教育主事が企画・運営する組織的な研修」
北海道立生涯学習推進センター
研修調査課長 工 藤 朝 博
1は じめに
北海道は、全国で最 も広大な土地 と数多くの市町村 を有する地方 自治体で ある。 このため、212市 町
村を14管 内に区切 り、 さらに14管 内を道南 ・道東 ・道北 ・道央の4ブ ロックに区切っている。単一市
町村の面積 も広 く、酪農地域 と漁業地域を抱 えていた り、出身地 ごとで地域が形成される場合があるなど、
ひとつのまちに多種多様な生活課題が存在する。さらに、管内やブロックごとでは、気候や風土 まで異な
ることから、全道の生活課題の多様 さは、一層複雑化 している。
北海道の社会教育主事は、 このような生活課題を解決するため、お互 いの情報交流を深め、資質の向上
に努めてきた。
このような動きの中で、管内ごとの社会教育主事会がで き、さらに、全道規模 の北海道社会教育主事会
協議会が生まれた。
社会教育主事等の研修は、一般的に、国 ・都道府県 ・市町村の教育委員会や研修セ ンターが主催 し実施
するケースが多いが、北海道で は、広域性か ら生じる多種多様な生活課題 に対応するため、これ らの他に、
社会教育主事が自らの手によ り、組織的な研修に取 り組んでいる。
2市 町村の社会教育主事等 による自主的な組織団体
本協議会は、加入団体相互の情報交換と研究活動な どを目的に、昭和39年 に設立された。当時、全道
には、すでに6管 内で管内社会教育主事会が設立され活動 していたが、本協議会の設立 と同時に、4管 内
で管内社会教育主事会が設立され、合計10管 内の管内社会教育主事会が加入 して本協議会は設立された。
その後、残 りの4管 内で も、次々に社会教育主事会が設立 され、現在 は、道内全ての管内社会教育主事
会が加入して活動 している。
本協議会は、設立当初よ り、北海道教育委員会が主催する全道的な研修会 とブロック別の研修会に参画
し、研修テーマの設定や運営方法について意見 を述べてきた。
さらに、北海道社会教育主事等中央研修会をは じめ、各種情報交流会を開催するとともに、機 関誌 を発
行して、会員の資質の向上 に取 り組んできた。
3社 会教育主事が主体的に取 り組む研修会等
(1)全道社会教育主事等研修会とブロック別研修会
北海道教育委員会は、昭和39年 当時、全道的な研修会とブロック別研修会を実施 してお り、北海道社
会教育主事会協議会は、設立と同時 に参画し、北海道教育委員会 と一体 となって研修の企画 ・運営 に取 り
組んできた。
北海道社会教育主事会協議会は、昭和49年 まで、独 自に北海道社会教育主事等 中央研修会を主催 して
きたが、様々な理由で、昭和50年 に名称 を全道社会教育主事等研修会と変更 し、北海道教育委員会と共
催で実施、現在は、北海道教育委員会が主催 し、北海道社会教育主事会協議会は、後援 となっているが、
これまでの経過か ら、本研修会は両者の共同研究と言っても過言ではない。
これまでの テーマ(57か ら'15
057～059度
昭和60～ 62度
063～'成2度
、 3～'成5度
平成6～ 平成8年 度
平成9～ 平成10年 度
平成11～ 平成13年 度
平成14～ 平成15年 度
「地域にお ける生涯 玄'の は どうあればよいか
村における生涯教 の具体 な 践方策はどうあれはよいか
「市 寸における生涯 '笥 の 整 ・ をどう図ればよいか
「fに おける生涯教太' の ・ を どう ・れ ばよ いか
「生涯学習社会の実現と社会教育のあ り方」
～生涯当 の環 づ くりのため公 ・ 会教 が果たすべき役1～
「生涯学習時代における社会教育のあ り方」
～2習 機会拡充のための広 な 会教 行政の推'～
「生涯学習時代における社会教育行政の新 しい展開」
～ 庭 ・愚 ・地 会のネ ・ トワークの形 をめざ して～
「活力ある生涯学習社会の構築に向けた社会教育行政のあ り方」
～愚 の を生か したII'性豊かで活 ある 会の をめざして～
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☆昭和57年 ～平成5年 … 生涯教育(学 習)の 理念の浸透を図る試みの段階
☆平成6年 ～平成15年 … 理念をふ まえた広域行政やネッ トワーク化の具体的方策の理解
☆平成16年 ～ … 具体的な実践の段階
また、ブロック別研修会は、現在、各教育局(各管内ごとにおかれて いる北海道教育委員会の出先機関)
と各管内社会教育主事会の共催で実施 されているが、研修会の運営は、参加費と管内社会教育主事会の経
費で実施されてお り、経費的には、管内社会教育主事会による主体的な研修会となっている。
ブロック別研修会は、毎年、5月 か ら6月 にかけて、各ブロックごとに実施されてお り・ ここで協議 さ
れた内容は、ll月 に開催 される全道社会教育主事等研修会で報告 される。
一方、各管内社会教育主事会は、年間3～5回 の独自研修を実施 してお り、それぞれの研修会の関係は・
以下のようにまとめ られる。
(2)全道社会教育実践事例研究会
本研究会は、全道各市町村 の様々な実践事例の交流を目的とし、昭和55年 に北海道社会教育主事会協
議会の主催で実施 して きた研究会で ある。
多種多様な課題 を抱 える各市町村の社会教育主事は、同様の悩みを抱える他市町村の社会教育主事の実
践にヒン トを得て、 自分のまちの実態に合わせた ユニ夫を加え、翌年の事業等 に役立てて きた。
現在は、北海道立生涯学習推進セ ンター との共催による、地域生涯学習活動実践交流セミナー として実
施 している。
(3)管内社会教育主事会が実施す る広域的なモデル事業
現在、複数の管内社会教育主事会において、独 自に広域的なモデル事業に取 り組んでいる。
昨年度、留萌管内社会教育主事会は、管内在住 の小学5年 生か ら中学生までを参加対象として、冬季宿
泊体験事業を実施 した。(資料1)
4成 果と課題
(1)成果
○市町村の社会教育主事が北海道教育委員会や北海道立生涯学習推進セ ンターが主催する研修 に参画す
ることによる成果
・参加者の主体 的な研修会 とな り、参加意欲を高め られる。
・市町村の意見を反映した研修会なので、市町村にお ける研修 成果の浸透が早い。
・北海道 と市町村の距離が縮ま り、一体化した社会教育行政が展開できる。
○共通テーマで連動 した研修 を行 うことの成果
・段階的な研修を積むことによ り、理論だけでな く、具体的な実践 まで踏み込んだテーマの追求が可
能 となる。
・社会教育主事がテーマに関する成果や課題 を共通理解することにより、 日常的に、有効な情報交流
や研修が可能 となる。
・市町村か らテーマに即 した実践的な情報収集が可能 とな り、それ らを分析 ・研究 し、研修 にフィー
ドバ ックできる。(北海道立生涯学習推進セ ンター)
○モデル事業を行 う効果
・モデル事業をともに実施することによ り、お互いに刺激を受け、資質の向上につながる。
・モデル事業をともに実施することによ り、会員相互の連帯感が深 まる。
(2)課題
○研究成果の明確化
・市町村の実践によって、研修成果 を示せるよ うな研修の体系化。
○研修プログラムの開発
・効果的に社会教育主事の資質の向上を図るプログラムの開発。
5課 題解決に向けた方策
(1)研究仮説を実践で検証する研修
北海道では、近年の地方 自治体の財政的な問題か ら、これまで と同様の研修機会を提供することが困難
になってきている。特に、北海道立生涯学習推進セ ンターが実施 してきた、社会教育主事 に対す る専門的
な研修機会は、昨年の国の補助金廃止 に伴 い、今年度は半減 している状況である。
また、市町村の社会教育主事の数は、今後の市町村合併によ り、減少す ることが予想 され、管内社会教
育主事会にとっては、会員の減少 につなが り、会を維持することが困難になって くる。
このような中、社会教育行政は、今後の 「人づ くり」 「地域づ くり」 に、社会教育がどのような役割 を
果たしているのか、実践 による様々な成果 を具体的 に検証 し、財政当局にその重要性を認識 して もらう必
要がある。
北海道に置いて このような考えを具現化する方策 としては、北海道教育委員会 ・北海道立生涯学習推進
センター ・北海道社会教育主事会協議会が連携 し、3者 の主体性 を尊重 しなが ら、それぞれが これまでや
ってきた研修 を体系的に組み替える ことが必要であると考えている。
〈これまでの研修会〉
〈今後の研修会〉
(2)研修プ ログラムの開発
社会教育行 政が、実践 を通 して確かな成果 をあげるためには、専門職 としての充実 した研修が必要であ
り、そのためには、それぞれの研修 プログラムが日々の実践と直接結びっ くものでなければな らないし、
民間の研修手法に学びなが ら、質の高い研修 プログラムにしなければな らないと考 えている。
北海道立生涯学習推進センターでは、このようなプログラムを 目指 し、昨年モデル的 に、教育局(地 方
教育事務所)の 社会教育主事を対象とした研修に置いて、日々の実践 と結びついた内容を民間の研修手法
を取 り入れなが ら実施 した。(資料2>
今後、北海道立生涯学習推進セ ンターの役割 として、一層充実 したプログラムの開発 に努める必要があ
る。
6お わ りに
現在、地方 自治体の財政不安や市町村合併など、生涯学習や社会教育を推進す るための環境は、必ず し
も、追い風 といえる状況ではない。 しか し、このような状況であるが故に、「人づ くり」 「地域づ くり」の
礎となる生涯学習や社会教育の推進が必要となる。
そのためには、社会教育主事が専門職 としての資質の向上に努め、生涯学習 と社会教育の必要性を科学
的根拠 に基づき、説明できなければな らない時代に来て いると考えている。
L研修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事専門講座
秋田県政策等評価システムの実践
秋田県教育庁
秋田県教育庁生涯学習課 社会教育主事 櫻田 博憲
3
4
5
6
評価制度導入の背景及び経緯
秋田県の評価制度
(1)政策評価条例
(2)評価制度の特徴
(3)政策評価結果の反映 ・活用
県民意識調査の概要
平成15年 度の評価結果
生涯学習施策に関する評価の実際
評価制度のポイントと今後の課題
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目 次
1評 価制度導入の背景及び経緯
2秋 田県の評価制度
(一)政策評価条例
(二)評価制度の特徴
(三)政策評価結果の反映・活用
3県 民意識調査の概要
4平 成15年度の評価結果
5生 涯学習施策に関する評価の実際
6評 価制度のポイントと今後の課題
5生 涯 学i1 に る 罰 面の 由u、
□.2
0生涯にわたって学習できる
場と機会の提供一
の の 罰)
0豊 かな個性や創造力を育む
学校教育の充実
O文化資産の保護・継承と活用
O明るく健康的な暮らしを培うス
ポーツの振興
■ 謳 羅 童 のl
Oあきた県民カレッジ事業
O共に生きるための家庭教育事
業
Oあきたセカンドスクール推進
事業
※(平成16年度新規)
親子国際理解推進事業
ロ 　
圏 言亀'・ 一
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■中間評価としての指標の考え方
○インプット指標1予 算計上の状況 ⇒ 事業予算の消化
○アウトプット指標:
養成講座や研修会の開催、補助事業の実施、シンポ
ジウムの開催等 ⇒ 結果としての開催状況、実施
状況(参加者数)
○アウトカム指標1事 業終了
⇒ 成果:ボランティアが増加し、地域活動が活性化
(ボランティアの参加率)
16評価制度のポイン トと
金後の課題
■政策等評価のポイント
O評価の信懇性は客観性と透明性の
確保にあり
O活かさなければ評価は不要
O評価の要は指標にあり
O指標は生き物、常に見直しが必要
O評 価のための評価にあらず
■=21上 の ム'の 蓄 日
O政 策・施策の推進状況を的確に把握できる
「指標」の充実(ア ウトカム指標や定量評価)
0評価基準の見直し
O新たな部局主体の予算編成に対応した評価
制度のあり方
O県民への分かりやすい「評価結果」、「評価制
度」の公表
O公共事業等の評価対象の見直し
0評価制度が形骸化しないための活用ルール
の明確化
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6図 書館司書専門講座
研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
地域支援～資料情報ガイ ドの作成
札幌市中央図書館
札幌市中央図書館業務課 事務職員 武田 雅史
1ど のようなものか
(1)目的 と体裁
ア ビジネスや日常生活に役立っ資料 ・情報源を紹介 したテーマ別のパ ンフレッ ト。
イA44P=表 紙+3p(A3二 っ折 り)
② 記述項 目
ア 資料名,請 求記号,出 版社名,出 版年,書 架No.,解説 ・コメン ト等
イ 情報源(ホ ーム ・ページ)名,作 成 ・運営主体,解 説 ・コメン ト等
(3)種類(発 行年月/初 版発行年月)
ア ビジネス支援資料 ・情報ガイ ド
① 企業,団体の情報を探すには
② 人物情報を探すには
③ 法令,判例を探すには
④ 白書のリス ト
⑤ その他の資料 ・情報を探すには
イ 生活支援資料 ・情報ガイ ド
① 資格,学習,NPOに ついて
② 食品 ・食料にっいて
③ 医学 ・医療にっいて
④ 姓氏,家系,自分史について
ウ 別冊
① 資料 ・情報の探し方
② 札幌市中央図書館所蔵新聞一覧
(4)事業名称と配付部数
ア 名称
○ ビジネス支援+生 活支援
0
イ 既配付部数
糸勺6000音R
初 版
2003.12改定(2002.9)
2003.12改定(2002.9)
2003.12改定(2003.1)
2003.12改定(2003.1)
2003.10〔8p〕
2003.10
2003.10
2003.10
2004.3
2003.10
2004.3
C6p)
(12p
資 料1-1参 照
資料1-2参照
資料1-3参照
=地 域支援(?)
当初('02.8)は「ビジネス支援資料 リス ト」(総 合分野/8P/2階 図書室醗図)
2経 緯
(1)レファレンス ・サービス体制の整備
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ア レファレンス ・マニュアル(分 野別調べ方)の 作成
⇒ 国立国会図書館 レファレンス協同データ ・べ一ス実験事業
イ ツールの作成
即答資料 ・情報一覧(資 料2-1参照),基 本参考資料 ・郷土資料一覧
主要参考資料一覧(時 系列,地 域別/資 料2-2参照)等
ウ 係内研修の実施
新任,初 期1(1月)・2(6月),中 期1(1年)・2(2年)等
② ニーズの多様化と情報提供手段の進化
ア ビジネス,学 習,日 常生活等ジャンルの広が りと高度化,専 門化。
イ 活字資料で対応できなかった分野 ・情報の利用。
⇒ インターネッ ト専用端末の導入(職 員のみ→利用者への開放'03.1)。
(3)相談カウンターの設置('02.3)
ア 専任の相談担当職員の配置。
イ 室内 レイアウ ト変更(貸 出用資料,調 査用資料混在の解消/動 線)。
(4)利用者教育の必要性,先 進他館事例
ア 情報活用法指導の具体的な展 開方法の検討。
イ 都立中央図書館,国 立国会図書館等。6一 ②参照
(5)図書館関係雑誌のビジネス支援特集6一(1)参 照
3作 成上のポイント
(1)前提 となる考え方
ア 利用者は自分で調べ る意欲 も能力 もある。(「 待ち」の レファレンス脱却)
⇒ 利用者が自分で探せるように,請 求記号 と書架Naを付記 し配架図を付す。
⇒ ガイ ド 「資料 ・情報の探 し方」(情 報活用法指導の具体的な方法)
イ 資料 ・情報に付加価値 をつける。
⇒ 主題別の資料 ・情報編成 と解説 ・コメン ト。
ウ 地域資料 ・情報の重視。
(2)複合的 ・相互補完的な資料 ・情報活用
ア 活字資料の種類(一 般,参 考,郷 土,新 聞 ・雑誌等)
イ 活字資魁 と電子化情報(Web情 報源,CD-ROM等)
ウNDC(例:食 品 ・食料;12分類以上)
4図 書館からの情報発信
(1)資料 ・情報ガイ ド(印刷物)の 作成 ・館内配付
② 図書館ホーム ・ページか らの情報発信
ア 資 料 ・情報調査用 リンク集(情 報の種類 ・性質別)
Web情 報源(有 用ホーム ・ページ)の 編成。
イ ビジネス支援資料 ・情報ガイ ド(分野 ・主題別)
所蔵資料,Web情 報源への リンク(印刷物 を超えた機能)。
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(3)資料 のデジタル化(現 在取 り組み中)
ア 郷土資料貴重書(江 戸 ・明治期)の デジタル化 と一部ホーム ・ページ掲載。
イ 旧札幌市(北 海道)教 育会旧蔵資料(明 治期和書)の 書誌データ作成 と一部デジ
タル化,及 びホーム ・ページ掲載。
ウ 昭和期の地域新聞記事 スクラップ見出しデー タベース作成 と記事のデジタル化。
5今 後の方向性 と問題点
(1)方向性=地 域支援 のあ り方
ア 地域住民一市民の課題解決のための資料 ・情報提供。
地域の課題,生 活の課題,仕 事上の課題,学 習の課題等。
イ ジャンルを特化 させず,幅 広い,様 々な見方か らの資料,情 報の提供。
図書館単独での限界=底 の浅 さをどのように克服するか。
ウ 專門情報機関や各種団体等 との提携 ・連携=古 くて新 しい課題。
○ 紹介 ・照会にとどま らない,他 機関への積極的な働 きかけ(定 期的会合)。
○ きめ細かな情報収集 とツール化(情 報機関名簿,リ ンク集)。
○ パ ンフ類の収集 ・配付,補 充。
※ 「情礁 ・罷徽のための図書館ナ レッジガイ ドブック 繍機関名簿2003」 ひつ じ書房
都立中央図書館編 ホーム ・ページでも公開
※ 『神奈川県資料室研究会』 事務局:県 立川崎図書館
② 問題点
ア 組織的対応の必要
ガイ ドや リンク集の作成 は単独でも可能だが,継 続的かっ積極的な対外的取 り組
みには組織決定 と組織的対応が必須。
イ 新 しい資料 ・情報,及 び動きへの対応
○ 新 しい資料 ・情報の収集 ・発見 ・消失 ・変更等 を各種ガイ ド,ツール,リ ンク
集に リアル ・タイムに反映 させるための目配 り。
○ 地域支援,ビ ジネス支援等に係る図書館界等外部の動向把握。
6参 考文献,Web情 報源
(1)ガイ ドの作成
○ 豊田恭子 「図書館現場 におけるビジネス支援 一基本情報源ガイ ドの作成一」
(特集:ビ ジネス支援事始)『 みんなの図書館』No.302p.25-92002.6
0武 田雅史 「札幌市中央図書館におけるビジネス支援一ビジネス支援資料 リス ト等
の作成事例一」(特 集:地 域に根ざ した ビジネス支援事業)『 現代の図書館』
No.166p.82-942003.6
(2)Web情報源
○ 都立中央図書館ホーム ・ページ(「 知 ってい ると便利」シリーズ)
○ 国立国会図書館ホーム ・ページ(「 テーマ別調べ方案内」)
○ 岐阜県立図書館ホーム ・ページ(「 調べ物に役立っ文献案内 ・リンク集」)
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
家庭 教育への支援～ 「子 どもに もっ とお はな しを」
(財)松戸市おはな しキャラバ ン
(財)松戸市おはなしキャラバン 事業部長 滝川 幸子
1.㈱松戸市お はな しキャラバ ンについて (14:55^15:05)
○(財)松 戸市おはなしキャラバ ンの歴史(参 考資料 「20周年記念誌」)
昭和56年にそれまでのボランティア団体から財団法人に。
○(財)松 戸市おはなしキャラバンの事業(参考資料 「財団事業案内」)
自分たちが公演やおはなし会を行 うだけでなく、講座開催等の技術指導や
資材の貸出 しを通 して、家庭や保育所、幼稚園、学校での教育現場への支援
を行 っている。(セ ンター的役割を果たす。)
2.「 お は な し」 と は? (15:05^15:20)
○すぱな し、絵本、紙芝居、絵巻物、16mフィルム→ 「おはな し」を伝える手段
○財団の 「おはなし」の進め方→対話方式
「おはな し」で子 どもの心 を豊かに。
●実演 「うこいちゃだめ!」(絵 本の見せ語り)
●実演 「食わずにょうぼう」(紙 芝居の上演)
3.「 松 戸 で は、8時 に な った らお は な しタ イ ム 」(15:20～15:35)
○家庭でぜひ 「おはなしタイムJを もっていただき、親子で同じ絵本を読み、
親子の触れ合いを深めていただく。
(1)人形劇の公演、絵本や紙芝居のおはな し会
夏休みおはなし会
② 「絵本 は じめのい一っぽ」
(参考資料 「絵本 はじめのい一っぽ」ちらし、おたよ り6月 号)
○松戸版 「ブック ・スター ト」……平成14年9月よ り開始
絵本 は じめのい一っぽおはな しボラ ンティアの養成
◆写真投影
(3)「おすすめ絵本講座」
毎年開催10月 頃 松戸市内6ヵ所
4.ま とめ
○ 「おはな し」好 きか ら 「本」好 きへ。
○親がまず、本好 きになること。
質疑応答
(15:35～15:40)
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
地域の教育力の向上～学校図書館と公共図書館との連携
熊本市教育委員会
熊本市教育委員会教育企画課 指導主事 青木 透
1熊 本市の概要
熊本市では、熊本市教育改革プログラム 「くまもと子ども輝きプラン」の具体的な取組項
目に 「読書活動の推進」を掲げ取 り組んでいる。
また、平成11年から5か年計画で取 り組んでいる蔵書充実事業や学校図書館司書業務補助
員の全市立小中高等学校配置など学校 図書館の環境整備を進めている。
熊本市立図書館では、レファレンスサー ビスやインターネッ ト予約等を行 っている。
2学 校図書館資源共有型モデル地域事業 につ いて
学校図書館の読書センターと情報セ ンターとしての機能を有効に活用 した教育活動を推進
するため、図書情報データベースの構築、全市共通図書管理検索ソフ トの導入、物流ネ ッ ト
ワークの構築、読書活動に関する研修の充実を進めた。
特 に学校図書館と市立図書館 ・公民館図書室との連携 により、次のような取組を展開した。
・学校一市立図書館 ・公民館図書室間の図書の物流
・学校 に対する レファレンスサービスと多様な図書資料の提供
・放課後や休 日、長期休業中に子どもたちが本に触れる機会を増やすため、学校図書館 と
市立図書館 ・公民館図書室の両方で活用できる 「図書利用カー ド」を発行
・「総合的な学習の時間」等で活用する郷土 関係図書の書誌データの提供
}
3取 組の成果
学校図書館環境の充実と各学校における取組により、学校図書館の貸出冊数や児童生徒の
読書量、朝の読書活動の取組校が増加するとともに教科等の学習における調べ学習の実践や
学校における読書ボランティアの活用が進む等の確実な成果をあげている。
4 今後の方向
今後は、学校間、学校一市立図書館 ・公民館図書室間配送 システムの拡大(市 立全小中学
校117校)や図書情報データベース管理、図書の物流管理等を行 う学校図書館支援センター
の設置を 目指す。
また、学校 図書館支援センターを核 にした学校間における教育実践の共有化や レファレン
ス ・蔵書貸出等の学校一市立図書館間の連携を推進する。
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L
(1は省略)
ii事 業の内容
1目 的
子 どもの読書活動 を推進するための環境作 りとして、学校図書館の蔵書情報をデータベース
化 し、各学校図書館における図書検索や貸借等のシステムを統一することで学校図書館のネヅ
トワーク化を図る。
さらに、このネヅトワークを活用 して学校図書館蔵書の共同利用 を進め、読書活動を推進す
るとともに、教科学習等における図書資料の活用 を図るなと＼ 学校図書館の読書センター と情
報センターとしての機能を有効に活用 した教育活動を推進する。
〈事業の全体構想図〉
F2推 進体制の概要
(1)学校図書館資源共有推進委員会
平成11年度に、学校図書館の充実と図書館教育の推進に向け図書館教育推進委員会を設置
した。また、学校図書館資源共有型モデル地域事業の指定を受け、図書館教育推進委員会を拡
大し、平成13年に学校図書館資源共有推進委員会を設置した。
①学校図書館資源共有推進委員会の組織
学校図書館資源共有推進委員会
事業目的の検討、年次計画の検討、推進組織の編
成、推進方針 ・推進計画の検討、事業総括、予算
案の検討、予算執行状況の管理
事務局
推進計画立案
研究実践協力校、関連機
関支援・連絡調整
関係協力機関
教育センター
データベース管理、常時オン
ライン更新、資源共有、教育
実践の共有化研究支援
市立図奮館 ・公民館図書室q5室)
図書資源、図書情報提供
レファレンス
司書支援 ・助言
研究美践協力校(小学校80校、[博垂校37亦交、高校2校)
蔵書データベース化、学校間 ・学校ー市立図書館間の連携の推進、
図書資源 ・図書情報の公開 ・共有化、図書資源を活用 した授業実
践(調べ学習の推進等)、朝の読書活動等読書活動の推進 ・研究、
教育実践の共有化
②構成員
校長代表(学校図書館協議会長)、市立図書館長、教育センター所長、中央公民館長(公民館長
代表)、教育総務部長、指導課長、教育企画課長、総務課長、学務課長、教職員課長
(2)研究実践協力校
①データベース構築研究実践協力校
市立全小中高等学校(小学校80校、中学校37校、高等学校2校)
②物流ネットワーク研究実践協力校
中央ブロック(小 学校18校、中学校8校)
東部Aプロヅク(小学校12校、中学校5校)
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(3)関係協力機関の概要
①熊本市立図書館及び公民館図書室
役割 市立図書館一学校間図書物流及び団体貸出制度による蔵書の共有化と図書利用カー
ド等の情報の共有化による個人貸出
②熊本市教育センター
役割 アプリケーションサーバ、検索サーバ等の保守 ・管理及び蔵書データの管理、
教育実践の蓄積、研究支援
3全 体計画
全 体 計 画
データベース化
センターサーバ構築
各学校図書情報データ入力
市立図書館システム更新
ネットワーク化及び貸借・物流システム
学校 間ネ ッ トワーク
市立図書館
教育実践の共有化
研究委嘱校
研究実践協力校
研4多
学校図書館主任等
学校図書館司書業務補助員
第1年 度
構築 常時更新一
構築試行
ぐ一一一一一 一→レ<一レ
旧 シ ス テ ム 運 用
ネ ット構築一
読書活動推進研究一
図書館教育推進委員会一
ネ ット理解一
第2年度
郷土図書等書誌データ入力
更新 ・追加 本格運用
← レ
システムの更新一
学校間物流 連携
一
市立図書館一学校間物流
.一.
教育実践共有化のための
ネッ ト利用の在 り方一
ネ ット実践 検索ソフ ト
物流理解 検索ソフ ト
H
第3年度
未登録図書入力
本格運用
o一
物流
市立図書館一学校間物流
研究
研究成果発表
学校間、図書館連携研究
操作研修 共有化研究
操作研修 物流実践
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
市民に役立つ図書館を～駅前図書館
高石市立図書館
高石市立図書館 館長代理 河嶋 恵
① 市民に役立つ図書館めざして2003年3月1日、海岸沿いから駅前再開発ビ
ル(高石駅東B地 区第一種市街地再開発事業 施行・高石駅東B地 区市街地再開発
組合)へ移転・開館。
高石市のご紹介
1966年11月1日市制施行。人口61,937人男30,046人女31,891人世
帯数23,934世帯 市域11,35平方km。(2004年5月1日現在)
高石市立図書館のご紹介
1981年6月3日、内陸部西端に旧図書館開館
2003年3月1日、ほぼ市中央の駅前に現図書館移転・開館
現図書館と旧図書館との比較
貸出人数
個人
団体
貸出冊数
個人
団体
床面積
新 ・旧
階数
2003.3^一2004.2
95,923人
95,194人
729団体
284,113冊
273,070冊
11,043冊
2,186rri
現図書館
4階部分
2002・3～2003・2
52,830人
52,563人
267団体
189,841冊
182,241冊
7,600冊
1,577m
旧図書館
1階部分
増加率
181ｰr6
181%
273%
149%
1499%
145%
138%
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② 近隣市民の駅前へのあこがれ～駅前という立地条件を生かし、多くの市民が
利用できる工夫。
③ たまたま来られた来館者も利用者として定着へ、小さい子どもさんの取り込
み。
④ 開館一年をふりかえって～あらためて,市民に役立つ図書館への今後の課
題。
図書館サービスは、租税の見返り、それとも市民の基本的権利。所得税を払って
なくても、国民の富の生産になんらかの貢献をしている。働くことのできない人でも、
社会的存在価値があり、むしろ、そうした人たちのために必要なサービスを提供する
ことこそ、市民に役立つ図書館であり、公務員である我々にしかできない仕事だと私
は思います。
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研修 ・研 究 事 業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
利用者が図書館を選択～広域図書館ネットワーク
富士見町
富士見町役場総務課 主査 平出 裕一
1、広域ネッ トワークの現状(資 料よ り)
特徴な ど
2、図書館の個性化
流れる利用者 選択の始 まり
物流で本が異動する
人が移動する
自分にとっての図書館選択
比較され る図書館 主導権 が利用者に
どんな形の図書館 を描 くか
利用 しやすさで変化が生まれ る
開館時間の変化
3、ネ ッ トワークで変わ る職員意識
ソフ ト会議での変化(ソ フ ト会議年6回 程度開催)
職員の意識変化 臨時、嘱託職員研修の開催年3回
検索に達人になる
サー ビスの基本
LMO(広域統一ソフ ト)の使 い方
4、今後は
17年5月 のパソコン、ソフ ト更新をめざ し研究中
運命共 同体(合 併が消えて も)
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図書館司書専門講座
事例研究(2)資料1
1、諏訪地域 と公共図書館の概要
諏訪地方は諏訪湖を中心 とした盆地で、諏訪湖 を囲む岡谷市、下諏訪町、諏訪市、茅野
市、富士見町、原村の6市 町村か らなっています。全体の面積 は約715Kl㎡ 、人 口約2
1万人で構成され、山岳、高原、温泉、花火大会、スキーなど、一年を通 して観光客が絶
えない観光地域 としての特色が色濃 い一帯です。
平成17年3月 には合併 の予定が あ りますが、諏訪市、岡谷市 、下諏訪町の3市 町で合
併の話 を進めている所であり、まだ確定で はあ りません。
2、『諏訪広域図書館情報ネッ トワークシステム』の経緯
導入前 にコンピュー タ管理を行って いたのは茅野市(三菱のオフコン)のみで、岡谷市、
下諏訪町、諏訪市(諏 訪市には 「信州風樹文庫」 を含む。風樹文庫 は、岩波書店創立者岩
波茂雄が諏訪市 出身だった ことか ら、地元青年団の情熱的な働きかけによ り、戦後 の岩波
書店発行 の全図書を受贈し、所蔵 しつづ けている全国唯一 の図書館)の 各図書館はブラウ
ン方式を採用 していま した。
諏訪地域 は早 くか ら広域化 の試みがな され、昭和44年 に国が提唱 した広域市町村 圏構
想 に基づ いて、昭和47年9月 、6市 町村 をもって 「諏訪地域広域市町村圏事務組合」(以
下 「広域」)を設立。地域総合整備事業、テ レ トピァ構想な どを実施 してきま した。
この 「広域」は、平成10年4月 に 「諏訪広域行政組合」、平成12年7月 に 「諏訪広域
連合」 と名称が変更 され現在 に至 っています。
図書館サー ビス以外の行政面では、6市 町村 どこの窓 口で も住民票の写 しが取れ るとい
うサー ビスが行われて います。 このサー ビスは、テ レ トピア推進の実施主体 として昭和6
1年に設立された㈱諏訪広域総合情報セ ンタ(第 三セクター)の 共同利用型 コンピュータ
を使用 しています。
広域事業推進の流れの中で、平成3年 、広域三 役会で図書館 のネ ッ トワー ク化につ いて
研究 を行 うことが決定 され、話 し合 いや研究が重ね られて、平成5年11月30日 の広域
理事会 においてネ ッ トワー クシステムの導入が決定 されま した。 この間にも6市 町村 図書
館 の司書 ら実務担当者で組織 された会議 によ り細部の検討がなされ 、平成6年4月 か ら本
格 的な準備 をはじめました。(前述の㈱諏訪広域総合情報セ ンタを、現 システムで利用す る
ことも決定 された)
ネッ トワークの導入 には、いくつかの好条件がそ ろっていま した。
① 茅野市のオフィスコンピュータ(三菱)が平成6年 度で リースが切れるため、パ ソコン
への切 り替えを検 討 していた。
② 富士見町で平成6年(ネ ッ トワーク構築目標年)、原村で平成8年 にコンピュータ管
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理 の図書館建設 を計画 していた。
③ 岡谷市、下諏訪町、諏訪市にっいて もコンピュータ化が検討 されていた。
④ パ ソコン機器の性能の進歩、価格 の低下が 目覚 しかった。 等
平成7年4月1日 よ り、諏訪広域 公共図書館情報ネ ッ トワー クシステムがスター トし
ました。平成12年4月25日 には、システムのハー ドデ ィス クの残容量等機器面の問
題や、更なる各種機能の向上 を目指 して、システムのバー ジョンアップが行われました。
バージ ョンア ップによ りイ ンターネ ッ ト接続が可能 とな り、同年6月30日 にはホーム
ページ 「りぶね っと すわず ら～」 を開設、同時にイ ンターネ ッ トによる予約受付を開
始 しました。
3、システムの特徴
(1)セ ンター(「㈱諏訪広域総合情報センタ」内)を 置き、6市 町村図書館 の総合 目
録、TRCの新刊マーク、図書館利用カー ド情報(番号のみ)を管理 している。
集中分散方式を採用(セ ンター ・各館で各々にサーバーを持つ)
集中分散方式 〈書誌情報〉・・各館 の書誌データを全て持つ。基本的には 〔集 中〕=
総合 目録に掲載。
事情があり自館のみの表示に留めたいものについて
は総合 目録へ掲載しないこともできる。〔分散〕
〈利用者情報〉・・図書館利用カー ドの番号のみを登録 して いる 〔集 中〕
個 人情報(名 前、住所 、生年月 日等)は プライバ シー
保護の観点か ら、カー ド登録館のみで持つ。 〔分散〕
※ ネ ッ トワーク内の図書館 は、1枚 のカー ドを使って資料 を借 りられ ます(バ ーコ
ー ドの仕様が同じため)。但 し、登録受付館でのみ個人情報 を持つため、現状では
他館 を利用する場合には新規利用館での登録が必要 にな ります。
新規利用館で登録 をす る際、登録 しようとするカー ドが有効で あるかをチェ ック
するため、番号情報をセ ンターで持つ。
プライバ シー保護、貸出などその都度セ ンター との接続が不必 要な動作につ いてのスピ
ー ドアップ、集中管理の利便性(検 索 ・予約など)の両方 を兼ね備 えた方式を採用 した。
セ ンターでは職員が常駐 しているわけではな く、パソコン3台 が24時 間稼動 してお り、
約10分 間に1度 の頻度で、定期的 に各館のデータベースか ら情報 を吸い上げデータ更新
を行って います。
このセ ンター機能によ り、
① リアルタイムに近 い形での貸出 ・予約状態を含めた総合 目録検索の実現。
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② 新刊マークデータを各館で引き出す ことができるため、未所蔵本の検索 ・登録が実現。
③ 相互貸借の実現(6市 町村図書館内では貸借 申し込みデー タをセ ンターに送 り、また
センターよ り受け取る)
④ 統一利用カー ドの実現
以上の事がな されて いる。
(2)検 索 の多様性
【図書館】・・自館検索、総合 目録(諏 訪広域館)検 索、新刊検索(TRCデータ)、CD・R
検 索(TRC等)、イ ンターネッ ト検索(OPAC館)
・ システムのバージョンアップによ り、前方 ・中間 ・後方一致、AND・OR・N
OT、 図書 ・雑誌 ・AVの 串刺 し検索(雑 誌 ・AVに っいては自館資料のみ)も
可能 にな った。
【利用者】・・タッチパ ネル端末検索 によ り、自館資料 ・総合 目録 の検索が可能。また、
館 の新刊、ベス トリーダー、人気著者を検 索するキー を追加。
・タッチパネルでの検索は、タイ トル(先 頭/キ ー ワー ド)、著者(先 頭/
キー ワー ド)、内容(先 頭/キ ー ワー ド)か ら、図書(雑 誌 ・AVは 自館
資料のみ)を 検索できる。
・ イ ンター ネッ ト接続をされたパソコンか らは、広域HPrす わず ら～」での本の
検索 ・予約が可能(予 約 につ いては、事 前に登録が必要にな ります)。雑誌、新
聞についてはタイ トルを一覧表の形で掲載。相互貸借の対象 となっていないため、
個別の情報は掲載 していません。
(3)貸 借本の迅速な移動
セ ンターで ある㈱諏訪広域総合情報センタの従来か らの配送ルー ト(税金、徴税令書、
水道 料の納付書等 を作成 し、各市町村役場に定期的 に配送)に 図書館 の貸借本 も配送 し
て もらっています。 これは月曜 日 ・祝 日を除 く毎 日各市町村を一巡 しています。
巡 回順 と各館 での予約受付時間によっては、午前中に予約 した本が当日届 くこともあ
ります。 また、貸出状態でなければ、遅 くとも2日 後までには本が届きます(祝 日な ど
配送が無い日を除 く)。
※ 経費は 「広域」の負担割合になっています。物 流に限 らず 、ネッ トワー ク導入時
か ら共通 に使用する部分は 「広域割」、各館個別使用分は 「各館負担」です。
「広域割」・・均等割2+人 口割8
(平成12年7月 「諏訪広域連合」 に改名時、変更 された。現システムでは変更
前に5年 間の契約が締結されていたため、平成16年 度までは以前の3+7で 負
担 して いる)
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(4)イ ンターネッ ト
前述 しましたが、平成12年6月30日 よ りイ ンターネッ ト予約受付を開始 しました。
本の受け取 り館は、広域 内図書館 か ら選択できます。(例えば岡谷の本を茅野で受け取 り
たいな ど)そ のため予約の申込みは、 自館所蔵資料よ りも、他館資料への ものが多 くな
って います。
予約はインターネ ッ ト上か ら直接利用者がかけ られ るイメージになって いますが、実
際は一旦受 け取 り館ヘ メールが入 り、図書館職員が予約 をかけるという方法 をとってい
ます。これは、イ ンターネ ッ ト上では貸出中 ということや予約の人数はわかるのですが、
実際の返却 日がわか らないため、 自館で用意 したほうが早い場合があるということと、
新刊で人気のある本の複本 を大量に購入す る館 に予約が集中 して しまい、購入 した市町
村 よ り先に他市町村へ本が貸 出されて しまうな どといった問題があるためです。また、
茅野市や 岡谷市 には分室があ りますが、物流が頻繁ではないため、予約はか けられ ませ
ん。信州風樹文庫は保存のための図書館 と位置付 けられているため、貸出制限のある資
料が殆 どとなっているので、予約はかけられ ません。
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研修 ・研 究 事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
物流 システ ムの整備 とタイア ップ による新展 開
鳥取県立図書館
鳥取県立図書館 館長 齋藤 明彦
1,物 流 システム の改善 と効 果
ア、従 来の物流～全市町村 の図書館 、 中央公 民館 図書室 を対象
リクエス ト配本～毎 日民間の宅配 便で送付
・リクエス トを受 けて原則2日 以 内 に届 ける
・年度 当初 に一括 契約(230円 ～税 別)
・専用 の袋(多 い ときは箱)
大量配本(セ ッ ト、団体 貸 しな ど)、回収～県所有の図書館 車
運転手 と司書の同行
イ、新 たな需 要 と現行 の問題 点
高等学 校 に常勤の 司書配置 開始(8校H14,7,1)
・従来 で きて いなか った高校支援 を～そ のた めには、物流 と人手
・対館 内、対財政 ・定数担 当課 、対 教委で最大限 に使 う
図書館 車の老朽化
合併
物流 と相談の相互 拘束
長 い 目で見 た司書職 の確保(定 数確 保、モチベーシ ョンア ップ)
ウ、新 システム～回収 、大量配本 の民 間委託
～運転手 を職種転換 し司書 へ(100日 分 の増員 、本人 のモチベー シ ョン)
～ステー シ ョンワゴ ン車(1800CC)の新規購入(運 転容易 、多 目的利用)
回数 、対象 の拡大が可能=県 立 の価値(存 在感)を 高め る基礎
・年10回 か ら24回 へ
・公 立 ・私立高校 全校へ の拡大 、大学 、類縁機関への支援 も可能 に
併せ て県 立 と しての あ り方 を再検 討 した
2,タ イ ア ップ～100=100か ら30+30=150へ の提案
ア、背 景
行 政需要 の増加、多様 化
職 員数 、予算 増の困難 さ
守 りにはいる ことは 自滅 にっな が る
独 立法 人化
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イ、期待する効果
単独では荷の重すぎる事業を最小限のコス ト(特に人的コス ト)で
・互いの得意な部分を出し合い、不得意なものを供給してもらう
協力関係を作ることで、新たな柱(資料費削減に対抗)
これまで図書館を利用しなかった層の開拓
図書館のイメージの変化(PRも 含めて)
図書館職員の活性化、モチベーションアップ
ウ、実例
ビジネス支援(現 場担当者 レベル の委員会設置)
・セ ミナー実施 ～ 「売れ る!商 品 開発」(雇用 ・能 力開発機構)
～ 「道頓堀発!お もてな しの心」(商工会議所女 性会)見 学付 き
～就職適齢期 の子 を持 つ保護者 のセ ミナー(県 地域 労使就 職支援機構)
～起業者セ ミナー(全4回 経済産業 局な ど)
・パ ンフ レッ ト、チ ラシ類 の提供
・レフェラルサー ビス
・選書協 力(協 議 中)
各種 講座 開設(ビ ジネス と合わせ 、年50回 程度新 設予定)
・鳥取大学サ イエ ンスアカデ ミー(毎 月2回)
・鳥取環境大学 開放講座(仮4回)
・60歳 以 上、女性、初心 者 限定写真講 座(10回 ～15年 度)
・「古きよ きものた ち」(鳥大 地域学部 教官有志8回)図 書館保有資料 も使用
展示
・統 計で見 る鳥取県の農林水産 業(仮)夏 休み宿題相談会付 き(統 計情 報セ ンター)
・発 掘資料速報展(埋 蔵文化 財セ ンター)
・県 民の 日関連展示 「矢部 貞治展」(地域 自立戦略課)
・三徳 山三仏寺 パネル展(1・5年度 中部県 民局)
・SHOW(小)水 木 しげ る展(県 立博物館)
エ、何が 図書館 の売 りな のか
「た くさんの本 があって、そ れ を提供 でき る職員が いる」 だ けでは乗 って こない。
相手 がほ しが りそ うな もの の リス トを提 示す る(資 産 の棚 卸 し)
集客 ～位置、知名度、入 りや す さ、駐 車場、公共交通機 関
PR～ 入 り込み客数、提供 で きる媒体(ポ スター、チ ラシ(市 町村 図書館 へ も)、
コラム 、マス コミ、県 庁LAN、 メールマガジ ン)
会場～AV装 置 、快適 さ、展示ス ペース、応接室
テーマ に関連 した書籍 、雑誌一覧(顧 客満足度のア ップ)
本館の場合 は トップセール スが基本
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3,徹 底 したマネー ジメン トが必 要
ア、 コス トパフォーマ ンスの徹 底(特 に人的)
イ 、各方 面(行 政、マス コミ、協 力団体 、図 書館利用者)へ のア ピール を通 じて 図書
館の価値 を再確認 させ る
ウ、複数 の事業 の組み合わせ
工、新規事業 の集 中的展 開
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
図書館司書専門講座
上 田市立図書館デ ジタル ライブ ラ リー か ら上 田情報 ライ ブラ リー の開
館 まで
上 田情 報 ライブ ラ リー
上田情報ライブラリー 主査 荒井 美栄子
はじめに
・ 上田地域図書館情報ネ ットワーク 「エコール」
・ 上田地域にはマルチメデ ィア研究センター(丸 子町)、マルチメディア情報センター(上 田市)等 の存在
1上 田市立図書館デ ジタルライブラ リー(httg://www.echol.gr.ia/digilib/inde×.htm1)
上田地域社会教育施 設(図 書館等)情 報化 ・活性化 推進事業によ って実現。
(1)経過
平成9年 度事業
モデル小 ・中学校とエコールのネットワーク整備
平成10年 度事業
モデル公民館とエコールのネットワーク整備
モデル大学附属図書館とのネ ットワーク整備
平成11年 度事業
インターネットでの情報提供および地域電子図書館構想の研究
① エコールの所蔵情報の提供
② 貴重資料の目録提供
③ 貴重資料のデジタル画像提供
(2)今後の課題
2上 田情報ライブラリーの開館
(1)経過
平成8年3月
平成12年4月
'平成13年2月
3月
9月
10月
11月
12月
平成14年3月
9月
10月
11月
12月
第3次 上田市総合計画(前期)「市民が利用 しやすい図書館事業を実現するため、市の中心部で
ある上田駅周辺 に新たに図書館を整備する」
市立図書館協議会 「上田駅前図書館(仮 称)の 新設と市内図書館網の整備について」提言
建設業団体お城ロ再開発ビルのアンケー ト調査
平尾市長と小宮山量平氏、平野勝重氏並びに図書館協議会(高 遠会長他3名)懇 談
市立図書館協議会 「上田駅前図書館の設置について」再提案
第3次 上田市総合計画(後期)「駅前再開発に併せ、特色ある先進的な駅前図収集書館の新設を
検討 します。」
市議会市長提案説明
「図書館の将来を考える会」発足(代 表 ・稲垣勇一氏)
お城ロ再開発事業市民公聴会(商 工会議所)
図書館関係者との行政懇談会(市 立図書館)
「21世紀の図書館を語る」講演 ・懇談会(講 師小林是綱氏)
市議会市長提案 「再開発ビル4階 の公益施設につきま しては、(仮称)情
報ライブラリー、行政サービスコーナー、年金相談センター、会議室などを設置 し、中IV1市
街地の活性化にも役立ち上田市の玄関 ロにふさわ しい市民の皆様に親 しまれる施設にした
い」
公開フォーラム 「駅前図書館(仮 称 ・情報ライブラリー)を 考える」(常世田館長)
教育委員会に仮称 ・情報ライブラリー基本計画の骨子(案)報 告
助役 ・関係部課長による検討委員会設置、プロジェク トチームで基本計画の検討
黒坂周平氏が母袋市長等に干曲川をテーマとした地域資料構想を提案
「図書館の将来を考える会」母袋市長に生活 ・ビジネス支援型図書館を要望
仮称 ・情報ライブラリー基本計画(案)母 袋市長に報告(仮称 ・情報ライブラリーは図書館法
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平成15年1月
2月
3月
4月
5月
平成15年6月
7月
8月
9月
12月
平成16年1月
3月
4月
に基づき、教育委員会の所管施設とし、教育委員会が実施計画の具体化を図る。)
教育委員会において実施計画(案)検 討
平成15年 度関係予算の市長査定
教育委員会2月 定例会、実施計画(案)に ついて了承
市議会特別委員会及び総務文教委員会協議会説明
社会教育委員会に説明
市議会全員協議会報告
市議会総務文教委員会
図書館協議会に報告
市立図書館に準備担当係発足
「広報うえだ」 レイアウ ト図 ・特色 ・内容等発表
寄贈呼びかけ、雑誌リクエス ト等、名称募集
市民説明会開催
資料収集開始、上田東ロータリークラブか ら100万 円の寄付受領
選書作業開始
内装、機器、備品、システムの検討
市内の有識者、ア ドバイザーとの懇談会開始
内装工事開始
図書館整理ボランティア講座開始
図書館員による公開講座開始
名称選考委員会にて、名称を 「上田情報ライブラリー」に決定
平成15年 度9月 補正予算(什 器備品費、図書購入費、システム等)
上田駅前ビルパレオ竣工
開館記念イベン ト 「書籍にみる真田氏の世界」展の検討
「上田図書館倶楽部」発足
セミナー、講座の検討
平成16年 度当初予算
上田情報ライブラ リー開館
(2)概要
① 面積1.125m(4階1,033rri,7階92rri)
② 書架 複式高書架(5連8式)、 壁面書架(7連2式)複 式低書架(4連3式)
複式雑誌架(6式)、階段状書架付展示ケース(1式)絵 本書架(3式)等
③ データベースコーナー5台
④ インターネットブース3台
⑤ 視聴覚ブース3台
⑥ フリーユ ースコーナー及び閲覧席 インターネット接続ロ38ヶ 所、100席
⑦ セミナールーム30席
⑧ 市民サロン ・ことばの繭ホール60席
⑨ 大型プラズマテレビ(61イ ンチ)・映像配信システム ・液晶モニター等
⑩ 諸証明の発行用端末2台
⑪ 資料構築
・ 図書 約25,000冊(暮らしとビジネス、千曲川地域資料、文庫、新書、絵本等)
・ 雑誌 約250タ イ トル
・ 新聞30紙
・ 視聴覚資料 約300タ イ トル
・ データベース (日経テレコン21、信濃毎日新聞DB、 聞蔵、医中誌、ルーラル電子図書館ほか)
(3)今後の課題
3参 考文献
(1)『上田地域社会教育施設(図 書館等)情報化 ・活性化推進地形報告書』上田地域社会教育施設(図 書館
報化 ・活性化推進委員会編集 ・発行2000年3月
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図書館司書専門講座研修 ・研 究 事業名
イ ン ターネ ッ トを活用 した情報提供実践事例名(テ ーマ)
奈良県立奈良図書館事業主体(実施機関)
奈良県立奈良図書館 主査 尾松 謙一者表発
1.はじめ に
図書館でのインターネッ トの活用(ア プリケーションの観点から)
E-MAiL
・メール に よる レ:ファ レンス
・メール マガ ジン
画
・利用 案内
・自館 作成のデー タベース
・外部 のデー タベース
→ 「奈 良県立図書情報 館ontheWEB」
→ 「地域生活情報 クイ ックサー ビス」
・業務 利用(調 査 ツール ・情報 の共有化)
2.これまでの経緯(主 なもの)
奈 良県立図書館整備基本構 想が策定
書誌 デー タベースの構築 をめ ざ し所蔵 図書の遡及入力開始
ホー ムペー ジを開設(所蔵検 索 ・メール レファ レンスの 開始)
LIMEDIOによる図書館 業務 の開始(閲覧管理,ILL等)
「公文書 目録デー タベー ス検 索サー ビス」の開始
「ネ ッ トワーク予約サー ビス」の開始
「県内図書館蔵書横 断検 索」のサ ー ビス開始
「地域 生活情報 クイ ックサー ビス」 開始
「リサー チエンジンon奈 良」のサー ビス開始
「携帯版Webサー ビス」 開始
ネ ッ トワークか らの貸 出延 長サー ビス開始
1995(H7.3)
1995(H7.9)
1997(H9.2)
1997(H9.7)
2000(H12.3)
2000(H12.6)
2002(H14.12)
2003(H15.1)
2003(H15.1)
2003(H15.8)
2003(H15.8)
3.情報提供サービスの現状(WWWで)
3.1利 用案 内
・利用案 内 ・カ レンダー(利 用案 内の一部 は多言語化)
・図害館報 「うんて い」
・トップペー ジに新着情報
3.2自 館作 成のデー タベース
・蔵 書検索サー ビス(返 却予定 日 ・貸出資料の予約 ・利用状況確認 ・貸 出延長)
・公文書 ・古文書 ・絵図の 目録検 索サ ー ビス
・「リサーチ エンジ ンon奈 良」(検索エ ンジン)
3.3外 部 の デー タベース
・県内公共図書館 の横断検索サー ビス(県 立図書館 を除 くと11図書 館)
3.4自 館作 成の電子資料
・絵 図展示ギャラ リー(絵 図122点)
・奈 良 県立 図書情報 館ontheWEB(新県立 図書館 は平成17年 度開館予定)
3.5外 部情報源への リンク
・関係機関 リンク集(「お役立ちURL」)
・地 域生活情報 クイ ックサー ビス
3.6そ の 他
・「携 帯版Webサ ー ビス」
一81
7社 会教育主事講習[A]
研 修 ・研 究 事 業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
生涯学習の推進とまちづくり 地域総合計画と社会教育計画
千葉県館山市教育委員会
千葉県館山市教育委員会生涯学習課 主幹補兼社会教育係長
石井 博臣
1,館山市の概要
2.館山市地域子 ども教室 について
(1)ふ るさと館 山再発見教室
① 概要
・ 週末における自然体験 ・文化体験活動中心のカ リキュラム
・ 地域全体が フィール ド
・ 市内の小学生対象
・NPOや 市民ボランティアとの連携
② 基本計画等 とふるさと学習
・ 館 山市基本構想
・ 第2期 館山市生涯学習基本計画
③ ふるさと学習とまちづくり
・ 郷土への誇 りと愛着
・ ふるさと情報 の発信
・ 地域資源の再発見 とまちづくり
④ 主な事業
・ 沖ノ島探検隊
・ 戦争遺跡探索 など
⑤ 指導者の育成(NPO法 人全国生涯学習まちづ くり協会 との連携)
・ 生涯学習まちづ くり講座
・ たてやま検地
(2)北 条子 どもパ ソコン教室
① 概要
・ 館山市立北条小学校において放課後実施
・ パソコン室を活用 して開催
・ 北条小学校児童が対象
・ 学校、保護者、地域のコラボ レーション
② 北条小ネッ トデイ(子 ども教室の前段 として)
・ 平成15年11月23日に335名のボランティアが参加 して実施
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・ 学校 と地域 のコラボ レーション創 出のきっかけづくり
・ 様々な人が様々な形で参加できる仕組みづくり
③ ネッ トデイか らアフターネ トデイへ
・ ネ ッ トデイ後 も続 く様々なコラボ レーション
④ 北条子 どもパソコン教室のカ リキュラム
・ ホームページ作成講座
・ プ レゼンテーションソフト操作講座
・Myカ レンダーづくり
・Q:Rコー ドを活用 した地域情報の発信
3.地域子 ども教室を支える 「よそ者 ・わか者 ・ばか者」
「よそ者 ・わか者 ・ばか者」が地域を変える(ま ちづ くりのキーワー ド)
4.今後の課題
・ より多 くの子 どもたちが参加 しやすい仕組みづ くりとカ リキュラムの開発
・ 関連部署 ・社会教育施設 ・地域 との連携の強化
・ さらなる指導者の発掘 と連携の強化
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研修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
調査の意義と内容 調査の企画とデータの分析 ・活用
宮城県女川町教育委員会
宮城県女川町教育委員会生涯学習課 派遣社会教育主事 佐藤 敏郎
女川町では平成14年度に内閣府の委託をうけ,青 少年育成国民運動実践調査研究事
業に取 り組みました(概 要については資料をご覧下さい)。
7風 穴を あけるVI'V～ 調査のねらい
青 少 年 育 成 国 民 運 動
35年
O活 動の停滞
組織の硬直化 ・マンネリ化 ・形骸化
O青少年をめぐる問題状況の変化
調査
0青少年状況に適時 ・適切に対応する育成活動の展開
組織 ・活動内容の見直 し
新たなネットワークの構築
2自 前の調査壱'》 地域実施委員会の役割 魎
(1)地域実施委員会(6月 発足)～ 本事業の企画及び実施を行う
O本事業の 』に即 した 魅
・青少年育成活動の第一線で活動している人
(学識経験者 ・小中学校保護者 ・教諭 ・青少年指導者 ・社会教育委員など)
(2)女川町のテーマ
青少年育成における地域社会の望ましいあり方はどうあるべきか
青少年健全育成推進協議会(青 少協)を 母体とした女川町の青少年育成の見直
しを図り,今 後の青少年育成の方向性を探る。
(3)青少年の実態が浮かび上がる調査 とは?
～調査対象,ア ンケー ト項目の検討,結 果の考察,推 進大会開催,提 言
・実施委員会は合計12回 ～委員の熱意+見 通 しの甘さ
10月10日 に第10回 目の会議!
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(4)調査実施そのものが啓発活動～2000人 規模の調査
①関係各位の理解と協力を得て実施
②調査方法の吟味,質 問項目の精選が必要(回 答者の立場からも)
3老 の綾 の展 開 ～ 調査事業の活用 ・収穫
(1)データの有効活用
集計デー タ～ 学校 別 ・性別 ・学年別 ・地区別
大人と子 どもの比較
①推進大会の開催,全 戸配布のダイジェス ト版
②地区懇談会 ・家庭教育学級 ・お母さん学級等での活用
③新聞記事 匿璽
(2)青少協の改革に着手1
0活 動の見直 しができるシステムに(部会の設置)
・データの ・1
・要所で一
(3)回らなかった歯車が動き出した
「地域をあげての取組」「保護者以外の町民の参加」「高校生の社会参加」 といった声
を受けて各方面での動きが見えてきた。
①地区巡視の見直 し
・これまでの夜回 りではなく,子 どもたちの生き生きした様子をレポー トする形に
なった。 塵魎
② 中 高 生 ジ ュニ ア リー ダ ー の活 用で子 ども会 の 再 生 を
・ジュ ニ ア リー ダー の 活 用 を促進 す る こ とに よ り停 滞 して い た地 区子 ど も会 が活 性
化 して きた 。
・活 動 の機 会 を与 え る こ とに よ リジュニ ア リー ダー の意欲 ・技 術 の向 上 に もつ なが
って い る。
・他 の事 業 で も高校 生 を活 用す る機会 を設 け て い る。
③地区懇談会での方向性
・子どもを守 り,育 てるために地域で何ができるかを話 し合 う場になってきた。
④若者との対話 ・交流を
・推進大会にパネ リス トとして起用した若者がネッ トワークを作 り動き出 した。
47ζ 亭 なの信3れ か」弓 ～ 課題と展望
こうした取組がまだ全町のものとはなっていない。さらに多くの町民を巻 き込んだもの
にしていく必要がある。
①データは生モノ
②広報 ・啓発活動の工夫
③全戸子ども110番 の家運動
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
学習情報提供 ・学習相談の実際
兵庫県県民政策部県民文化局生活創造課
兵庫県県民政策部県民文化局生活創造課 主幹兼生涯学習研究係長
北村 悦伸
1は じめに
「ひょうごインターキャンパス」の概要
兵庫県の生涯学習専用ポータルサイ ト
2生 涯学習情報の多元化
(1)生涯学習の主体と対象領域
主 体:高 齢者、女性、勤労者、自営業者、NPO・地域団体等
対象領域:生 きがい、地域課題、キャ リアアップ ・リカレン ト等
(2)生涯学習の供給主体の輻葭化
行政(首 長部局 ・教育委員会)、民間、公民協働ネッ トワーク
(3)生涯学習の供給手段の多様化
施設、ソフ ト、通信 ・インターネ ット
3生 涯学習情報の提供分類
(1)カテゴリー別
(2)種別
(3)テーマ別
(4)地域別
(5)ステップ別
4学 習支援機能の提供
(1)eメールによる学習相談
(2)生涯学習ライブラリー
(3)学びの履歴
(4)学習コミュニティの形成
5生 涯学習機関ネットワークの結節点
6お わ りに:インターネット活用の現在と将来
幾つかの事例紹介
インターネットと著作権 ・個人情報保護
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
学習情報提供 ・学習相談の実際
神奈川県相模原市立総合学習センター
神奈川県相模原市立総合学習センター 生涯学習推進員 竹内 真次
1.相模原市の概要紹介 ・平成16年1月年齢別人ロ構成 等
2.学習センターの発足 ・平成15年度 総合学習センターの運営方針と推進員の役 目
3.推進員の職務と
実際の仕事
・生涯学習推進員(非常勤特別職)の職務
・実績例に見る業務内容の実際
4.学習相談情報の収集 ・紙ベースでの学習相談情報収集の限界
5.学習相談の内容 ・H13年～15年 学習相談内容の実際
6.庶務 ノー トで
情報 の共有化
・情報の 多量管理と検索への課題 等
7.学習相談への
対応に関する課題
・データの相談への活用と業務への反映
・事例研究の充実・新キーワードの検討 等
・学習センター体制構築のべ一スつくり
8.推進 員 の ポー タル
サ イト「M-Net」
・市 民 か らの相 談 に役 立 つ 「M-Net」へ
・市 民 の 学 習 支 援 ・情 報 の 共 有 化 ・情 報 の 知 識 化
・目的 ・ね らい ・コンセプト・管理 方 法(検 索 ツリー)
・企 業 と行 政 の 活動 目的 の 違 い 等 々
9.学習相談データ見直し ・新キーワード設定と見直し
と相談体制見直し ・学習相談プロジェクト会議の推進 等
10.「M-Net」の紹介 ・具体的利用方法と分野別内容の紹介 等
11.おわ りに ・市 のHPア ドレ スhttp://www.city.sagamihara.kanagawajp
・学 習 セ ン ター のHPア ドレスhttp://www.sagamihara-kng.edjp以上
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研 修 ・研 究事業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
家庭教育と社会教育②(家庭教育の充実 ・支援)
大阪府貝塚市教育委員会
大阪府貝塚市教育委員会社会教育課 社会教育係長 村田 和子
1.貝 塚市 の概 要
人 口8万9,000人 、面積43.96km
大阪の衛生都市。難波 より急行 で30分
少子化率2.03%(4.月i日 現在)
「社会教育分野における専門職制度」(1985～ 貝塚市教育委員会要綱)
「子育てJか ら 「老い」までの地域づ くりネ ッ トワークづ くりの拠点
2.子 育てネ ッ トワークとは
《不安 ・孤立 ・競争の子育て》か ら 《安 心 と共同の子育て》をっ くる人のかかわ りあい ・
むすびつき
3.「子 育てネ ッ トワーク」が求め られ る背景
深刻化する虐待、 「親 の しつけ」とい うまえに考えておきたいこ と
(1)自分が子 どもを産むまでに、子 どもの世話 を全 くした ことがないお母 さんたち
(2)「完壁 な母」でありたい とい うプ レッシャー
(3)子育て現場 に影 を落 とす、不登校やい じめな どの思春期 の問題。社会不安の増 大
(4)子育てで一生を過ごす時代は終わった。にもかかわ らず。
～まだまだ強い 「3歳児神話」 と性別役割分業～
(5)有能だが、「人 とのかかわ り」が苦手なおかあさん、お とうさんたち
(6)「答 え」を急ぎ 「マニュアル」を求めるおかあさんたち
(7)「豊か さ」の中の貧 しさ～体験不足の こどもたち～
4.公 民館を軸 とした子育てネ ッ トワ ークづく りの実際
(1)保育つ き講座29年 のあゆみ(1975年 ～)子 育て真っ最 中だか らこそ学ぼ う
(2)市民 と公民館の協働による子育てネ ッ トワークづ くり
ネ ッ トワー クの会組織について
発足 ・経過 ・目的 ・組織 ・運営 ・事業 ・公民館 とのかかわ り
(3)学び と実践のキャッチボールに よる問題解決能力の育ち～親の学び～
① 「子育てひろば」親の学びあいの場、地域実践 としての 「子育てサークル」
②子 どもの冒険遊び場 づ く り 「プ レイパーク」 の と りくみ～子 どもの生 きる力
をつ ける ・自分の責任で 自由に遊ぶ とい うことの意味
90
③ 「イベ ン ト」ではな く、地域へのひ ろが りを求めて～子 どもの生活圏での 日常的
な遊び場づくりをもとめて→学校 との連携 を模索
④ 地域 の教 育 力 をつ な ぐ取 り組 み 、学 びや 活動 を地 域 に 生 かす → 開 かれ た学
校づ くりをすすめるとりくみ、PTAや地域の さまざまなボランテ ィア活動に
「北校 区ふれあいル ーム」「遊ぼ う、は らっぱ」 「一 中選択授業」(幼児 を知 ろう)な
ど
5.子 育て支援(親が人と して、おとな として 成長するための条件づ くり)において、公民
館 ・職員が果たした役割
(1)親と親がふれあい、本音を話す ことができる場を積極的につ くりだす
(2)不安や疑問についていっ しょに考え、話 し合 うと同時に科学的 に学ぶ
(3)親が人間関係を訓練す る しくみ をつ くる～子育てサークル の現代的 な意義～
(4)共同のとの くみを通 じて共感 関係 をつ くる～親同士、市民 と行政～
(5)子どもたちに親以外のいろいろなお となに出会わせ る～プ レイパー ク～
(6)子どももお となも地域の中での出番 と居場所 をつ くる
6.子 育て支援のNPO団 体 「こころの子育て インターね っと関西」
1995年 発足
子 どもたちの心とか らだのす ごや かな成長 を願い、子育て真 っ最 中の母親 ・父親 と、教
師、保育士、カウンセ ラー、医師、社会教育な どの専門職が一緒 になって、子育てを支
援す る民間団体
7.子 育て支援における生涯 学習の課 題
(1)子育て支援は、親理解、親(リ ーダー)支 援。社会教育の手法 を生かす
(2)子育て支援をまちづ く りの視 点でとらえる
(3)市民とのパー トナー シップ による、 さらなる公共性の構築
(4)人と人、人 と活動をっな ぐ 「拠点」づ くり
8.関 連文献
『子育て新時代の地域ネ ッ トワーク』増 山均著 大月書店
『みんなで子育てQ&A～ は じめの一歩か らネ ットワークづ く りまで』
服部祥子 ・原 田正文編著 農文'脇
『現代公民館の創造』 日本社会教育学会編 東洋館出版
『世界の社会教育施設 と公民館』 小林文人編著 エイデル研究所
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
ボ ランテ ィア活動
さわやかちば県民プラザ
さわやかちば県民プラザ普及課 主査 田根 洋
IIさわやかちば県民プラザにおけるボランテ ィア活動 の取 り組み
1ボ ランティア活動推進の現状
(1)「千葉県体験活動ボランティア活動支援センター」について
・ 「まなびiボランティアセンタ■束葛1か ら 「まなびボランティアセンターぢ爵 へ
・ 「まなZJ>ボランティアセンター ちば1か ら 「 .4活動ボランティア活動支援センタJへ
・ 支援センターの活動内容
青少年 の奉仕活動 ・体験活動に関す る情報 の提供
青少年 の奉仕活動 ・体験活動の推進
・ 支援センターの機能
情報機能
相談機能
研修機能
交流機能
コー ディネート機能
その他
青少年に関する奉仕活動 ・体験活動の情報収集及び提供
奉仕活動 ・体験活動に関する相談及び支援
青少年のボランティア活動等社会奉仕体験活動に関する研修
個人や団体の交流促進によるネットワークの構築
青少年の希望するボランティア活動等社会奉仕体験活動の実現
青少年の参加を求めるボランティア活動等社会奉仕体験活動の場の紹介
社会人や学生等に関するボランティア活動等社会奉仕活動の情報機能
相談機能及びコーディネー ト機能の継続
・ 支援セ ンターの運営
人員計画 コーディネーター3名 普及課職員3名
開 所 日 毎 週火 ・木 ・土9:00～17:00
1日1名 コー デ ィネ ー ター 常駐 に よ る対応
*学 生長期休 業月(7 ,月・8,月・12,月・2月 ・3月)は 日曜 日も 開所す る。
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(2)ボランティア活動 こかかわる研修 体験・養成講座に繊 ・て
①ITボ ランテ ィア養成講座
対 象 一般県民
② 高校 生のためのボランティア体験講座
対 象 高校生
③ 青少年体験活動ボランティア活動 コーデ ィネーター研修講座
対 象 市町村教育委員会及び社会福祉協議会か ら推薦 されたもの
青少年体験活動関係団体の リー ダー
生涯学習ボランティアコーディネー ター養成講座修了者
ボランテ ィア経験者
④ ボランテ ィアコーディネー ター養成講座
対 象 市町村教育委員会及び社会福祉協議会か ら推薦 されたもの
生涯学習団体の リー ダー
ボ ランティア経験者
⑤ 体験活動ボランテ ィア活動交流会
対 象 さわやかちば県民プ ラザ施設ボランテ ィア
⑥ ボランテ ィア教育推進講座
対 象 小 ・中 ・高 ・盲 ・聾 ・養護学校教職員
⑦ 施設 ボランテ ィア研修会
対 象 さわや かちば県民プラザ施設 ボランティア
⑧ 施設 ボランテ ィア交流会
対 象 さわやかちば県民プ ラザ施設ボランテ ィア
(3)さわやかちば県民プラザ施設ボランテ ィアについて
① 活動の状況
・ 実習室,演習室での利用指導補助活動
パソコン実習室(パソコン),パソコン実習室(語学演習),パソコン実習室(マルチメディア演習)
ビデオ編集室
・ プラザ主催講座の補助
パ ソコン関係講座,陶芸関係講座,ビデオ編集関係講座,子育て支援関係講座
・ 図書コーナーでの活動
図書 ・雑誌 ・各種資料等の受 け入れ、配架作業、図書 コーナー利用者への応対
・ イベン ト開催時の活動
② 施設ボランテ ィアの人数
・ パ ソコン実習室44名 ・ 図書 ユ2名
・ マルチメディア実習室20名 ・ 子育て30名
・ 語学演習室10名 ・ 陶芸15名
・ ビデオ編集室'15名 ・ イベン ト17名
合計 延べ人数163名(113名)
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2ボ ランテ ィア活動推進の課題
(1)体 験活動ボランティア活動支援セ ンター
① ボランテ ィア登録者に対す る活動支援
② 広報活動の充実
③ 験活動奉仕活動推進か ら子 どもの居場所(地域子ども教室)へ
④CSVN(千 葉県学生ボランテ ィアネ ッ トワー ク)の支援について
(2)さ わやかちば県民プラザ 施設ボランティア
① 主催事業の学習指導者への登用
② 地域社会への活力還元
③ 新たな人材の発掘,育成について
④ 施設ボランティアの資質の向上にっいて
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研修 ・研 究事業 名
実践 事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
青少年の体験活動
独立行政法人国立少年自然の家国立那須甲子少年 自然の家
独立行政法人国立少年自然の家国立那須甲子少年 自然の家事業推進課
専門職員 水澤 豊子
1少 年自然の家について
(1)理 念 ・目的
「子どもを自然のなかに連れ戻そう ・子 どもを野山に放牧 しよう」(「自然 と子ども」天城 勲)
「自然の中でのさまざまな体験と施設での集団宿泊訓練の機会を提供 して,少年たちが自ら,自
然に親 しみ,美 しさや厳 しさを感 じ取る感性を高め,自 然の恩恵に触れて自然を大切にする心
と敬虚な心を養い,集 団宿泊訓練を通 じて,自 立,協 同と友情,奉 仕の精神を体得することを
支援する。
これらの体5剣こよって少年たちが心身を鍛え,身 近に起 こる問題 に立ち向か って,自 主的,
創造的に取り組んでいく 「生きる力」育てに役割を果たす」(独立行政法人 国立少年自然の家
理事長 松下 倶子)
(2)少年自然の家の施設数(国 立14(→ 資料)・公立170(全 国少年 自然の家連絡協議会登録))
(3)国立としての使命 … 先導性 ・広域性 ・地域q]核性
2国 立那須甲子少年 自然の家 の概要
(1)設置 ・… 昭和51年 国立第2番 目
(2)利用者 … 年間約16万 人の利用(学 校 ・社会教育団体 ・家族等)
(3)施設(本 館 ・キャンプ場 ・ロッジ)・フ ィール ド
3国 立那須甲子少年自然の家での体験活動 主催事業(平 成16年 度)
(1)指導者養成のための事業
① 第1～3回 体験学習研究教員ゼミナール8/17～18・10/21～22・11/11～12
② 青年ボランティア養成研修5/2～4
青年ボランディア資質向上研修9/18～20
東北北海道地区青少年施設ボランティア研究会11/27～28
③ 幼児教育等指導者研修8/23～25
④ 全国少年 自然の家職員等専門研修10/25～28
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(2)親子を対象とした事業
① 第1～6回 なすか しの森ウ ィークエン ドファミリークラブ
5/6/10/12/3月各1泊2日
② なすか しの森ファミリーフ ェステ ィバル10/16～17
(自然の家オープンデー 全国 「子どもと自然体験」フ エスティバル … 本部との共催)
③ スノーマライゼ ーシ ョンふれあい雪ん子親子ミーテ ィング1/8～10
_らくらくは は こ
楽幻母子のフ ィール ドパーティシングルマザーと子どもの自然体験④ 第1～2回
6/12～13・9/25～26
8/1^一10
(3)子どもを対象とした事業
① なすかし子どもアドベンチャー
受け入れ事業4国 立那須甲子少年自然の家での体験活動
(1)体験プログラム(→ 資料)
(2)直接指導 ・間接指導
5新 しい事業 ・プログラム 事例(→VTR)
「母と子のキ ャンプ」(シングルマザーと子どもの自然体験 「楽々母子のフィール ドパーテ ィ」)
(1)事業の概要
母子家庭の教育支援 と子どもたちの体験活動の充実
母子家庭の親子20家 族
週末1泊2日
国立那須甲子少年 自然の家(他 主に国立青少年教 育施設)
大人2,500円 子ども2,000円(食 事代 ・シーツ代等)
国立那須甲子少年自然の家
青少年野外教育振興財団(会長:草原克豪 拓殖大学副学長)
NPO法 人 日本工スコフ ィ工協会(フ ランス料理シェフ)
青少年野外教育振興財団 ・少年自然の家職員 ・学生ボランティア
① 目 的
② 対 象
◎ 開催期間
④ 会 場
⑤ 参 加 費
⑥ 主催・共催
⑦ 協 力
⑧ スタッフ
(2)プログラムの特徴
① 親子で作る野外での本格フランス料理(石釜クッキング含む)
② 母親のみの子育て談義(夜の情報交換会)
③ 学生ボランティアによる子ども託児サービス
④ 親子の自然体験活動
(3)事業の特徴
① 対象者の特質に応 じた事業
② さまざまな機関 ・団体 ・人のネッ トワーク
研 修 ・研 究事 業名
実践 事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
大学機能の開放 ・拡充
神奈川県相模原市企画部パー トナーシップ推進課
神奈川県相模原市企画部パー トナーシップ推進課 副主幹
藤田 雅之
相模原市における大学と地域の連携
1.相模原市の概要く特徴〉
(1)市内にある8つ の大学
(2)隣接する東京都町田市 との連携
(3)社会教育の蓄積
2.相模原市と大学との連携
(1)相模原 ・町田大学地域連i携方策研究会
(2)大学図書館と市立図書館 との相互協力
㈲ 市民大学
(4)産業分野での連i携
3.相模原 ・町田大学地域連携方策研究会
(1)市民 ・NPO・ 企業 ・行政 と大学のネットワーク化をはかり、
大学の知的資産を地域に還元す る仕組みを構築する。
(平成13年11月 政策決定)
(2)平成14年6月 研究会設置 基礎調査 ・シンポジウム
(3)平成15年6月 改組 情報基盤 ・モデルプロジェク ト
(4)平成16年7月 規約改正 検討部会設置 ・モデルプロジェク ト
(5)町田市と連携した運営体制(経 費も町田市と双方で負担)
(6)相模大野駅西側地区再開発事業を見据えた展開
(仮称)市 民 ・大学交流セ ンター機能
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[A]
新 しい教育課程と地域社会
千葉県木更津市教育委員会
千葉県木更津市教育委員会学校教育課 主幹兼指導係長 篠原 和行
1.は じめ に
2.「家庭 ・地域社会 ・学校によるトライアングル子育て運動」の提唱
・本年度の教育施策のキーワー ドは 「市民との協働」
3.学校教育を中心とした取り組み
(1)校務分掌に学社連携係を設ける
(2)学校支援ボランティア活動事業の推進
①環境整備支援
②教育活動支援
・教科 ・領域指導の補助、総合的な学習の補助、部活動指導の補助 等
・安全パトロー ル 等
(3)中学生社会(職場)体験学習推進事業
(4)学校評議員制度推進事業
(5)高等教育機関等との連携
4.社会教育を中心とした取り組み
(1)公民館を中心とした青少年関連事業
○生き生き子ども地域活動促進事業(地域住民会議主催:公 民館が事務局)
・公民館を使った 「通学合宿」
・地域の大人も参加した 「ミッドナイ トウォーク」
(2)アフタースクールポランティア養成事業
5.その他
(1)地域行事への小 ・中学生の参加
(2)木更津おやじの会
(3)地域や学校を支援する団体 等
6.お わ りに
・フ ッ トワーク とネ ッ トワー ク(ポ ジテ ィブに)
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8生 涯 学 習 の情 報 化 に関 す る研 究 セ ミナ..__
研 修 ・研 究 事 業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
生涯学習の情報化に関する研究セミナー
生涯学習情報 シ ステ ム 「学びネ ッ トあい ち」
愛知県教育委員会
愛知県教育委員会生涯学習課 生涯学習推進センターグループ主事
須田 邦之
愛知県生涯学習情報システム「学びネットあいち」 システム概要説明
1構 築までの取り組み
2サ ービスの内容について
(1)学習情報を探す
(2)コミュニケーションコーナー
(3)コンテンツ&ギ ャラリー
(4)その他の特別 メニュー
3情 報登録について
(1)ネットワーク機 関
※民間の活用について
(2)登録 の方法
4今 後の課題
・ 登録情報 の質の向上、量の増加
・ 利用者のニーズを把握
・ 学習コンテンツの充実
一101一
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
生涯学習の情報化に関する研究セミナー
市民の情報化 電子町内会
岡山市市民局市民総務課
岡山市市民局市民総務課 主事 峰松 秀年
1,岡山市における情報化
2.電子町内会とは
3,電子町内会の機能
(1)活性化のための機能
①e交 流(電 子会議室)
②カレンダー
③e情 報(情 報提供)
④岡山市か らのお知 らせ機能
(2)市民の市政への参画の場に関する機能
⑤e御 意見(ア ンケー ト・パブリックコメン ト)
4.電子町内会の今後の課題
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
生涯学習の情報化に関する研究セ ミナー
マル チ メデ ィア ボランテ ィア
厚木 市マルチ メデ ィアボ ランテ ィア
厚木市マルチメディアボランティア 代表 農田 秀夫
〈発足〉
平成10年11月1日 、厚木市が 「広報あっぎ810号 」で 「マイタウンあっぎ情報システム」の運
用開始(H11/2/1)構想を発義 これに呼応 してボランティア活動の意志 を表明。
平成11年2月1日 、厚木市情報プラザのオープンと同時に、マルチメディアボランティア(略称:マ
ルボラ)を発足。
<趣旨>
1、ふれあい と生きがいの場 として 自らをよ り豊かにする。
2、地域の人的資源を生か し情報化をめざした街づ くり推進の支援をする。
〈理念〉
「できる人が」 「できる時に」 「できることを」 「できる範囲で」活動する
〈活動拠点 〉
厚木市情 報プ ラザ ・・・… 別紙参照
所在地:厚 木 市岡 田3050厚木 アクス トメイ ンタワー2F批046・220・2711
http://www.city。atsugi.kanagawa.jp/
〈組織 〉
会員:現 在54名(男40名 女14名)、 年齢層20代 ～70代 、
職 業は会 社員 、 自営業、主婦 、無職、公務員 、学生 な ど
会費:な し
構成:代 表、副代表 、幹事、活動分 蝟1ぽ とめ役 、コーデ ィネ ー タ
会議:全 体会 、幹事 会、分野別会議 、WEB会 議
<活動 内容>
1、パ ソコン講 座(初 心者 向け教室)… 毎週土曜 午前10時 ～12時
(内容)「パソコンの基礎」、「インターネ ット」、 「メール」、「表計算」の基本操作
受講者定員:16名 受講料:無 料 運営形態:教 室スタイル
運営業務:テ キス ト作成、講師、アシス ト、司会 ・進行等
年間活動計画:4p参照
2、手ほ どき(パソコンの個人指導)… 毎週木曜 ・土曜 午前10時～12時
(内容)ワー ド、エクセル、メール、ホームページ、カード作り、画像処理、デジカメ等
受講者定員:10名休 曜)、4名(土曜)受 講料:無料 運営形態:棚1脂導
運営業務:受 講者の要望に応 じた1対1の個人指導
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年間活動計画 …4p参 照
3、外部講座(年 間計画に含まれない講座)
外部(公 民館、学校、民間団体、プラザ利用者等)か ら依頼 された講座
(内容)ワー ド、エクセル、メール、インターネット、年賀状、カー ド名刺乍り 等
受講者定員:主催者の要請に対応 受講料:無料 運営形態:教室スタイル
運営業務:マ ルボラコーディネータと主催者で企画、マルボラが運営
外部(出前 ・特別》講座等の活動報告 …5p参 照
4、 質 問 ・相談 コーナー(個 別 の質 問に答 える)… 毎週 土曜 午前10時 ～12時
(内容)イ ンターネ ッ ト接続 ホームページの作 り方、ファイルの管理等
WEB上 のコーナー …http://mh.at-g.net/mulvol/ing/wwwing,.cgi
受講者定員:な し 受講料:無 料 運営形態:個 別に質問に応ずる
5、 ホ ー ムペ ー ジ作 成 と支 援(情 報発 信 と メ ン テナ ン ス)… 随 時
(内容)厚 木市ホームペ ー ジへ の情報提 供 …http://、㎜.city.atsugi.㎞agawa.jp/
マルボ ラのホー ムペ ージ ・一http://mulvol.soc.or.jp/
ホー ムペー ジ勉 強会(■ 般市民 も含 む)
6、 広報紙発行(プ ラザニ ュース)… 隔月1回 発行
(内容)IT情 報、マルボラの活動報告、活動案内、情報 コラム、マルボラの人物紹介 等
プラザニュ 一ース28号、30号… 別紙参照
7、定例イベン ト(プラザサロン)… 随時 土曜午後
(内容)パソコンに関わるテーマで一般市民との情報交換をする場
参加費:無料 運営形態:講師から話題提供、参加者全員で意見交換
事例:パソコンで音楽こんなに最高、あなたとパソコンの囲碁対決、
見てみて私の年賀状、インターネッ ト情報収集術、災害時に活かそう貴方のパソコン 等
8、マルボラセ ミナー(マ ルボラのスキルアップう… 随時
(内容)画像処理、ホームページ作成HTML言 語 等
参加費:無料 運営形態:講師(マルボラ会員)による専門分野の学習会
9、地 域 との連携 … 随時
(内容)情 報交換と協力支援
厚木障害者PCサ ポー トクラブ、エ コーアップあつぎボランティア
デジタル福祉マ ップ作成支援(http://22L186,92.68/welfare/)、あっぎ防災ボランティア
〈実績 と成果 〉
○受講者総数5,745人(本 年7月 現在)
パ ソコン講座:2,637人+手ほどき:2,039人+外部講座:1,069人=5,745人
106
年間活動記録 ・・・…6p参 照
受講者の推移 ・・・…7p参 照
受講者の分析 ・・・…8p参 照
○受講者アンケー トか ら(抜A>…9p参 照
○メディア
・神奈川新聞に 「好評 マルボラのパ ソコン教室」掲載(H11!7/15)
・CATVテレビ 「教室風景、受講者の声」放映(H11/9/11・20)
・朝日新聞に 「人気 マルボラの手ほ どき講座 厚木市後押 し」掲載(H1315118)
<背景>
1、情報化社会 という時代背景 と地域のニーズがあったこと
2、ボランティア同士の善意 ・信頼 ・共同の精神で支えあってきた こと
3、行政(厚 木市)の 理解と支援があった こと
4、充実 した活動拠点に恵まれたこと、
<課題と展望>
1、時代の変化 と地域のニーズに即応 した望ましいボランテ ィア活動のあり方
2、情報プラザを拠 点とした活動から、地域へ と活動の輪を広げる展開 とその推進
・マルボラ活動をべ一スとして、地域に密着 した小グループによる更に機動的なボランティア
活動の推進
3、ボランティアと教育機関の連携 による望ま しい活動のあ り方
・(開かれた学校 空き教室 とパソコン 地域の教育力、ボランティア と地域 ・子供た ち)
4、地域でのパ ソコン教室運営のための設備 ・更新
・国のIT講 習(H13,14)の延長 として地域情報化の推進、情報機器の保守 ・更新
5、地域ボランテ ィア とのより緊密 な連務
・自然災害時におけるパ ソコンを活用 した防災システム
・障害をもつ人たちへの支援システム
6、マルチメディアボ ランテ ィアの活動分野について
・未来を見据えた活動分野の見直 し
〈まとめ〉
私たちの活動は、ボランティアと行政(厚木市)の連携が、理想的な形で運営されている典型的な事
例であると思っています。
私たちマルボラの活動が、地域の皆さまから理解され支援され、共に歩めるよう活動の輪を広げてい
くには、どのようにしたらよいかを模索していきます。
私たちは、パソコンを通じて地域の皆さまと共にふれ合い、生涯学習活動の輪が自然に生まれ、その
輪がまた新しい地域の輪を作って、「自然豊かなわが故郷 あつぎ」と「みんなでつくるITのまち あ
つぎ」が調和された心豊かなまちとなるための一助になることを願っていますO
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生涯学習の情報化に関する研究セミナー研 修 ・研 究事 業名
シニアの地域参加 のプ ラッ トホー ム実践事例名(テ ーマ)
NPOシ ニアSOHO普 及 サ ロン ・三鷹事業主体(実施機関)
NPOシ ニ アSOHO普 及サ ロン ・三鷹 理事 小澤 敏男者表発
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
生涯学習の情報化に関する研究セミナー
バ ー チ ャル ミュー ジ ア ム
東海大学海洋科学博物館
東海大学海洋科学博物館学芸課 課長補佐 柴 正博
1.バーチ ャル ミュー ジアムとは
■VirtualMuseum
辞書で"Virtual"を引くと、1.(表面上または名 目上そうではないが)事実上の、実質上の、実際上の、2.実効
のある、効果 的な、3.【光学 】虚(像)の、4.【物理 ・機械 】仮想の、という意 味があります。したがって"Virtual
museum"とは、「実在しないが、実質(実効)的な博物館」という意味になります。実際に私たちは、1996年ころ博
物館のWebペ ージを制作中に、Webペー ジが 自分たちの博物館の展示や構成の現実を写しだす鏡であるこ
とを感 じ、また私たちの理想の博物館像をWebページ上に構築することも可能であることも実感しました。
■博物館とは
博物館は単なる教育施設はなく、まずある"もの"を対象とした研究機関であります。研究対象のある"もの"に
ついて、それを調査 ・研究をして、資料や標本を収集 ・保管し、それをもとに教育 ・展示を行う複合的な機関が博
物館といえます。そして、博物館はある"もの"に関して興味のある多くの人たちが集う場(Communitysite)という
役割ももっています。
2.博物館の情報とその提供
■博物館は「蔵」
博物館 は、ある"もの"についての研 究・教育の資料が集積する場であり、その情報を管理し、公開する役割を
もちます。博物館での情報は、収蔵資料に関する研究情報 にはじまり、収集情報の登録管理、関連情報や展示
解説、教育行事の予定や企 画情報、参加者や友の会やボランティアの人的情報などさまざまあります。情報管
理とその提供については、デジタルデータをコンピュータによって管理し、それらのデータは展示や書籍等およ
びWebペ ージでも提供されます。
■情報を誰に提供するのか
博物館のHeavyUserは実は学芸員 自身です。そして、博物館の情報は博物館活動にとって、学芸員 自身
の情報共有化 のたあにも必要です。しかし、博物館は学芸員のためにだけあるのではありません。博物館はだ
れのためにあるのでしょうか。博物館 は現在や将来のために資料を保存し、それを利用する人たちのために存
在します。したがって、より多くの人に博物館を利用してもらい、博物館を将来にわたり維持していく必要がありま
す。
■情報をどのように提供するのか
博物館では、資料の情報の特性やその用途に応じて情報を整理し作成 して、管理します。そして、情報をデ
ジタルデータ化して、再利用できる形に整備し管理します。それらのデータはできれば、だれでも、どこでも利用
できるようにすることが必要です。具体的には、展示や書籍等およびWebペ ージという媒体で提供できるように
します。博物館の情報源は学芸員です。したがって、博物館とその情報が利用されるかいなかは博物館の中の
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人、すなわち学芸員の資料研究と情報提供にかかっています。
■博物館でのデータ管理とインターネット利用
博物館はある"もの"についての研究や教育の資料および情報が集積する場所であることから、その情報を集
積させてそれを利用するひとつの流れをつくる必要があります。そのためには情報をデジタルデータ化して、再
利用できる形に整備 し、複数のパソコンで利用できるネットワーク情報システムを利用することを勧めます。しか
し、博物館の情報管理の特殊性として、画一的な情報システムでは対応できないのが現状です。そのために、
博物館で働く学芸員や職員が自分たち自身で情報システムをつくることが、その博物館に一番あった情報シス
テムを構築する早道になります。
3.WWW
■ホームページとはWebサイトのtoppageのこと
インターネットとは、世界中に広がった物理的ネットワークであり、WWW(WorldWideWeb)はそれを利用し
た通信手段の中でハイパーテキストを実現したシステムです。日本では"ホー ムページ"とよばれるWebペ ージ
は、WWW上 にあるHTML(HyperTextMarkupLanguage)言語で書かれたファイルのことです。いまや、
インターネットは世界の通信手段の主要なものとなり、コンピュータや携帯電話はコミュニケーションの道具として
のインターネットの端末となりました。
■Webペー ジのしくみ
HTMLファイル は以下のように、タグ(コマンド)中にテキストと画像などのリンクを配置したものにほかなりませ
ん。したがって、HTMLファイルをつくるためには、文章(テキスト)と画像(イメージ)が必要です。H:TMLファイ
ルをつくっただけでは、Webペー ジを公開したことにはなりません。専用フォルダに作成 したHTMLフ ァイルを
ftp(FileTransportprogram)で、インターネットに接続したWebサーバに転送して完了です。
<html>
<head>
<title>タイトル<!title>
</head>
<body>
<p>文章 くノp>
〈IMGsrc="画像 ファイル 名"〉
〈Ahref=="リンク先URL"〉<ノA>
</body>
<1html>
■Webサーバの利 用
現在 、Webサ ーバ のシステム維 持 とハッキングなどに対す る安全性 確保 は重要 で、それ ができる管 理能 力が
なけれ ば 、レンタル サーバ の利用 を勧 めます 。
■Webペー ジの利 用
現在、Webペー ジは以下のようないろいろなことに広 く利 用 されてい ます。
ネットサーフィン:Webで気ままにリンクをたどり、いろいろなサイトを見 て回 り、新しい情 報 に出会 う。
探す ・調 べる:手軽 にWebペ ー ジの検 索をして、自分 の探 している情 報を手 に入 れる。す なわち、Database
searchtoolとしての利 用 。
予約 や 買い物:簡 単 に予約 、何 でも買 える、対話 できる。Interactivetoo1としての利 用。
Webペ ー ジの本 質 は、実は世界 的 で巨 大なデ ータベ ースです。しか し、ほとん どの人 はそれ をデ ーダー スと
111
4
気づかないで利用しています。
■博物館でのWebページの作成
Webページの素材、すなわち文章(テキスト)と写真(画像)のデジタルデータは、仕事の中で発生するもので
あり、それを利用できます。HTMLファイルの作成 は、HTMLが書ける人材があれば可能です。そして、各管
理部署が相互に連携 して、素材が利用できるシステムが必要です。そして、個性のあるWebページをつくり、学
芸員の顔の見えるWebページが作成されることを期待します。
HTM:Lファイルの作成やWebの利用については、Web上にある情報を利用し、Web空間から学んで個人の
スキルをあげることもできます。そのためにも、インターネットが利用でき、LAN環境がある館内システムの整備
が必要です。根本的には、館内でのWebペ ージの必要性に対する理解とコンピュータシステムの導入の意思
決定がされなけれ ば、いつまでも困難がつきまといます。
■Webページの活用と作成業務の確保
現実の問題点としては、Webペー ジの業務に携われば、職員が二重の仕事を背負いこむことになります。また、
ウィルスやハッキングなどの頻繁な攻撃に対して個人の力で対応するセキュリティー管理には限界があり、Web
サイトの組織的な管理も必要です。したがって、Web利用にっいては、博物館で業務のひとつときちんと位置付
け、Web利用を前提とした新たな博物館体制の積極的な整備が必要です。インターネットを利用した新たな博
物館活動の 目的と試行のためには、それなりの新たな投資が必要です。
■博物館のWebページの現状
WWWが 一般的なメディアになったために、Webペー ジは重要な広報手段です。ネットはチラシに勝つ場面
もあります。博物館のWebサイトの所在 はさまざまで、独 自運用サイトで運用しているところもありますが、上部組
織や 関連組織 のサイトまたは他組織のサイトに依存 しているところもあります。できれ ば、独 自運用サイトでの運
用を勧めます。
Webページの内容ですが、施設紹介や展示内容紹介だけで、ほとんど更新されなかったり、問い合わせがで
きないところもあります。これでは、アクティブでなく魅力も感 じないので、やがて見に来る人もいなくなります。ま
た、現在博物館のデータベースが公開されているところもそれほど多くありません。
博物館 に行きたいと思っている人に対して、交通アクセスや展示内容などの情報提供が不十分な場合も多く
見られます。すでに現在、Webペー ジはその組織や個人の社会的認知の点ですでに不可欠なものになってい
ます。すなわち、Webペー ジをもっていないことは、社会的に存在していないことに等しい社:会になっています。
したがって、博物館のWebページを充実させることは、博物館の社会的存在を示し、博物館の経営や教育活動
の重要な要 素となっています。
■博物館のWebページとは
博物館におけるWebペ ージとは、媒体をかえた博物館活動であり、バーチャル(それ 自体存在しないが実質
上の)博物館 です。インターラクティブに、リファレンス対応などや新しい形態の教育活動の場ともするべきです。
Webページは現実の博物館の鏡です。また、Webペー ジにはその組織や個人の本質(実質)が出てしまうこと
から、ある面恐ろしい媒体でもあります。個人や組織の勢いや姿勢がそこに反映されます。ページ更新がなけれ
ば活動が停滞している意味にもなります。その意味からも、単なるパンフレットを電子化したものでは、いずれそ
の博物館もパンフレット同様に捨てられる運命になります。
また、博物館の電子情報化という点でも、Webページの果たす役割は大きく、情報が電子情報化されていな
ければWebページにも掲載されません。このように、Webペー ジを構築することは、博物館の本質につながるこ
≧になるので、博物館のドメインや活動を見直し、新しい次世代の博物館活動のためのシステム設計を早急 に
(以下省略)
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9全 国体験活動ボランティア活動推進研究セミナー
研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国体験活動ボランティア活動推進研究セミナー
コーデ ィネー ター養成 講座 の取組
さわやかちば県民プラザ
さわやかちば県民プラザ 副主査 角田 敏雄
1さ わやかちば県民プラザ とは…
2さ わやかちば県民プラザにお けるコーディネーター養成講座 の取組
(1)プログラムの移 り変わ り
平成12・13年 度 「ボランティア ・コーディネーター養成講座」(2年間)
平成14年 度 「ボランテ ィア ・コーディネーター養成講座」
平成15年 度 「生涯学習ボランテ ィア ・コーデ ィネー ター養成講座」
「青少年体験活動ボランテ ィア活動 コーデ ィネー ター研修講座」
平成16年 度 「生涯学習ボランテ ィア ・コーデ ィネー ター養成講座」
「青少年体験活動ボランテ ィア活動 コーデ ィネー ター研修講座」
(2)基本的な考 え方
① 昨年度まで
「生涯学習やボランテ ィアに関す る理論 とフィール ドワー ク、コーデ ィネー ター と
しての資質を高 める内容(相 談の実技や研修プログラム作成等)を 含む必要がある」
② 今年度か ら
「知識や情報の獲得 よりも態度 ・行動の変容すなわちコーデ ィネー ター シップの向
上が重要である」
(3)講座の実施内容
① 対象
② 学習プ ログラム
③ 受講者の振 り返 りか ら
3成 果 と課題
(1)昨年度までの取組について
(2)今年度(6月 ～9月)途 中経過
(3)課題
資料1～5:平 成12年 度 さわやかちば県民プラザ 研 究紀要
「生涯学習ボランティアセンターにおけるボランティア ・コーディネー ター
のあ り方 とその養成について」より
資料6～8:平 成14年 度 さわやかちば県民プラザ 研究紀要
「ボランティア ・コーディネーター養成講座の実際」 より
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平 成16年 度 生涯 学習ボランティア ・コーディネーター養 成講 座
回
1
z
3
4
5
6
7
8
9
io
11
12
13
月日
6月17日
6月24日
6月25日
7月8日
7月16p
9月3日
9月yo日
9月17日
10月1日
10月中
10月14日
10月28日
11月11日
曜日
木
木
金
木
金
金
金
金
金
未定
木
木
木
時間
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
学習内容 学習方法 講 師 会場 日直
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
地域社会の現状(少子高齢化、
情報化、国際化、子育て、環境、
健康等)から諸課題を掲げる。
テーマ別にグルー に分かれ、
課題解決にせまるボランティア
活動の必要性、有効性、可能性
を提案する。
コーディネートにおける諸課題か
らコーディネーターとしてあるべ
き態度や行為を提案する。
協働学習
協働学習
協働学習
民間講師D
民間講師D
民間講師D
中研1
中研2
中研1
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター 研修講座との合同研修
「生涯学習…」受講生懇親会 協働学習 職員 中研1
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
現地研修
グループごとの学習 ログラム
の作成
見学
協働学習
職員
職員 中研1
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
青少年体験活動ボランティア活動コーディネーター研修講座との合同研修
115一
平成16年度 青少年体験活動ボランティア活動 コー ディネーター研修講座
回
1
2
3
4
5
s
7
8
9
10
11
12
13
月日
6月17日
6月24日
6月25日
7月7日
7月15日
9月2日
9月10日
9月24日
10月1日
10月中
10月8日
10月28日
11月11日
曜 日
木
木
金
水
木
木
金
金
金
未定
金
木
木
時間
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
学習内容
オ リエンテー ション・「自己啓発」
(目的:自分とは何か?)
「問題解決」「自己発見」(目的:
何のためにコーディネートするの
か?)
目標「どのようなコーディネー
ターをめざすか」・(終りにプラザ
所長よりエールを送る)
青少年の背景(家庭教育力の低
下、地域教育力の低下、異年
齢 ・異世代間交流の減少、問題
行動の深刻化)から課題を掲げ
安全・安心な集いの場、活動の
場「子どもの居場所」とは何かを
定義する。
「子どもの居場所づくり」のため
のプランを提案する。(コー ディ
ネートの素案づくり)
現地研修計画の立案
受講生懇親会計画の立案
「青少年…」受講生懇親会
学習プログラム立案の留意点
模擬学習プログラムの検討
現地研修
グルー ごとの学習プログラム
の作成
グルー ごとの学習 ログラム
の発表及び協議
これからのコーディネーター活動
反省と抱負 修了式
学習方法
協働学習
協働学習
宿泊研修
協働学習
協働学習
協働学習
協働学習
協働学習
協働学習
講義
協議
見学
協働学習
協働学習
講義
発表
講 師
大学教授A
大学教授A
大学教授A
カウンセリング研究所長B
カウンセリング研究所長B
カウンセリング研究所長B
職員
職員
大学助教授C
職員
職員
職員
大学教授A
会場
中研1
中研1
中研1
中研1
中研1
中研1
中研1
中研2
中研2
中研1
中研2
中研1
日直
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例 名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国体験活動ボランティア活動推進研究セ ミナー
地域 のネ ッ トワー クと 自立 に向けて
国際理解教育情報センター
国際理解教育情報センター 代表 藤井 誠
(バックグラン ド)
・滋賀県地域教育力体験活動推進協議会副会長
・NPOプロデューサーとして、企業 ・行政 ・NPOなどとのパー トナーシップによる環境 ・
人権 ・国際理解などをテーマとしたプロジェク トをプロデュースなど。
(ポイン ト)
地域の個性を生かした自前、 自立による体験活動の場の創造。
↓
子どもを中心に据えたコミュニティづくり。
↓
幅広く住民参加のまちづくりを実現。
(デザイン)
・シンプルなしくみ → 地域の理解、参加の促進
・役割分担の明確化 → 活動の効率化
・日常的支援システムの構築 → 地域教育支援センターの必要性(検討中)
地域コーディネーター
(教委 ・公民館等に配置)
∠7▼ ▲
地域教育協議会 学校コーディネーター
(学区 ・自治会単位で)(す べての学校現場)
Rズ
県市町村教委 → 地域教育支援センター<卜 一 大学、企業、NPO、住民等
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(考え方 ・取 り組み)
:・目 的}・ね ち い ・'
(思いや願いの共有)
ユニバーサルデザイン
(UD)
(人権をべ一スに)
パ ー トナ ー シ ップ
(PS)
(行政 ・企 業 ・NPO等)
地域教育支援センター
(アウ トリーチによる現場型支援活動)
・学校教育における校内研修 ・
・授業計画の立案支援 ・
・地域コーデ ィネーターの相談、活動支援 ・
・企業 ・NPO等への推進活動 ・
(人材養成 ・ステ ップアップ研修の提供)
(調査、研究活動)
(独自のプロジェク トの立案、実践)
.・,・事 業 内 容
(プログラムコーディネー ト)
(手法 とアイデァ)
.運営方法
(運営 マ ネ ー ジ メ ン ト)
(人 ・もの ・金 ・情 報)
豊かな学校教育プログラムの実現
地域における体験活動の場の創造
地域団体の連携と活性化、新しい団体の創造
人権をベースにユニバーサルデザインの考えを大切に
多様な参加 と役割分担 ・パー トナーシップ、みんなで考え、みんなで取 り組む
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研 修 ・研 究事 業名
実践 事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国体験活動ボランティア活動推進研究セミナー
高校生 に よる取組 ～ボ ランテ ィア活動 を通 して～
東京女学館高等学校
東京女学館高等学校 ボランティア部前部長 大川内 佳菜
1.ボ ランティア部 の通常の活 動内容 と体験談
・保育園
・学童館
・老人ホーム
・フィリピンでの植林活動
2.「ボ ランテ ィアの犬 たち」詩 との出会い
3.ボ ランテ ィア活動 の原動力
4.部 長時の特別活 動 の内容
・3校合同のフリーマーケ ット→売 り上げは トルコ大地震被災地へ
{
・老人ホームの活動に小学生参加
・車いすマップ作 り
5.現 在子供たちがおかれた環境と要望
一119一
大都市のイメージが強い渋谷、広尾、恵比寿ですが、一歩入ると自然も多 く、
様々な魅力のある施設もたくさんあります。
車いす利用者の方々にその魅力を知っていただきた く、自分達自身の手で車いす
利用者専用のマッヌを作ることにしました。実際に車いすに乗 り、車いすの方の
視点に立ってつ くることを心がけました。皆様の 「新 しい渋谷」発見のお役に
立てれば幸いです。
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全国体験活動ボランティア活動推進研究セミナー研 修 ・研 究 事業 名
放課後等の居場所の取組実践事例名(テ ー マ)
江戸川区教育委員会事業主体(実施機関)
江戸川区教育委員会事務局学習 ・スポーツ振興課
すくすくスクール担当係 荒井 規仁者表発
1.「す くす くスク ール」 の願 い
21世 紀 を担 う子 ども達が未 来に 向か って明る い希 望を抱 き、心身 とも に健康
に育 つため には、家 庭 ・地域 ・学校 な どさ まざまな分 野の"教 育"が しっか りと
責任・を果た してい くことが とても大切 です。
しか し、核 家族化 や生活 スタ イル ・交通環境 ・空 き地 や路地 裏 などの自由な空
間の 消失 とい った、様々 な時代の 変 化 によ って、家庭 での 教育 ・地域での摯 育の
役割が 果た しにくく な り、"新 しい教 育"の 仕組 みづ くりが必 要 とな りま した。
一方 で は、昼 間就 労等 で留守 にな る家庭 が増え、学 童 クラブ機 能の需要 も大き
くな ってき ま した。 そ こで …
①遊びも学びの一つ、子ども達が心から安心して学びを見出す時間を過ごせる場
②子ども達が異なる年齢の仲間と、自由な空間の中で自ら未来を創造できる力を育てられる場
③昼間、保護者が留守の家庭の児童も、共に学び、生活できる場
④地域の方々と共に、みんなで育ち ・みんなで学ぶ地域教育の場
⑤保護者がさまざまな人々との関わりの中で、多様な子育てができる家庭教育の場
この ような たくさんの 願 いを込めた場 所 と して、 これまでの教育施
策 にさらに工 夫を加 え、次代 を支 える地域の 子 どもを地域 ・保護 者 ・
学校 との 連携 のも と、小学校 施設を活用 し、学童 クラブ機能 も備えた
す くす くスクール事業 を各小学校で実施 します。
地域 ・家 庭での教育 の、よ り一層 の活 性化 を図 る"地 域 ・保 護者に
亀よ る第二の学 校"こ そ が 「す くす くスク ール 」です。
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
全国体験活動ボランティア活動推進研究セ ミナー
ボランティア活動活性化ツール実態調査の結果概要と具体的な取 り組
み事例について
(財)さわやか福祉財団
(財)さわや か福 祉財団
子 ども と交わ ろ うプ ロジェク トコーデ ィネー ター 有馬 正史
1.ボランテ ィア活動活性化ツール とは
・「青少年 の奉仕活動 ・体験活動の推進方策について」中央教育審議会答 申をもとに
・定義の決定について
2.ボ ランテ ィア活動活性化ツール実態調査について
・ボ ランテ ィア活動活性化ツール調査研究委員会開催
3.ボランティア活動活性化 ツール実態調査の結果概要にっいて
・学校 での取 り組みについて
・地域での取 り組みについて
4.ボ ランテ ィア活動活性化ツールの具体的な取 り組み事例
・ふれ あいポランティアパスポー ト(学校 ・児童生徒)
・ボランティアポイン ト制度(地 域 ・児童生徒)
・学校支援ボランティアパスポー ト(ス クボラパス)(地域 ・大人)
・エ コ ・ポイ ン トカー ド(地域 ・誰で も)
・「周」(地域通貨)
・ふれ あい 「こまカー ド」(地域通貨)
5.普及のための提言
6.そ の他
情 報 提供(文 部科 学省 の報告 書全 文掲 載 ホームペー ジ)
http:〃www.mext.go.jp/a_menu/shougai/houshilkekka/04051201.htm
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10学 習 プ ログ ラム研究セ ミナー
研修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習プ ログラム研 究セ ミナー
情報ボランティア養成研修
栃木県総合教育センター
栃木県総合教育センター生涯学習部 社会教育主事 関澤 幸夫
事例研究① 〈情報教育〉
「情報ボランティア養成研修」
1情 報ボランティア養成研修の概要
2情 報ボランティア養成研修実施の背景
3学 習プログラム作成上の工夫
4研 修中の状況(グ ループ演習を中心に)
5研 修後の状況(研 修修了者の活動とその支援)
6プ ログラム立案の視点(ま とめにかえて)
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習 プ ログ ラム研 究セ ミナー
障害児体験活動支 援事業 「和 き ・合 い ・愛塾 」
福岡県立社会教育総合センター
福岡県立社会教育総合センター学習サポー ト班 企画主幹
瓜生 郁義
1事 業実施の背景
いま、福岡県の子どもたちにどのような体験活動が必要なのか
体験活動の実施状況と子どもの参加状況
「平成15年度完全学校週5日制の実施に係る実態調査より」
・障害のある子どもの土曜休業日の過ごし方で 「何もすることがない」との回答が
多い
・盲 ・聾 ・養護学校関係者及び保護者の 「地域活動への参加」や 「体験活動への
参加」の要望が多い
2事 業の趣旨
完全学校週5日制のもと、各地において子どもの体験活動の機会と場の充実が図られ
ているが、障害のある子どもを対象にした取組はほとんど実施されていない状況にある。
そこでこアンビシャス運動12の提案 「地域ぐるみで子どもを育てよう」「自然を体
験しよう」を踏まえて、障害のある子どもたちが地域社会の一員として、生涯にわたっ
て様々な人々と交流し、主体的に社会参加しながら心豊かに生きていくために、コミュ
ニティーサポーターを配置し、障0のある子どもたちの地域活動支援を行って行くとと
もに、週末等を活用した自然体験 ・交流体験 ・生活体験等、体験活動支援事業を実施し、
障害のある子どもの体験活動の機会と場の拡充を図る。
3実 施期間 平成16年度～平成18年度
4事 業内容
(1)コミュニティーサポーター配置事業
盲 ・聾 ・養護学校の児童生徒が地域行事に参加しやすい体制を構築するために、アン
ビシャス広場や地域行事に参加する際のサポートを行う。
(2)障害児体験活動支援事業
①週末を活用した障害児の体験活動支援事業
県立青少年教育施設において1泊2日 の宿泊体験活動を実施する。
②事業連絡会
委員は学識経験者、本庁各課、県立盲 ・聾 ・養護学校、会場施設職員で構成し、本
事業の推進にかかわる事項について協議する。
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5週 末等を活用 した障害児の体験活動支援事業
(1)事業名 障害児体験活動支援事業 「和き ・合い ・愛塾」inOOO
(2)実施会場
①福岡県立少年 自然の家 「玄海の家」
②福岡県立英彦山青年の家
③福岡県立社会教育総合セ ンター
(3)実施回数1泊2日 ×年3回 程度
(4)対象者
①少年自然の家 「玄海の家」 ・・… 盲学校
②英彦山青年の家 ・・・・・・・・… 聾学校
③社会教育総合センター ・・・・・… 養護学校
(5)募集方法
① 各学校に対 して、各施設から毎回募集要項 を配布する。
② 各学校は希望を取 りまとめの上、各施設に申 し込む。
③定員を超 えて参加申込があ った場合は、各施設で判断する。(可能な限 り柔軟 に対
応する。)
※盲 ・聾 ・養護学校からの要望等
①長期休業期間中に10は実施して欲しい。
②年度ごとに施設を変えて欲しい。
③小 ・中 ・高合同の事業を考えて欲しい。
④健康面、安全面で課題のある子どもが多いため、専門スタッフの配置をお願い
したい。
⑤参加入数を超えて申込があった場合の対処法を考えて欲しい。
⑥障害種別のプログラム(コース)を入れて欲しい。
⑦制作活動や創作活動を取り入れて欲しい。
6「 和き ・合い ・愛塾」inさ さぐ り活動プログラム
(1)子どもの体験活動
絵画(水 彩画)、ハ イキング(鳴 淵ダム)
(2)親子の体験活動
創作活動(陶 芸)
(3)親同士の交流活動
料理(ピ ザづくり)
(4)親の悩み相談
家庭教育相談
(5)ボランテ ィア活動
施設ボランテ ィア(若 杉の会、篠栗陶芸クラブ)
7課 題
(1)参加状況
(2)参加者アンケー ト
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習プ ログラム研究 セ ミナー
地球人のための環境学習
山形県村山市教育委員会
山形県村山市教育委員会生涯学習スポーツ課 派遣社会教育主事
井上 敏春
1プ ログ ラム 作 成 の 背 景
これ まで本市では、保健課や社会教育課な どで、環境教育をテーマに した市民向けの講座を開催 し
てきた。特に教育委員会では、平成14年 度に 「市民大学 む らや ま元気塾」を開講 し、よ り多 くの
市民 を対象 に環境教育に取 り組んできてい る。
・…〈 市 ・社 会教 育課 お よび む らや ま元気 塾 市 民委 員会 主催 の プ ログ ラム 〉"……
・H13生 活環 境 を考 え よ う(5回 シ リー ズ)※ 市民一般 対象
・H14村 山版 あ るあ る大事 典(第4回)※ 〃
・H16子 どもエ コクラ ブ(5回 シ リー ズ)※ 小学 生対象
〃 市庁舎 内 でエ コ ・オ フィス ・プ ラ ンの実施
地球環境 を考える動 きが各方面で見られ、企業や 自治体、学校等でのISO認 証取得の話題 も多い。
市民 レベルでは、'女性団体等を中心に身近 な環境問題 を考 える実践やセ ミナーが行なわれ ている。
2プ ログ ラ ム作 成 上 の 工 夫
生涯学習プログラムは、本来、学習者 自らの興 味関心に基づき、学習内容を主体的に組 み立ててい
くことが大切 であると考える。実際、主体的 な学習 を求めて、行政や民間で開催 しているプログラム
に参加 した り、地域や仲間で集って学習 を進めている市民 も見 られる。 しか し大半は、「生活その も
のが生涯学習」 とい う観点を離れ、 日々の生活で手一杯 とい う現状 も見 られ る。
一方、私 自身がこれ まで取 り組 んできた学校教育現場では、児童生徒が 自らの興味関心に基づき、
個 を大切に した学習プランを組み立てよ うとす る研究が主体 となっている。
そ こで、これまで どちらか とい うと受動的であった生涯学習プランに、 「選択的な要素」 と 「学習
者 自らの意思決定の必要な場面」を備 え、できるだけ能動的 ・主体的に取 り組 めるプログラムを考え
てみた。その際、学習者 自らの 「気づき」が 「関心の高ま り」 とな り、課題に対す る 「追求者」とな
り得 るよ うに、①足元を見つ め→②理論構築 し→③体験を通 して→④興味関心 を広げ→(⑤ 実践 と①
足元を見つめ直す)と い うサイクルが出来上がるよ うに仕組 んでみた。
また、中心対象 を 「親子」に、テーマを 「未来の地球の姿Jと することで、各家庭からスター トす
る環境学習プログラムを仕組んでみた。
3実 施 概 要
(1)募 集 期 間
(2)チラシ配布
(3)受 講 対 象
(4)受 講 料
平成15年6,月～講座終了時 まで
市内全戸(約9,000戸)、 市内外の公共施設等、市内各小 中学校
お もに親子(小 学生以上)ま た一般、子 どものみ も参加可
コー スで受講 大人2,000円 、子 ども1,000円
1回のみ受講 大人1,000円 、子 ども500円
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研修 ・研 究 事業 名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習プ ログラム研 究セ ミナー
家庭教育アカデミー
神戸市PTA協 議会
神戸市PTA協 議会事務局 次長 藤原 猛
1ア カデ ミーが目指す こと
2
3
4
5
学習 目標
★子どもたちのために学ぶ[⇒ ☆地域社会に学習成果をかえす
★自らを高める ☆明るく住みよいまちづくりの
《つなぎびと》を目指す
学習 ・活動の しかたくプ ログラム〉
★半年を1学 期 とし、2年 間4学 期制
★各学期の学習内容
神戸市PTA協 議会の組織
修了生の活動例
6問 題点 ・課題
7神 戸市PTA家 庭教育アカデミー会則
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習 プ ログ ラム研 究セ ミナー
紀南広域圏 「女性の人権」
ジェ ンダー フ リー キャラバ ン実行委員 会
ジェンダーフリーキャラバン実行委員会 実行委員長 松下 泰子
1.背景
H、9、F田 辺女性センター」オープン
H.で0.講潰会 等(留藤公雄 ・赤松彰子 ・小itl真知 子 ・上 野千鶴子 ・中村彰 ・
u橋邦子 ・中西豊子)
H.れ.女 性 のエンパワーメントのための男 女共 同参画学習促進事 業
「起業支援 ・ネットワーク支援 ・男の生き方再発 見セミナ 一ー」
t-t.壌2.和歌 山 県 男 女 共 同参画り一ダー養成セミナー
f男女 平等教 育をめざして1
2,プログラム作成
● 啓発 活動として自分たちができること→人形 劇と奥 山和弘さんとの出会い
● 人形 劇や紙芝居等を使ったワークショップ
O身 近 にある不平等 に気づくための物 語づくり
● ファシリテーターとゲルー プワーク
3.成果
O各 地 域 での活 動とネットワーク
● 参加 者や実行委員 のエンパワーメント
●H.可4女 性 センターから男女共 同参 画推進 室へ
● 田辺 女性 センターからの独立「人形劇 団ウイッシュ」
→「ジェンダーブレイクあいあい」
●H.15、男女の家庭生活 ・地域生活充 実支援事 業fいきいき子育て、わたし流」
〔参考 文献〕
奥山 和弘 「一 寸ちゃんがゆくJFしきたり雀J「サルカニ・バイオレンス」
「男だてらに女泣き」
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ワ ー ク シ ョッ プ プ ロ グ ラ ム
第1回 「ジ ェン ダ ー っ て な に?」
7.あ いさつ
2.ウ イッシュポエム風 自己紹 介
3.紙 芝居 「一 寸ちゃんがゆく」
4.旗 揚 げアンケート(ジェンダーチヱック)
5.グ ルー プディスカッション
(テー マ:紙芝 居 や アンケー トの 感 想 や身 近な不 平等など)
6.発 表
7.ま とめ
5分
15分
25分
20分
30分
15分
「0分
第2回 「あ た り前 の 慣 習 の 中 に 気 づ く不 平 等 を語 ろう」
1、 前 回 の確 認5分
2.男 らしさ、女 らしさから連想 される言葉 のゲームyo分
3.ル ール説 明5分
4.KJ法 テーマ:身近にある男女 の不平等 について
① ディスカッション25分
② カード記 入75分
③ カード出 し ね 分
④ キーワー ドつけ10分
⑤ 発 表用レイアウト 得 分
5.発 表i5分
6.ま とめ 壌0分
第3回 「作 っ て み よ う ・や っ て み よ う く 物 語 作 り 〉 」
1.前 回の確 認5分
2.ドラマのこんなシーン、ジェンダーの視点で見ると?70分
3.ル ール説 明15分
4.こ んな会話 って素敵1(寸 劇 ・人形劇 ・紙 芝居のストー リー 作 成>80分
5.発 表5分
6.ま とめ5分
第4回 「い よ い よ 仕 上 げ だ1」
1.あ いさつ5分
2.こ んな会 話って素敵!(ス トー リー 作 成 ・リハ ーサ ル)110分
3.ま とめ5分
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
学習 プ ログラム研 究セ ミナー
まちづ く りプ ランナー養成講座
岩手県北上市教育委員会
岩手県北上市教育委員会事務局生涯学習文化課 生涯学習係長
高橋 春男
1講 座実施の背景
平成13年3月 北上市総合計画策定(13年度一22年度)
16公民館単位に住民自ら策定した地域計画を盛り込んだ
9月 地域計画を生涯学習の面から推進する地域リーダーを養成しようと
まちづくりプランナー養成講座を開設した。
13年度24名 受講
14年度22名 受講
15年度24名 受講
16年度27名 受講 中
2講 座の 目的
①まちづくりのための、生涯学習講座の企画 ・運営が」できる
②生涯学習についての基礎知識がある
③北上市(地域)の良さについて、アピールできる
④ 自分の専門知識がある
⑤支援的立場から、リーダーシップが発揮できる
3プ ログラムの特色
①体験学習を中心とする
②地域を体験するため、バス見学を交える
③企画しただけで終わらせないように成果物は次年度の講座として実施する
416年度プログラム
資料1参照
フォローアップ講座は16年度より実施
5課 題
①まちづくりプランナーというブランドの定着化
②まちづくりプランナーの組織化
③行政の対応(協働の視点で)
(プランナーとして、地域として)
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資料1
まちづくりプランナー養成講座プログラム
回
i
2
3
4
5
期 日
6月20日
(日)
7月4日
(日)
7月18日
(日)
9月12日
(日)
a,月25日
(金)
時 間
9:30^一16:30
9:30^一15:00
15:00^17:00
18:00^一20:00
9:30^16:30
9:30^一16:30
18:00^一21:00
学習時間
数
z
10.5
7
7
3
テ ー マ ・ 内 容
「まちつくリプランナr」になって
あなたも地域で自分を活かしません
か?
自分も相手も楽しい「まちづくりプラン」
と活動事例
(H13-15修了者との交流)
北上市を再発見しよう1
成功する学習講座の企画と運営
自分も楽しく相手も楽しい
北上市づくりの具体策
備 考
・受講者の自己紹介(なかまづくり)
・総合計画について
・まちづくりプランナーの役割と公民館
運営の改善
・生涯学習概論
・受講者による北上市の壁新聞づくり
・H13-15年度受講者による事例発表と
Q&A
・プランナー全体の交流会
・市内のバス見学とそれを活かしての生
涯学習講座企画
・学習講座の企画と発表
・次年度の具体的計画づくり
・H13-15年度プランナーとの連携作り
嘱
口 言 間 34.5
まちづくりプランナーフオローアップ研修プログラム
回
1
2
3
4
5
期 日
5月8日
(日)
7月4日
(日)
9月11日
(土)
12月4日
(土)
2月25日
(金)
時 間
9:30^一16:30
15:00^一17:00
18:00^一20:00
9:30^一16:30
18:00^一21:00
18:00^一21:00
学習時間
7
4
7
3
3
テ ー マ ・ 内 容
継続イベント「お祭り大好き隊」の維持
とH15年度企画講座の実施計画
車座 会
～今までの活動成果と苦心したこと,
していること～
前半は事例発表・後半は座談会
まちづくりプランナーの
知名度を上 げよう
人を育てる・まちを育てる
自分も楽しく相手も楽しい
北上市づくりの具体策
備 考
企画講座の継続または新規計画の策
定を行う
前半は、H16年度養成講座内での発
表
後半は全体の懇談会
プランナーを知らせるチラシ、HPなどの
企画 ・製作について
16年度の新規プランナーのフォロー に
ついて
全体総括と座談会
ハ合言 間' 24
講師紹介 崎 山みゆ き氏
神奈川県横須賀市生まれ。桜美林大学院 修士課程 国際経営学専攻
修士論文テーマ、「生涯学習としてのキャリア開発プログラムの試行と考察」
1996年、企業経験を活かし、フリー ランスの講師として独立。2003年より株式会社 自分楽研究所
代表取締役に就任。生涯学習活動推進のコンサルテーションと人材養成 、「大人に対する教え方」
教育プログラムの開発などを、地方 自治体・企業・学校・異業種 交流会などで行っている。
厚生労働省の助成事業として、中高年の心と体の健康づくり事業も推進している。
北上市のまちづくりプランナー養成講座 立ち上げから携わっている。
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11社会教育事業の評価に関する研究セミナー
社会教育事業の評価に関する研究セミナー研修 ・研 究 事業名
これからの行政評価実践事例名(テ ーマ)
千葉県市川市企画部行政改革推進課事業主体(実施機関)
千葉県市川市企画部行政改革推進課 課長 笹原 智者表発
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研修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育事業の評価に関する研究セミナー
国立青年の家の事業評価
独立行政法人国立青年の家
独立行政法人国立青年の家本部 本部長 服部 英二
1国 立青年の家(独 立行政法人)の 事業評価の取組の経緯
(1)独 立行政法人制度の概観
(2)国 立青年の家のミッションステー トメン ト
(3)国 立青年の家に求められていること
2国 立青年の家における業務実績評価の実際
(1)法人の業務実績評価 に関す るシステム
(法人としての内部評価、文部科学省 ・総務省評価委員会か らの外部評価)
(2)国立青年の家における内部評価、 自己点検 ・評価 の視点
① 存在意義の検証 外部への説明責任(ア カウンタビリティ)
② インセンティブを与える評価 、施設が活性化するための評価
③ 計画的な取組 目標管理に資す る評価
Plan(計画)→Do(実 践)→See(Check)(評価)→Action(改善)
<目 標管理による計画的な運営 → クリエイティブな営み>
What(何 を行 うのか)目 標 ・計画 ・方針は 明確に
How(ど のように実現 していくか)現 場の 創意で
Why(な ぜ やるのか、必要性)意 味付けを皆で 共通理解
(3)国立青年の家の業務実績評価 を行う上での留意点
①[も のさし ・座標軸1としての客観性、検証性
② 改革 ・改善のための一つのッール
③ 独 自性、オ リジナルな ものへ の配慮
3最 近の国における行政評価の動向
(1)目的(国 民への説明責任、効率的で質の高い行政、成果重視へ転換)
(2)評価の観点(必 要性、効率性、有効性、公平性、優先性)
(2)独立行政法人に対す る評価(見 直 しの視点一国として関わる必要性等)
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4国 立青年の家におげる業務実績評価の成果
(1)国 立青年の家としての役割の再確認、公的機関としての位置付け
(2)青 年 の家のミッションを踏まえた事業展開
(3)利 用者サービスの向上、事業 の質の向上
(4)各 施設の立地や特色な どを活か した運営(オ ンリーワンの活動、独自性
の発揮、組織のコアコンピタンスの認識、教育資源の活用 な ど)
(5)取 組や成果の普及、情報の積極的な発信、広報活動の充実
(6)業 務の効率化、法人化 を活か した運営の合理化
(7)職 員の意識改革、組織 ・システムの見直 し
5課 題 と今後 に向けて
(1)評 価のための評価への危惧
(2)独 立行政法人制度に関わる運営上の課題
(3)「 教育事業における評価」 の難 しさ
① 教育事業成果の検証の困難性
(インプッ ト(資源の投入)→ アウ トプッ ト(活動)→ アウ トカム(成 果)
{資源の投入→活動}な ど組織内のマネージメン トは
「効率性の算出 ・管理が比較的容易」
{活動→成果(効 果)}などマネージメン トの結果によるパフォーマ ンス
は 「分析評価、有効性の検証が難 しい」
② 「暗黙知(経 験知)」と 「形式知(命 題知)」とのスパイラル
暗黙知は 経験の反復 によって具体化 される思考スキル(セ ンスや勘)
や行動スキル(熟 練 ・ノウハ ウ、技やコツ)
「知」の獲得 には、本来 「暗黙知」 と 「形式知」のバ ランスが必要
暗黙知は主観的 ・身体的な知 → 言語 ・文章で表現するのが難 しい
② 民間企業における評価指標
(日本経営品質賞のコンセプ ト、アメリカの 「賞賛される企業のランキ ング
方法」か ら)
(4)「 志(こ ころざし)」を社会 に積極的に発信
「何を目指 し、何を為そうとしているのか」 を情報発信
事業活動の意義、社会的有用性の外部への説明
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育事業の評価に関する研究セ ミナー
県民にわかりやすい行政の成果指標づくり
岐阜県地方自治大学校
岐阜県地方自治大学校政策研究チーム 主任政策研究員 加藤 洋智
はじめに
1指 標(案)作成 の 目的
II指標とは何か
1指 標の役割
2県 民にわかりやすい指標とは何か
3ア ウトカム指標 ・アウトプット指標の意義
皿 指標(案)の検討と選択のプロセス
1ど のような指標を探したか
2ど のように指標を探したか
3指 標(案)の作成において考慮したこと
4社 会教育分野に関する指標の検討状況
IV指標(案)の活用
1県 民協働宣言における活用
2施 策評価における活用
3各 種行政計画における活用
V今 後の展開の可能性
1行 政活動に対する県民意識・県民満足度調査の実施と施策へのフィードバック
2県 民との協働による目標及び目標値の設定
おわりに
〔参 考HP〕○ 岐 阜 県 にお け る行 政 評 価 全般 に つ いて
http://NNN.pref.gifu.jp/s21401/lcenkyu/1/1_3Z.htm
http://HNN.pref.gifu.lg.ip/pref/s11127/sesakuhvouka/index.HTM
○ 行 政 評価 に関す る考 え方 にっ い て(国土 交 通 省 、青 森県)
http://www.Am-forum.org/lciso/shibuva-kokudo-hvouka.Adf
htt://www.ref.ao皿ori.●/koutyou/marketin/index.html
○ 指 標 の設 定 に関 して(千 葉 市 の例)
http://www.city.chiba.jp/download/kikakuchosei/kikalcu/houlcolcusho-gaiyou.pdf
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育事業の評価に関する研究セミナー
市民と行政の協働事業評価システム
NPO法 人 コ ミュニ テ ィ ・シ ン ク タ ン ク 「評 価 み え」
NPO法 人 コ ミュニテ ィ ・シ ンクタンク 「評価み え」
理事 ・事務 局長 吉 島 隆子
1「 評価みえ」誕生の経緯～自己紹介にかえて～
2分 権社会とNPOの 役割
3「 参加」と 「協働」
4評 価の基礎～説明責任としての評価～
■ 民間非営利組織 ・NPOという存在を支えるシステム
■ 自らを評価することの意味
■ 内部評価か外部評価か
■ 具体的な評価手法
・最初は自己評価
・ 何のために評価するの?
・時間軸は、いっ?
・評価の4WIH
・行政セクターでの考え方
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事業の進め方のモデル
システム99を 事例に 「評価みえ」の考える評価
■ 評価を考えていくうえで大切なこと
6イ ベント評価システム～打ち上げに行く前に～
7「 協働事業自己チェックシート」(三重県)
82003年 度 協 働 事業(三 重 県)ふ りか え り会 議 へ の か か わ り
9「 よ きカ ウ ンタ ーパ ー ト」を め ざ して
評価みえwebサイ トhttp:〃www.hvouka.ors/
三重県生活部NPO室webサ イ トhttD:〃www1.mienpo.ne七/npot/
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12社 会教育主事講習[B]
研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
生涯学習の推進 とまちづくり 地域総合計画と社会教育計画
栃木県黒羽町教育委員会
栃木県黒羽町教育委員会生涯学習課 課長 雲井 定俊
1.黒羽町の概要
2.黒羽町生涯学習推進基本言†画策定の経緯
3.黒羽町生涯学習推進基本計画の概要
4.計画推進の進捗状況
5.課題と展望
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画
黒羽町生涯学習推進基本計画策定の経縞
【平成5年度以前】
※ 平成4年度頃より、町社会教育課では生涯学習のまちづくりを意識しはじめる。
O町民憲章を軸とした生涯学習のまちづくりを模索し始める。
O生涯学習推進計画の体系化を図るため、町役場各部局の事業を洗い出す。
【平成5年度末】
0生涯学習審議会発足(H6.2月)
・委員構成28名 教育関係者 ・学識経験者 ・社会教育委員 ・庁議構成町職員 ・一般町民代表
O諮問 「黒羽町の生涯学習を推進するために」
・審議会の中に三部会設置
①推進体制整備部会 ②学習機会 ・施設整備部会 ③指導者養成部会
【平成6年 度 】
O町 民への アンケー ト調査実施/ロ ゴ:ハ ッピー ライ フ選 定す る。
O第1回 先進地視察
【平成7年 度】
0・「生涯学 習推進 に関する答申書一ハ ッ ピー ライ フ ・イン ・くろばね"行 こう、学 ぼ う、楽 しも
うn一 」作成 ・提出
く答 申内容〉
・推進 体制の整備について ・学習機会 ・施設整備 にっいて ・指導者養 成につ いて
※ ・審議会 開催4回 ・部会 開催15回 ・正 副委 員長、正副部会長合同会議開催6回
・委員研修 会2回(講 演会 ・先進地視察)
※答 申書提 出…町行 政課題のひ とつ とな り、以後生涯学習推進の追 い風 とな る。
【平成9年 度から平成11年度】
O町職員、町議員、社会教育関係委員等を対象に研修会を実施⇒意識啓発と生涯学習のまちづく
りの合意形成に努める。
【平成11年度】
O町生涯学習推進本部設置⇒町長が本部長となる
O生涯学習啓発リーフレット 『わたしが生涯学習の主人公』を全世帯に配布
【平成12年度】
O生涯学習ガイ ドブック作成し全世帯に配布
0生涯学習推進協議会設置
【平成13年度】
O生涯学習推進を図るためア ドバイザーとして、常磐大学より中村正之先生を迎える
0生涯学習推進基本計画策定に関るアンケー ト調査実施
O生涯学習ボランティア募集
【平成14年度】
Oハッピーライフの実現をめざす 『黒羽町生涯学習推進基本計画』策定実現。全世帯配布
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研 修 ・研 究 事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
学習情報提供 ・学習相談の実際
愛知県生涯学習推進センター
愛知県生涯学習推進センター 主事 須田 邦之
愛知県生涯学習推進センターが行う学 習情報 提供について
1「学びネットあいち」(愛知県生涯学習情報 システム)
(1)提供するサービスの内容
ア 学習情報を探す
イ コミュニケーションコーナー(イベントカレンダー ・まなびの広場 ・学習相談)
ウ コンテンツ&ギ ャラリー
エ その他 の特別メニュー(iモー ド版 ・子 どもメニュー ・愛知万博情報 サイトなど)
(2)情報登録の仕組 み
ア ネットワーク機関 による登録
イ 情報登録ボランティアによる登録
ウ 職員による登録およびコンテンツの制 作
工 利用者 からの投稿
(3)構築までの取 り組み
(4)統計資料
(5)今後の課題
2「まなびいあいち」(生涯学習推進センター情報誌)
3生 涯学習推進センターホー ムページ
4生 涯学 習推進センター情報 ラウンジ
152一
研修 ・研 究 事業名
実践事 例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
学習情報提供 ・学習相談の実際
NPO法 人すみだ学習ガーデン
NPO法人すみだ学習ガーデン 事務局長 中澤 恒雄
1墨 田区の現況
2す みだ生涯学習センターの建設
3区 民の生涯学習ボランティア組織 「学習推進委員会」の誕生
4学 習推進委員会の組織改革
5NPO法 人 「すみだ学習ガーデン」の翠立
6学 習情報提供 と相談事業 「情報 コーナー」 の実際
(1)設 置 目的
(2)事 業実施10年 間の経緯
(3)平 成16年 度事業予算
(4)平 成16年 の事業実績
(5)問 題 点 と今後 の方 向性
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情報コーナーの事業概要
1事 業の経緯
平成5年7月
平成5年7月
平成6年
平成6年10月
平成12年4月
平成14年1月
平成14年4月
すみだ生涯学習センター団体 ・サークル情報登録要綱
すみだ生涯学習センター人材 ・指導者情報登録要綱
情報コーナーの情報収集基準(内規)
担当職員6名採用(区非常勤職員 週30時間勤務)
すみだ学習ガーデン職員として雇用
職員の勤務条件変更(5名 週40時間勤務)
墨田区から業務受託
2勤 務形態
9:00～21:00週40時 間 の ロー テ ー シ ョ ン勤 務
年 末 ・年 始 、祝 祭 日、毎 月第3月 曜 日(全 館 休 館 日)は 除 く
3職 員構成
勤務経歴
男女比
年 齢
10年3名
女 性4名
60代 一1名
2年1名7ケ 月1名
男性1名
50代1名40代2名30代1名
4平 成16年度予算
書籍等購入費
通信運搬費
消耗品費
機器リース費
その他事業費
システム保守費
事業費 計
960,000
480,000
180,000
300,000
380,000
650,000
2,950,000
人件費 17,322,900
合 計 20,272,900
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研 修 ・研 究事業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
家庭教育と社会教育②(家庭教育の充実 ・支援)
川崎市多摩市民館
川崎市多摩市民館 教育振興係長 豊岡 裕一郎
内容 ・テー マ
が㌍ な' 庭 の 実 ・ に る
～市民と協働 です める子育て支援を 心 にして～
1.は じめに
2.川崎市多摩区とは
3.市民館事業の3つ の基本方針
4.多 摩市民館の家庭教育 ・子育て支援事業
5.「多摩区子育て支援会議」 と 「たまたま子育てまつ り」
6.「 多摩区子育て支援ネッ トワーク」の立ち上げに向けて
7.市 民と協働ですすめる子育て支援(4人 の市民へのイ ンタビュー映像)
【参考資糊 資料1… 「多摩区子育て支援会議」構成市民グループ等
資料2…第2回 たまたま子育てまつ りプログラム
資料3… 「多摩市民館だより2月 号」掲載記事
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資料1
多摩区子育て支援会議構成市民グループ等
●印は今回、インタビュー画像のあるグループ ・団体です
市民グループ名
●子育てを考える会 「グレー プ」
●多摩保育グループ
●NPO法 人 ままとんきっず
オ リー ブ
メルクルディ ・マム
●NPO法 人 ぐらす ・かわ さき
摘 要
主な活動(趣旨)多 摩区の子育てネッ トワ
ークづ くりや 自主保育グループを支援。
市民館 「子育てひろば」(日本人 ・外国人)受
託/土 渕で 「子育てひろば」主宰
主な活動(趣旨)市 民館保育を中心 に、地域
グループの学習会等の保育 も行 って いる
主な活動(趣旨)地 域での子育てをめ ぐる課
題に対 し、出版 ・学習会 ・子育てサロン ・カ
ウンセ リング ・電話相談等 を通 し幅広 く取 り
組む(多摩区保健福祉センターか らの委託業
務 として多摩区 「子育てブ ック」の編集 ・出
版にも関わ る)
主な活動(趣旨)保 健所の3ヶ 月健診 ・産後
健診時の幼児保育やお母 さん との話 し相手
ボランティアを している。
主な活動(趣旨)子 育て グループか らでき
た。幼稚園情報 ・病院情報等を収集 し発信 し
て いる。子育てグループのOBと して、手遊
び を教 えた り、育児相談的な こともしている
主な活動(趣旨)地 域における市民活動支援
をめざす。地域のコミュニティスペース 「遊
友ひろば」にて 「親子ひろば」 「健康麻雀」
等。 「ぐらす基金」 による助成活動 も。
156一
資料1
多摩区子育て支援会議構成市民グループ等
●印は今回、インタビュー画像のあるグループ ・団体です
市民グループ名
●子育てを考える会 「グ レープ」
●多摩保育グループ
●NPO法 人 ままとんきっず
オ リーブ
メルクルディ ・マム
●NPO法 人 ぐらす ・かわさき
摘 要
主な活動(趣旨)多 摩区の子育てネ ットワ
ークづ くりや 自主保育グループを支援。
市民館 「子育てひろば」(日本人 ・外国人)受
託/土 渕で 「子育てひろば」主宰
主な活動(趣旨)市 民館保育を中心 に、地域
グループの学習会等の保育も行っている
主な活動(趣旨)地 域での子育て をめぐる課
題に対 し、出版 ・学習会 ・子育てサ ロン ・カ
ウンセ リング ・電話相談等を通 し幅広く取 り
組む(多摩区保健福祉セ ンターか らの委託業
務 として多摩区 「子育てブック」の編集 ・出
版にも関わる)
主な活動(趣旨)保 健所の3ヶ 月健診 ・産後
健診時の幼児保育やお母さんとの話 し相手
ボランティアをしている。
主な活動(趣旨)子 育てグループか らでき
た。幼稚園情報 ・病院情報等を収集 し発信 し
ている。子育てグループのOBと して、手遊
びを教えた り、育児相談的な こともしている
主な活動(趣旨)地 域にお ける市民活動支援
をめざす。地域のコミュニティスペース 「遊
友ひろば」にて 「親子ひろば」 「健康麻雀」
等。 「ぐらす基金」 による助成活動 も。
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研 修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
新しい教育課程と地域社会
千葉県木更津市立八幡台小学校
千葉県木更津市立人幡台小学校長 多田 元樹
1新 しい教育課程 の特色 とポイ ン ト
(1)確かな学力 の育成
・基礎学力 の定着
・総合的な学習 の時間の実施
(2)魅力ある学校づ くり
・特色 ある教育活動の展開
・地域 に開かれ信頼 され る教育体制
師の指導力向上と地域の教育力活用
2学 校 と地域社会
(1)相互関係の理解
・学校は地域社会を離れて存在しない(学校は地域を必要とし地域は学校を必要と
する)
(2)学校から地域への発信
・学校の教育方針や教育活動を説明し理解を求める(学校評議員、学校支援ボラン
ティア活動等)
3校 長 と して の取組 の実際(最 初 の1学 期 に した こと)
(1)月ごとの取組
【4月】
・校長通信 の発行 、毎 日の教室訪問、学校 要覧の作成 、 ミニ授業研の開始
【5月1
・校長の授 業研、学校評議員 の発足、学校 支援 ボランテ ィアの活動開始、校長面談、
地域 ぐるみの防犯訓練
【6月 ・7月】
・命の大切 さを伝 える手紙、八幡台を語 る会、プール荒 らしへの対応、学校評価
(2)職員の評価 と感想
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24第2ラ ウン ドの始ま り
■ 授業を見られることに抵抗をなくす
4月はじめから、一日に一度は必ず全学級の授業をのぞくようにしてきた。せい
ぜい1学級2㌘3命 であるが・最近では子どもも職員も授業を見られることにすつ
かり慣れてきた1よ うに思われる。この頃は、ただでは見せないそという職員の思
いもあってかご教室へ入ると待ってましたとばかりに、歌を一緒に歌わせられたり
ノー トの丸付けを手伝わされたりするようになってきた。誠に結構。校長の日常的
授業参観やミニ授業研の定着などによって、授業を見られることへの抵抗感が少な
くなったとすれば大きな進歩である。何にも増して、見られることに抵抗がなくな
るというのはカの付いてきた証拠である。まずは第1ラ ウン ドの終了。
■ 地域の信頼は学校のオープンな姿勢から
学校支援ボランティア、地域の先達、PTA役 員など、学校のために様々な支援
活動をしてくださる皆さんの来校が増えてきた。活動の合間にこのような方々が授
業をのぞく機会も多くなろうが、ぜひウエルカムの姿勢で迎え入れて欲 しい。内部
の職員から授業を見られることに抵抗をなくすのが第1ラ ウン ドとすれば、、外部の
方から授業を見られることに抵抗をなくすのは第2ラ ウンドである。これをクリア
できなければ 「開かれた学校づくり」は絵に描いた餅に過ぎない。値の張る食材を
買ってきてご馳走を作る."公開研究会"も たまにはよかろうが、まずは有 り合わせ
の材料で栄桑価の高い"日 々の実践"を 作ることに心がけたい。
顧 「ふれあい学習発表会」への期待
このように書くと、第3ラ ウンドは公開研究会かと思われるかもしれないが、そ
のような考えはない。「それより公開学習発表会を大切にしたい。教師の指導ではな
く子どもの学習を見てもらうための会である。子どもの学習は教師の指導の現れで
あるから、このほうが教師にとっては厳 しいものとなろう。何といっても"日々の
実践"の積み重ねがものを言 う。7月1日 に行われる 「ふれあい学習発表会Jは一
つの公開学習発表会である。見栄ではなく、発表の内容に子どもの 「なぜ」(問い)
が感じられるかが大きなポイントである。なぜ、この
学習に取 り組んだのか、何がわかったのか、わからな
いことは何か、これからどうするのか、自分たちはど
うかかわるのか、などといったことを各学年に応 じて
わかりやすく発表 してほしい。過 日の校内研修で視聴
した 「山の分校の記録」を思い起こしてみてはどうか。
研 修 ・研 究事業 名
実践事例名(テ ー マ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
青少年の体験活動
茨城県日立市教育委員会
茨城県 日立市教育委員会青少年課 係長 木下 俊雄
【はじめに】
1日 立市の青少年の長期キャンプ=山 中友子隊体験村事業
山中友子 とは?⇒ 日立市の鉱工業の歴史 日立鉱山 ～ 日立製作所
↓
全国の鉱山で行われていた互助 ・共済制度 「山中友子」
実の親子兄弟と同じ 「固い絆」で結ばれることを願 って命名
2現 代の子 ども達 … 「実体験」の不足 ⇒ 「生きる力」の低下
山中友子隊は 「命の大切さ」や 「食べ物のありがたさ」など
を身をもって体験させる 「体験学習」の場
3概 要 平成12年 度(第1回)～ 平成15年 度(第4回)…29泊30日
平成16年 度(第5回)・ ・・・・・・・・・・・…14泊15日
小学4年 生か ら中学生までの男女約30人 が、市内のキャンプ場を
拠点として行 う長期自然体験活動
※ 日立市青少年センターのホームページ
http://冊w.isdi.or.jp/"h-351466(または日立市勤労青少年ホームで検索)
【山中友子隊の特徴】
1長 期であること
(1)天候に左右されにくい … 期間中のプログラムの交換 ・先送 り等が可能
(2)キャンプ生活が日常になる … 本当の自分が姿を現す。
(3)「体験学習サイクル」が有効に機能する。
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(4)「失敗体験」を提供できる。… 何度も失敗を繰 り返 しなが ら、自ら考え ・自ら
行動 していく中で、創意工夫する力 ・協力し合
う力が身につく。
2冒 険(ア ドベンチャー)へ の挑戦
(1)未知の世界に挑むこと= 1アドベンチャー
↓
人の 「心」を育てる 「宝物」
恐怖に打ち勝ち、本能的に協力し合 うことで、相互の 「信頼関係」が生ずる。
その 「信頼関係」 をベースとして、様々な 「学び」や 「気づき」を得る。
(2)本当に危険である必要はない。… 疑似体験でOK
【事業を進める中での留意点】
知識を直接教えない
知識を直接教えると、「気づき」が起きにくくなる。
丸暗記 した知識ではな く、生きるために必要な知識(智 恵)を 学ぶ。
1
必ず 「振 りかえり」を行 う
体験は、や りっぱなしにしておかず、それを振 りかえる機会を積極的に作 り出す。
できるだけ、深 く掘 り下げる。
2
3フ ルバ リュー ・コン トラクト(プ ログラムに取 り組む前の 「約束」)
駿 議 総 騰 羅 纏 畜諏}「雌 」が保たれる
違反 したら、それ についてみんなで何度で も話 し合う。
4チ ャレンジ ・バイ ・チ ョイス
「人は誰からも何 も強制されない。」ということ
常に自分の意思で選択する、選択の意思を保証する。
《プ ロ ジ ェ ク タ で 映 像 を 見 る 。》
【平成16年 度に改善 ・変更 した点】
1事 業 期 間 の短 縮 … 「29泊30日 」 か ら 「14泊15日 」 へ
様々な要因 経費削減、スタッフの固定化
従事者の健康面への配慮
子 どもたちの参加 しやすさetc.
2グ ループの編成を 「10人×3班 」から 「6人×5班 」に変更
グループの構成は6人 がベス ト(7人 でも可)
多すぎても少なすぎても、グループとして機能 しな くなる。
3キ ャンプカウンセラーの固定化
従来は、1グ ループに2人 ずつ配置(期 間中の人の出入 りに対応)
!
※ カウンセラーは夏休みを利用 して参加 しているボ ランティアのため、
長期キャンプ中には所用で現場を離れる事態も生ずる。
カウンセラーを1グ ループ1人 に固定(期 間中のフルタイム従事を条件付けた。)
※ 複数のリーダーがいると、子 ども達はどちらの判断に従 うか迷う。
【終わ りに】
1テ レビやゲームや携帯がなくても、子ども達はいくらでも生活 していける。
2「 指示待ち」で生活力に乏しい子たち ⇒ 「きっかけ」がつかめないでいるだけ
潜在的には「生命力」にあふれている。
3「 元気モー ド」「頑張 りモー ド」に入れるかどうかが 「カギ」になる。
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研修 ・研 究事 業名
実践事例名(テ ーマ)
事業主体(実施機関)
発 表 者
社会教育主事講習[B]
大学機能の開放 ・拡充
早稲 田大学エ クステ ンシ ョンセ ンター
早稲 田大 学エ クステ ンシ ョンセ ンター 事務長 毛利 慎 二
0.はじめに
大学を取り巻く状況と生涯学習
少子高齢化/進学率の向上/国 公立大学の独法化/規制緩和/大学間競争/
大学の使命としての生涯学習
1.エクステンションセンターの歴史と役割
①本学の生涯学習の端緒
「早稲田講義録」の刊行/「巡回学術講話」の実施
②設立理念
「大学のもつ諸機能を広く社会に開放し5すべての人々を対象とする教育
活動を行い、社会に寄与することを目的とする」
③発展状況
1997年創立100周年記念事業の柱の一つとして継続教育機関の設置が決まる
1979年エクステンション事業準備室
1981年38クラス1,526名の会員で正式に発足
1988年公開講座全体を 「オープンカレッジJと改称1独 自の単位付与
2001年八丁堀校を開設
2004年開講講座数1,390会員数32,774人延べ受講者数26,947人
④活動内容
開講時間帯/年間開講日数(補講期間、日曜講座)/ス タッフ数
会員の男女比/年齢構成/居住地別
⑤講座の特色
教養・文化的構成/リ カレントスクール的構成/ダ ブルスクール的構成
オープンカレッジ/海外短期留学プログラム/ト ラベルスタディー/
エクステンション講演会//全 国向け配信講座他
⑥会員の意識 ・評価
大規模アンケートの実施(1999年)/定期的アンケー ト/会員誌の刊行/
修了制度
⑦運営の特徽
職員の自由裁量による講座作成/ジ ャンル担当制/ア ウトソーシング/
独立採算性
⑧現在の取り組み
収益力の強化/顧客満足の向上/新規事業 ・新企画の展開
2.全学の生涯学習機関化
学部・大学院の社会人受け入れ/専門職大学院の設立/オープン教育センターの活動/
デジタル教育の試み
3.今後の課題
学内関係箇所との連携強化/学 外機関との連携模索
4.おわりに
第三者評価実施(2001年)を踏まえて
以 上
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